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序     文 

 

日本国政府は、インドネシア国政府の要請に基づき、「河川流域機関実践的水資源管理能力向上プ

ロジェクト」を実施することを決定し、2008 年 6 月に討議議事録（R/D）の署名をインドネシア国政

府と取り交わしました。これにより、2008 年 7 月から 2011 年 7 月までの 3 年間のプロジェクトとし

て、独立行政法人国際協力機構がこのプロジェクトを実施しています。 

当機構は、プロジェクトの開始から約 2 年 7 ヶ月が経過した 2011 年 2 月 16 日から 3 月 8 日に亘り

終了時評価調査団を現地に派遣し、インドネシア側のカウンターパートと合同でこれまでの活動実績

の把握や協力効果の評価を行うとともに、今後とるべき措置について提言を行いました。 

この結果は、協議議事録（ミニッツ）にとりまとめられ、インドネシア国・日本国双方合意のもと

に、署名・交換が行われました。本報告書は、今回の終了時評価調査および協議結果をとりまとめた

ものであり、今後本案件を効果的、効率的に実施していくための参考として、広く活用されることを

願うものです。 

終わりに、調査にご協力とご支援を頂いた関係各位に対し、心より感謝申し上げるとともに、引き

続き一層のご支援をお願いする次第です。 

 

平成 23 年 5 月 

独立行政法人国際協力機構 

地球環境部 

部長 江島 真也 
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研修者のためのドミトリー 作成されたガイドライン/マニュアルの一例 

  

  

Sooko 村長へのインタビュー カウンターパート会議の様子 

  

  

合同調整委員会（JCC）の様子 合同評価報告書及び協議議事録署名 

 



 

 

河川区域管理の一環としての公園整備 

（パイロット活動、ソロ川） 

 

 住民参加の一環として警報施設を作製・設置

（パイロット活動、ブランカル川） 
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終了時評価調査結果要約表 

1．案件の概要 

国名：インドネシア共和国 案件名： 河川流域機関実践的水資源管理能力向上プロジェクト 

分野：水資源 援助形態： 技術協力プロジェクト 

所轄部署： 

地球環境部 

水資源・防災グループ 

協力金額（評価時点）：約 2.0 億円 

先方関係機関： 

プロジェクト監督機関 

公共事業省 水資源総局 水資源利用管理局（DWRUM） 

公共事業省 調査開発庁 水資源研究所（RCWR） 

プロジェクト実施機関 

水資源管理技術普及ユニット（DUWRMT） 

協

力 

期

間 

R/D： 2008 年 6 月 9 日 

2008 年 7 月～2011 年 7 月 

（3 年間） 

日本側協力機関：国土交通省、（独）水資源機構 

他の関連協力： 

1-1. 協力の背景と概要 

インドネシア政府は近年、頻発する流域の諸問題に対処するため、2004 年制定の水資源法（Water 

Resources Law No.7）に基づいて流域ごとに河川流域機関（RBO）を設置し、統合的な水資源管理への

取り組みを進めてきた。流域を管理する公共事業省の指導の下、2006 年には重要な流域に RBO が 30

ヶ所（終了時評価調査時点では 31 ヶ所）設立され、2007 年から活動を開始した。RBO は、流域の状

況把握と問題の解決、関連施設の建設・運営維持管理、開発・管理計画の策定、関係者との利害関係

の調整等、流域の多様な課題に対応し、それぞれの河川地域において自立的に統合的な水資源管理を

行うことが求められている。しかし、人材の能力不足を主な要因として、その使命を十分に果たすこ

とが困難であり、RBO 職員の能力強化および組織の機能強化が急務となっていた。このため公共事業

省は、RBO の組織強化のため水資源総局水資源管理局（DWRM）1および調査開発庁水資源研究所

（RCWR）の協力により水資源管理技術普及ユニット（DUWRMT）を設立する計画を立案し、その立

上げ作業についてわが国に技術協力を要請した。 

これを受けて JICA は 2008 年 3 月に本技術協力プロジェクト実施に係わる事前評価調査を行い同年

6 月 9 日に R/D に署名し、7 月 23 日よりプロジェクトを開始した。 

1-2. 協力内容 

本プロジェクトは、ソロに置かれている DUWRMT を対象に、RBO の実践的な水資源管理能力を強

化するために必要な体制（研修事業など）を構築するための支援を行うものである。 

(1) 上位目標： 

河川流域機関（RBO）の実践的水資源管理の実施能力が流域レベルで強化される。 

(2) プロジェクト目標： 

RBO が流域管理を行うための実践的な能力を、DUWRMT によって強化する体制が確立される。 

(3) 成果（アウトプット）： 

1. DUWRMT が RBO の研修を行うために必要な能力を備える。 

2. RBO が必要とする水資源管理に関わる優先分野のガイドライン/マニュアルが整備される。 

3. DUWRMT が RBO に対して行う水資源管理についてのカウンセリングの仕組みが構築される。 

(4) 投入（2008 年 7 月～終了時評価時点）：   総投入額： 約 2.0 億円 

インドネシア側： カウンターパート配置：34 名 

プロジェクト活動費：約 93 億 8,630 万ルピア（2008 年度～2010 年度）、 

約 33 億 4,020 万ルピア（2011 年度の承認予算額） 

その他：プロジェクト実施に必要な建物、施設など 

日本側： 長期専門家派遣：5 名（69.9M/M） 

短期専門家派遣：9 名（3.1M/M） 

研修員受入：21 名（10.5M/M） 

資機材の供与：約 5 億 4,420 万ルピア 

現地業務費：約 29 億 9,920 万ルピア 

                                                        
1
 水資源総局水資源管理局（DWRM）は組織再編に従って、2011 年 1 月より水資源利用管理局（DWRUM）になった。 
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2．評価調査団の概要 

調査者 

担当分野 氏名 所属 

1. 総括 

 

2. 水資源管理 

 

3. 計画管理 

 

4. 評価分析 

馬場 仁志 

 

山下 祥弘 

 

古本 一司 

 

鹿糠 説子 

独立行政法人 国際協力機構 

地球環境部 国際協力専門員 

独立行政法人 水資源機構  

総合技術センター国際グループ マネージャー 

独立行政法人 国際協力機構  

地球環境部水資源・防災グループ 水資源第一課 

有限会社 アイエムジー 

調査期間：2011 年 2 月 16 日～2011 年 3 月 8 日 評価種類：終了時評価 

3．調査結果の概要 

3-1. 実績の確認 

(1) 成果（アウトプット）の達成度 

成果 1.  DUWRMT が RBO の研修を行うために必要な能力を備える。 

終了時評価時点では、RBO への研修を実施する基盤が DUWRMT に構築された段階である。研修サ

ービスを RBO に提供するために必要なモジュール（カリキュラムと教材）は 2009 年から 2010 年にか

けて 90 種類作成され、2011 年には僅かな数のモジュールが見直される予定である。また、2010 年に

3 つの研修が実施され、研修実施の PDCA サイクルが確立された。実際の研修実施には遅れがあった

ものの、PDCA サイクルに則った研修調整の経験が蓄積され、より多くの研修サービス提供の実務経

験を得ることにより、研修実施の遅れに関する課題は次第に解消されていくことが期待される。成果

1 の分野ですでに達成された成果を考慮すると、計画されているモジュール作成が協力期間内に全て

実施され、2011 年に計画されている研修も予定通りに実施される可能性が高いと判断することができ

る。したがって、成果１が本プロジェクト終了時までに達成される見込みは十分にある。 

成果 2.  RBO が必要とする水資源管理に関わる優先分野のガイドライン/マニュアルが整備される。 

水資源管理に必要なガイドライン/マニュアル 55 種類が 2009 年から 2010 年にかけて作成され、2011

年には僅かな数のガイドライン/マニュアルが見直される予定である。整備されたガイドライン/マニュ

アルの質は、本プロジェクトで確立されたフィードバック・システムを通して検証されている。一方、

公共事業省の承認を得ていない（provisional）点には留意が必要である。サービスの「実践性」をより

高めるために実施されているパイロット地域での活動と残りのガイドライン/マニュアルの作成が計

画通りに進むことを前提とすれば、成果 2 が本プロジェクト終了時までに達成される見込みは高いと

言える。 

成果 3.  DUWRMT が RBO に対して行う水資源管理についてのカウンセリングの仕組みが構築され

る。 

RCWR が提供するカウンセリング機能を拡大するという新たな仕組みに係わる計画が進行中で、パ

イロット活動を通して、RBO にカウンセリングを提供する際の DUWRMT 内での業務手順の一部も構

築された。この新たな仕組みにおいては、DUWRMT はカウンセラーを派遣するサービス窓口または

調整機関として機能し、自然災害対応などの非常時における課題解決だけではなく、通常の業務上の

課題解決の支援も行うとともに、本プロジェクトで作成されたモジュールやガイドライン/マニュアル

の RBO による使用の定着化を確実にしていくことが想定されている。しかし、この仕組みがいつ開始

されるかについての明確かつ具体的な時系列を示す計画（タイムライン）がまだ合意されていないた

め、成果 3 がプロジェクト期間終了までに達成されるかどうかは、終了時評価時点ではまだ不確実で

ある。 

(2) プロジェクト目標の達成度（見込み） 

プロジェクト目標：RBO が流域管理を行うための実践的な能力を、DUWRMT によって強化する体

制が確立される。 

本プロジェクトでは、「実践的水資源管理技術普及のガイドライン案」と題する DUWRMT の組織開

発計画が作成され、RBO のニーズに合致した支援サービスを提供する仕組みが明確にされた。また、

2010 年と 2011 年の年次事業計画が各年度の始めに、また 2010 年版の年次報告書が同年に作成された。

また、顧客の満足度（RBO のニーズ）を分析する方法の確立については、研修参加者やカウンセリン

グサービス利用者からの情報を元に RBO のニーズ分析用のデータベースが構築されることにより実

現された。以上から、プロジェクト目標はプロジェクト期間終了時までに概ね達成されると見込まれ

る。 
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3-2. 評価結果の要約 

(1) 妥当性 

以下に記述する観点から、本プロジェクトの妥当性は「総じて高い」と評価できる。 

インドネシア政府は水資源法を 2004 年に施行し、統合水資源管理（IWRM）を推進している。また、

国家中期開発計画（2010 年－2014 年）においても、インドネシアの社会経済発展に向けた、中央、地

方、コミュニティレベルの関係者の調整と協調による適切な水資源管理と洪水等の自然災害への対応

を推進している。一方、水資源法に基づき RBO が設立されたものの、RBO は元来、河川管理施設建

設を担う政府プロジェクトユニットとして設立されたものであるため、新たに課された多岐に亘る機

能を果たすための十分な人材を有していなかった。こうした RBO に新たに課せられた責任遂行を可能

にするため、RBO の支援ユニットとして設立された DUWRMT が、RBO に対する実践的なサービスを

確立させる必要があった。 

我が国は、対インドネシア国別援助計画（2004 年 11 月）において「民主的で公正な社会造り」の

ための支援を重点分野として掲げ、頻発する洪水等自然災害への対策を支援するとしている。これを

受けて JICA は、災害対策を協力プログラムの一つとして位置づけ、河川構造物の修復・整備といった

構造物対策、及び上流域保全、地域住民の洪水対応能力強化等といった非構造物対策を通じた統合的

水資源管理の推進を支援していく方針である。また、日本は統合水資源管理の分野において、世界で

最高水準の技術と経験を有しており、またインドネシアの水資源管理支援では長年の経験と実績があ

ることから、本プロジェクトにおける日本の経験・技術の比較優位性は高い。 

(2) 有効性 

DUWRMT の中期計画や年次事業計画が作成され、同計画に基づき実行されていることが確認され

ているとともに、RBO のニーズを把握するシステムも確立された。また、成果 1, 2 については既にほ

ぼ達成しつつあり、成果 3 については不確実ではあるものの、カウンセリング自体は適切に実施され

ており仕組みの整理が残されている状況である。以上のことから、DUWRMT が RBO のニーズを把握

しながら、研修等の RBO の水資源管理能力を強化する体制の確立というプロジェクト目標がプロジェ

クト終了時までに概ね達成される見込みは高いと判断されることから、本プロジェクトの総合的な有

効性は「比較的高い」と評価する。 

DUWRMT が実践的水資源管理に係る RBO の能力を強化するための確固たる基盤を、本プロジェク

トは確立した。残りの期間においてパイロット活動から得られる、さらに多くの成果を反映させてい

くことで能力強化体制が更に強化されることが期待される。 

(3) 効率性 

本プロジェクトは、幅広い技術分野を網羅しており、各所に点在する多数の機関より選定された大

勢の関係者が C/P としてプロジェクトに従事している。これほど包括的なプロジェクトにも関わらず、

プロジェクトの投入は期待された成果に結びついていることから、本プロジェクトの総合的な効率性

は「比較的高い」と判断される。 

インドネシア側と日本側双方は、計画された成果を生み出し、プロジェクト目標を達成するために

十分な人材、予算、プロジェクト実施に必要な施設と機材を投入し、プロジェクト目標を達成する見

込みである。インドネシア側の投入として、34 名の C/P が配置され、計画された成果をプロジェクト

期間内に予定通り確実に達成させるために、12 名のローカル・コンサルタントが C/P の補佐として雇

用された。執務室、寮、教室があるソロの研修施設の工事に関しては、完工間近である。日本側の投

入として、5 名の長期専門家と 9 名の短期専門家が派遣された。専門家の専門分野と能力については、

大部分の専門家が C/P から高い評価を受けた。合計で 21 名の C/P が 4 つの分野で本邦研修を受けてい

るが、参加者からは研修期間が短く日本の技術が十分に学べないことに対する不満の声もあった。 

また、本プロジェクトでは、公共事業省河川流域機関管理センター（CRBOM）や他の JICA プロジ

ェクト（地方政府職員環境管理能力強化プロジェクト［SEMAC］）、（独）土木研究所水災害・リスク

マネジメント国際センター（ICHARM）、現地 NGO との連携があり、プロジェクトの効率性向上に貢

献した。その一方、本プロジェクトは PJT1（水資源公社）のより強い関与を促進することができなか

った。PJT1 は水資源管理分野において進んだノウハウを有しているため、今後 PJT1 の関与を強める

ことによりプロジェクトの効率性は更に高められる。 

(4) インパクト 

本プロジェクトがインドネシアの社会経済に大規模な正のインパクトをもたらす可能性は十分にあ

るが、RBO に期待される意識や能力、専門技術が、河川管理施設の建設を担うプロジェクトユニット

であった時とどれだけ異なるかということ、DUWRMT の RBO 向けのサービス提供の実績がまだ限定
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的なものであることを考慮すると、プロジェクト終了時から 3 年から 5 年の間で上位目標が達成され

る見通しは不確実であると言わざるを得ない。上位目標は、DUWRMT が定常的に質の高いサービス

を提供する「信頼できる組織」として RBO に認識されれば達成されると考えられる。上位目標達成の

ため、具体的には DUWRMT の制度的位置づけが確立されて十分な予算と人材が確保される安定した

業務環境が得られるとともに、DUWRMT が定常的に研修とカウンセリングサービスを RBO に提供す

ることでそのサービス提供経験に基づいた研修とカウンセリングサービスの改善を継続的に実施して

いくことが必要である。 

(5) 自立発展性 

次のような観点から本プロジェクトの総合的な自立発展性は「不確実」と判断される。 

制度面において、公共事業省内における DUWRMT の位置づけを巡る状況は、終了時評価時点にお

いて DUWRMT はエセロン（Eselon）2格付けを与えられた恒久的な組織ではないが、DUWRMT が RBO

への本格的な支援サービスを提供する環境を整えるため、DUWRMT と河川研究センター（Balai 

Sungai）を統合し、エセロン II-b を持つ「技術普及センター（Balai Besar Teknologi Persugaian ［BBTP］）」

に再編されることが提案・議論されている。 

組織面では、DUWRMT の内部人材能力開発の課題や対応が含まれている組織開発計画の草稿が作

られた。DUWRMT の自立発展性強化ための取り組みとして、DUWRMT 独自のウェブサイトの稼動な

ど RBO やその他の関連組織とのコミュニケーションを改善する試みも進められている。これらの取り

組みはインドネシア側のコミットメントを示したものと考えられるが、DUWRMT の制度面での位置

づけに係わる問題が、これら努力の総合的な効果を十分に発揮できないことに繋がっていることは否

定できない。 

財務面では、DUWRMT の予算は 2009 年～2014 年の 5 ヶ年予算案で優先事項として位置づけられて

いることから、短期間における DUWRMT の財務的な自立発展性は高いと言えるが、長期的な財務自

立発展性については依然、不確実である。 

技術面では、実地研修（OJT）を通して、RBO に技術的なサービスを提供する DUWRMT スタッフ

の能力は強化されたものの、スタッフ数、実務経験はまだ限定的である。定常化・体系化された研修

やカウンセリングを提供するには、より多くの技術パートナーが必要と考えられる。また、プロジェ

クトで作成されたガイドライン/マニュアルがまだ公共事業省内で承認されたものではないため、本プ

ロジェクトの技術的な自立発展性は弱いと評価する。 

3-3. 効果発現に貢献した要因 

(1) 計画内容に関すること 

プロジェクトの設計と実施における現場主義のアプローチ：水資源管理を適切に実施するには、河

川流域に住む住民について熟知していることが必要であり、プロジェクト開始から現場活動を重視し

たアプローチを計画し実行したことが、DUWRMT と RBO、河川流域に住む住民の繋がりを強化し、

プロジェクトの円滑な実施、目標の達成に貢献した。 

(2) 実施プロセスに関すること 

(a) インドネシア側の強いオーナーシップ意識：C/P の卓越性の追求意欲や、質の高い成果を生み

出すことへの欲求がプロジェクト目標の達成に貢献した。担当のモジュールやガイドライン/

マニュアルをより質の高いものに仕上げるために、C/P は大学の教授や日本人専門家など担当

分野の有識者に積極的に相談し、担当分野の他の C/P やローカル・コンサルタントとコミュニ

ケーションをとる努力を払ってきた。 

(b) PDM 改訂のプロセス： PDM 改訂のプロセスが、全てのプロジェクト関係者の間でプロジェク

トの方向性に係わる認識が共有されていることを確認する良い機会となった。また、PDM 改訂

によって、プロジェクト活動とプロジェクト目標の繋がりがより明確となり、プロジェクト期

間内でプロジェクト目標と成果が達成される可能性を強めた。 

3-4. 問題点及び問題を惹起した要因 

(1) 計画内容に関すること 

本プロジェクトの阻害要因として考えられるものは、DUWRMT の位置づけである。エセロン格付

けを与えられた恒久的な機関となっていないことは、DUWRMT が研修やカウンセリングサービスを

定常的に RBO に提供する業務環境を不安定にしている。 

                                                        
2
 エセロン（Eselon［英語：Echelon］）は、政府機関及び一般行政管理職の公務員に付けられる階級制度である。インドネシア行政

は、5 つのレベルのエセロンから構成されている（レベルの高い順番からエセロン I、エセロン II、エセロン III、エセロン IV、エセ

ロン V）。各エセロンは、a （上級）と b （下級）の 2 つの級に分枝されている（例：Eselon IIa）。 
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(2) 実施プロセスに関すること 

プロジェクト目標の達成度に関するモニタリングをプロジェクトが定期的、体系的に行っていない

ことで、分野の異なる C/P 間において情報共有が十分でない面もあった。適切な水資源管理を実現す

るには異なる分野の緊密な調整と協力を必要とするため、プロジェクト目標の達成を確実なものとす

るよう、残りのプロジェクト期間内で改善されるべき課題である。 

3-5. 結論 

本プロジェクトは 2008 年 7 月に、RBO が各流域において水に関わる様々なステークホルダーとと

もに直面する課題と将来予想される課題等を包括的・一体的に捉えて水資源を総合的にマネジメント

するという実践的な水資源・流域管理を行うための能力を強化するための体制を確立するため

DUWRMT の設立を支援するために開始された。本プロジェクトの実施は特にプロジェクト期間の後

半において効果的に行われた。 

評価 5 項目の観点からは、本プロジェクトの妥当性は総じて高く、有効性と効率性は比較的高いと

評価される。本プロジェクトがインドネシアの社会経済に大規模な正のインパクトをもたらす可能性

は大いにある。上位目標達成の見通しは DUWRMT が質の高い定常化されたサービス提供を通じ RBO

の信頼を得られるかどうかに依存している。また自立発展性を高める取り組みが進められているもの

の、DUWRMT の制度、組織、財務、技術のすべてにおいて、長期的な面で不安定性があることから、

本プロジェクトの自立発展性は不確実であると評価する。 

以上を踏まえて、プロジェクト目標達成の見込みは概ね高いことから本プロジェクトは予定通りに

終了することが妥当であると調査団は結論づける。一方、技術的側面において DUWRMT は基盤が整

備されたばかりで、今後 RBO 強化の実践を迎えるにあたり、依然脆弱な状況にあることから、RBO

へのサービス提供に係わる DUWRMT への継続的な支援が必要であるとも考えられ、更なる議論が必

要となると考えられる。 

3-6. 提言 

(1) DUWRMT の制度面での位置づけの格上げ： エセロン格付けを持つ公共事業省の恒久的組織

でないという DUWRMT の位置づけが、本プロジェクトの自立発展性に負の影響を与えている。

DUWRMT のサービスを定常的かつ自立発展的に RBO に提供できるようにするために、公共事

業省は制度上の DUWRMT の位置づけを格上げすべきである。 

(2) モニタリングの改善： PDM に基づいたプロジェクト・モニタリングとプロジェクトの進捗状

況に関する情報共有を改善する必要がある。その改善に向けて、PDM に網羅されている全ての

事項（プロジェクト活動、各成果の指標、プロジェクト目標、上位目標等）を元に、プロジェ

クトのモニタリングが行われるべきである。また、モニタリングを促進するために各作業グル

ープは定期的に報告書を提出し、プロジェクトは C/P 全員に定期的に電子版レポートを送信す

ることによって、プロジェクト実施の進捗状況についての情報共有を図るべきである。 

(3) 戦略的知識パートナーのネットワーク構築 ： C/P の通常の業務量は非常に多い。定常化・体

系化された研修やカウンセリングを提供するには、より多くの技術パートナーが必要である。

技術パートナーのネットワークを拡大するために、DUWRMT は、RBO に加え PJT1、PJT2、大

学等の多岐に亘る機関からトレーナー/カウンセラー候補となる人材リストを作成するべきで

ある。また、国内ネットワークの構築には、RBO 所長会議を最大限に活用し、海外ネットワー

クの構築には、NARBO や CRBOM などの組織との連携を強化していくべきである。 

(4) 実践的なカウンセリングの仕組みの構築 ： 新しいカウンセリングの仕組みに関する計画が進

行中であるが、同仕組みの構築に向けた具体的なタイムラインは設定されていない。新しいカ

ウンセリングの仕組みの下、カウンセリングサービスを開始するための、業務上の詳細な手続

きを含んだ具体的なタイムラインやロードマップがプロジェクト終了時までに設定されるべき

である。実践性を確保するために、プロジェクトは同仕組みを試行し、サービスを受けた RBO

のフィードバックに基づき、必要に応じて仕組みのデザインを改善していくべきである。 

3-7. 教訓 

本プロジェクトの終了時評価から得られる JICA 技術協力プロジェクトに係わる教訓として、以下の

点があげられる。 

(1) 関係機関との覚書（MOU）の締結： 本プロジェクトにおいて、プロジェクト側の期待通りに

PJT1 による関与が得られなかった要因のひとつに、本プロジェクトが PJT1 に期待する任務や

役割が必ずしも明確になっておらず、PJT1 の所掌業務・認識とずれがあったことが挙げられる。

多くの機関が関係機関として従事するプロジェクトにおいては、それらの機関との間に MOU
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をプロジェクト開始時に締結し、任務や役割を明確にする必要があると考えられる。 

(2) C/P 本邦研修の目的の明確化： 面接調査や質問票調査によると、本邦研修に参加した C/P に

は、研修期間が短かったために日本の技術を十分に学べなかったと感じたものも尐なくなかっ

た。本邦研修参加者に対して、本邦研修の制約も踏まえた上での研修の目的や目標を十分に説

明し、彼らの理解を得る工夫を深めることが必要である。研修を提供する側と受ける側の研修

に対する認識が合致することにより、参加者の研修への満足度がより高まると考えられる。 
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The summary of Terminal Evaluation 
I. Outline of the Project 

Country：Indonesia Project title：Capacity development project for river 

basin organizations (RBOs) in practical water resources 

management and technology in Indonesia 

Issue/Sector：Water Resources Cooperation scheme：Technical cooperation project 

Division in charge：Water Resources 

and Disaster Management Group, Global 

environmental Dept. 

Total cost：Approximately 200 million yen 

 

Period of 

Cooperation 

(R/D): June 9, 2008 

  July 2008 – July 2011 
Partner Country’s Implementing Organization：
DUWRMT, Ministry of Public Works 

Supporting Organization in Japan： 

Ministry of Land, Infrastructure, Transportation and 

Tourism, 

Japan Water Agency 

Related Cooperation： 

１ Background of the Project 

The Government of the Republic of Indonesia (hereinafter simply referred to as Indonesia) enacted the Water 

Resources Law No.7/2004 to improve water resources management in its river basins. In 2006, 30 River Basin 

Organizations (RBOs)3 were established across the country under the jurisdiction of the Ministry of Public Works.  

While the law states that authorities and responsibilities of the Government include “stipulating the norms, 

standard, criteria, and guidance in regard to managing the water resources”, they were not fully prepared at the time 

of the RBO’s formation and many needed to be revised to better suit the actual conditions of river basins in 

Indonesia. In addition, while RBOs are responsible for the management of water resources, which is defined in the 

law as “effort of planning, implementation, observation, and evaluation in regard to the conservation of water 

resources, utilization of the water resources and the control of destructive force of water”, RBOs did not have a 

sufficient capacity to carry out the said responsibilities, partly due to the fact that they were founded on government 

project units, responsible for constructing facilities for river basins.  
Under such circumstances, in order to strengthen RBOs’ organizational capacity and to strengthen their human 

resources, the Ministry of Public Works decided to set up the Dissemination Unit for Water Resources Management 

and Technology (DUWRMT) and requested the Government of Japan to form technical cooperation. In response to 

this request, JICA conducted a Preliminary Study on “the Capacity Development Project for River Basin 

Organizations in Practical Water Resources Management and Technology in Indonesia” in March 2008. Following 

the study, the Record of Discussions for implementing the Project was signed by both governments on June 9, 2008 

and the Project commenced on July 23, 2008. 

 

２ Project Overview 

（１）Overall Goal 

The capacity of RBOs related to implementation of practical water resources management is enhanced at the 

basin level. 

（２）Project Purpose 

The capacity development system for RBOs by DUWRMT in practical water resources management is 

established.  

（３）Outputs 

1. DUWRMT has sufficient capability to conduct the training to RBO staff. 
2. Prioritized guidelines and manuals are developed and organized for practical water resources management of 

RBOs. 

3. Mechanism of counseling to RBOs of water resources management through DUWRMT is established. 

（４）Inputs 

Japanese side： 

Long-term Expert : 5 experts Equipment : 5.0 million Yen 

Short-term Expert : 9 experts Local cost : 27.7 million Yen 

Trainees received : 21 trainees Others :  Yen 

                                                        
3
 Another RBO under the jurisdiction of the Ministry of Public Works was established in 2009. In total, there are 31 RBOs.  
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Indonesian Side： 

Counterpart : 34 officials Equipment :            Yen 

Land and Facilities Yen Local Cost : 86,8 million  Yen (2008-2010) 

Others : Yen       30,9 million Yen (2011) 

 

II. Evaluation Team 

Members of 

Evaluation 

Team 

Team Leader: Hitoshi BABA, Senior Advisor, Global Environment Development Department, 

JICA 

Water Resources Management: Yoshihiro YAMASHITA, Manager, International Affairs Division, 

Water Resources Engineering Department, Japan Water Agency 
Task Manager: Kazushi FURUMOTO, Assistant Director, Water Resources Management Division 

1, Global Environment Department, JICA 

Evaluation Analysis: Setsuko KANUKA, IMG Inc. 

Period of 

Evaluation 

From February 16, 2011 to March 8, 2011 Type of Evaluation：Terminal Evaluation 

 

III. Results of Evaluation 

１ Summary of Evaluation Results 

（１）Relevance 

The Government of Indonesia enacted the Water Resources Law No. 7 in 2004 to promote integrated water 

resources management. The Medium-Term National Development Plan (RPJMN) 2010-2014 promotes the 

coordination and cooperation among various stakeholders at national, local and community levels to appropriately 

manage water resources and manage natural disasters such as floods for the socio-economic development of 

Indonesia. Since RBOs were founded on the government project units responsible for constructing facilities for 

river basins, they did not have sufficient human resources to carry out wide ranging responsibilities assigned to 

them by the new law. In order to ensure that RBOs would be able to fulfill their newly assigned responsibilities, 

DUWRMT, a support unit to RBOs, needed to establish practical support services for RBOs. 

Japan’s basic ODA policy toward Indonesia comprises of three priority area including “assistance to create a 

democratic and fair society”. Improving basic public services falls under the second priority area. The Country 

Assistance Program for Indonesia (2004) states that Japan will “assist in development measures to combat natural 

disasters such as frequent flooding, mud slides and droughts.” 
In the field of integrated water resources management, Japan has a world-leading class technology and experiences. 

It has a long history in supporting managing water resources in Indonesia, and in supporting organizational 

management and capacity building in many countries around the world. Also, as Japan is situated in a monsoon 

climatic region its experiences and expertise in water resources management are applicable to the Project. 

 

（２）Effectiveness 

Based on the achievement levels of the Project Purpose’s OVIs as well as the three Outputs, the prospect of the 

Project Purpose being mostly achieved by the end of the Project period is high. 

Most of the planned activities have been carried out without significantly delays, and the main activities left for 

the remaining part of the Project period are ones in the pilot areas to ensure the practicality of guidelines and 

manuals in the field. The achievement level of the Project Purpose will be greater if a clear and definite time-line 

of starting the new counseling mechanism is set and detailed arrangements for the new mechanism is agreed 

within the Ministry of Public Works by the completion of the Project period. 

The Project has established a solid foundation for DUWRMT to develop RBOs’ capacity in practical water 

resources management. With the application of more findings from the pilot activities in the remaining period, the 
capacity development system is expected to be further strengthened. 

 

（３）Efficiency 

The Project’s field, water resources management and technology, covers a wide-range of subjects, and involves a 

large number of C/Ps assigned from many organizations located in various cities. Despite the challenges that were 

associated with targeting such a comprehensive field, the Project Inputs have been successfully converted into the 

expected Outputs. Both the Indonesian and the Japanese sides have appropriately allocated sufficient human 

resources, budgets and facilities and/or equipment necessary for the Project implementation to bring about the 

planned Outputs and to achieve the Project Purpose. 

The Indonesian side allocated 34 C/Ps and hired 12 local consultants to assist C/Ps to ensure that planned 

Outputs will be produced in a timely manner within the Project period. The construction of the building for capacity 

building in Solo, which contains offices, dormitory and classrooms, is very close to completion. From the Japanese 
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side, five long-term Experts and nine short-term Experts were assigned in various fields. In total, 21 C/Ps received 

training in Japan in four fields. 

There has been effective cooperation with CRBOM, another JICA project (a Project on Strengthening 

Environmental Management Capacity of Local Governments in Indonesia [SEMAC]), the International Centre for 

Water Hazard and Risk Management (ICHARM), and local NGOs. As PJT 1 has advanced know-how in water 

resources management, its greater involvement would have further improved the Project’s efficiency. 

（４）Impact 

The Project has significant potentials to achieve large scale impacts that will positively affect Indonesian 
socio-economic security. The Overall Goal will be achieved if RBOs have recognized DUWRMT as a trustworthy 

entity to routinely provide high quality services.   

Considering how different of the mindset, capacity and expertise that RBOs are expected to have and that the 

DUWRMT’s record of service provision to RBOs is still limited, the prospect of archiving the Overall Goal within 

three to five years after the completion of the Project is low. For it to be achieved, DUWRMT needs to have a stable 

operating environment, in which its institutional position is secured with a sufficient budget and human resources, 

and needs to routinely provide training and counseling services to RBOs so that it can continuously improve its 

training and counseling services based on the practices on service provision.   

 

（５）Sustainability 

The DUWRMT’s institutional positioning is unstable as it still has not been granted with a permanent 
organization status with an Echelon ranking. The document proposes to combine DUWRMT with the Experimental 

Station for River (Balai Sungai) and to transform them into a new organization called “Technology Dissemination 

Center (Balai Besar Teknologi Persugaian [BBTP])” with the ranking of Echelon II-b.  

The DUWRMT’s organizational development plan was drafted. This document covers the DUWRMT’s internal 

human resources capacity development. Another effort to strengthen the DUWRMT’s sustainability is its 
improvement of communication with RBOs and other related organizations. DUWRMT has launched its website. 

According to RCWR, the human resources allocation to DUWRMT is prioritized. These efforts indicate the 

Indonesian side’s commitment; however, DUWRMT institutional positioning makes these efforts less binding. 
The budget of DUWRMT has been prioritized in the five year budget proposal for 2009-2014. Based on this, it 

can be stated that a short-term financial sustainability of DUWRMT is high; however its long-term financial 

sustainability is still uncertain. 

Through OJT, the Project has strengthened capacity of DUWRMT’s staff in proving technical services to RBOs. 
As of the Terminal Evaluation, DUWRMT is at the stage where the foundation for its operations has been 

established by the Project. Since its practices in providing capacity development services to RBOs are limited and 

the guidelines/manuals prepared in the Project are still provisional, its technical sustainability is evaluated to be 

weak. 

２．Factors that promoted realization of effects 

（１）Factors concerning to Planning 

Fieldwork-oriented approach of the Project design and implementation: 

Those who are responsible for implementing the water resources management have to be familiar with a river as 

well as people who live in and around the river basins. Since the Project beginning, the approach to place the 

importance on fieldworks has been taken. The fieldwork focused approach has contributed to strengthening the 
linkage among DUWRMT, RBOs and people who live near the rivers. 

 

（２）Factors concerning to the Implementation Process 

Indonesian side’s strong sense of ownership: 

The C/Ps’ drive for pursuing excellence or their desire to produce high quality outputs contributed to the 

achievement of the Project Purpose. Through the interview survey, it was observed that in order to produce assigned 

modules and guidelines/manuals of a high quality, C/Ps have proactively consulted with authoritative figures in 

their assigned field, such as university professors and Japanese Experts, and communicated frequently with each 

other and local consultants. 

 

Revision of the PDM, mainly contributed to the achievement of the Project Purpose: 

The process of revising the PDM gave an opportunity for the C/Ps and the Experts to ensure that the direction of 

the Project is shared among all Project related people. The revision made the linkage between Project activities and 
the Project Purpose stronger and strengthened the likelihood of the Project Purpose and the Outputs to be achieved 

within the Project period. 
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３．Factors that impeded realization of effects 

（１）Factors concerning to Planning 

The main hindering factor for achieving the Project Purpose is the DUWRMT’s position in the Ministry of Public 

Works. Not having been established as a permanent organization with a sufficiently high Echelon ranking makes it 

difficult for DUWRMT to routinely provide its training and counseling services to RBOs.  

 

（２）Factors concerning to the Implementation Process 

Monitoring of the Project Purpose’s achievement level has not been conducted periodically and systematically by 

the Project, which should be improved in the remaining Project period in order to share more detailed information 

regarding the Project progress in the fields other than their own since efficient and effective water resources 

management requires a tight collaboration and cooperation across different fields. 

 

４．Conclusion 

The Project was started in July 2008 to establish the capacity development system in practical water resources 

management in DUWRMT. The Project was appropriately implemented, especially in the latter half of the Project 

period. 

From the perspectives of the five evaluation criteria, the Relevance of the Project is evaluated as high. Its 

Effectiveness and Efficiency are evaluated to be relatively high. The Project has significant potentials to achieve 

large scale impacts to the Indonesia’s socio-economic security. The prospect of achieving the Overall Goal relies on 

whether DUWRMT will be able to obtain trust from RBOs through the routine provision of high quality services. 

Lastly the Project’ sustainability is evaluated to be uncertain as the long-term sustainability of DUWRMT appears 

unstable from all institutional, organizational, financial, and technical aspects, but efforts have been made to 

enhance its sustainability. 

The Team concludes that the prospect of the Project Purpose being achieved is high; therefore, the Project is to 
be completed as scheduled. On the other hand, DUWRMT is still in a fragile state from a technical point of view; 

therefore, continued supports for DUWRMT in its service provision to RBOs may be necessary, requiring further 

discussion by both sides. 

 

５．Recommendations 

Taking the above analysis into consideration, the following measures are recommended to be taken in order to 

ensure the achievement of the Project Purpose and to increase the sustainability of the Project: 

 

（１）Upgrading of the DUWRMT’s institutional status 

The current organizational status of DUWRMT, which has not been granted with a permanent status with an 

Echelon ranking in the Ministry of Public Works, negatively affects the Project sustainability. It is recommended 

that the DUWRMT’s institutional arrangement be upgraded to enable its routine and sustainable provision of 

capacity development services to RBOs.  

 

（２）Improvement in monitoring 

The Team observed that the Project’s monitoring based on the PDM and information sharing of project progress 

need to be improved. In order to do so, it is recommended that the Project be monitored based on all items covered 

in the PDM, i.e. project activities, OVIs of each Output, the Project Purpose, and the Overall Goal, et al. It is also 

recommended that each working group submit periodical reports to facilitate monitoring and the Project sends out 

electrical periodical reports to all C/Ps, informing them the progress of the Project implementation. 

（３）Establishment of a strategic knowledge partner network 

The amounts of C/Ps’ regular tasks are demanding. The Team observed that a greater number of technical 

partners are needed for routine and systemic implementation of training and counseling. It is recommended that 

DUWRMT list up technical knowledge partners from a wide range of organizations including RBOs, PJT 1, PJT 2, 

and universities, for possible candidates of trainers/counseling. For the establishment of the domestic network, it is 

recommended that DUWRMT make the best use of RBO directors’ meetings. For the establishment of the 

international network, it is recommended that the partnerships with such organizations as NARBO and CRBOM be 

strengthened. 

 

（４）Establishment of a practical counseling mechanism 

The planning of the new counseling mechanism is in progress but no concrete timeline is set for its 

establishment. It is recommended that a concrete timeline and roadmap for starting counseling services under the 

new mechanism, including administrative arrangement details, be set by the end of the Project. In order to ensure 
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the practically, it is recommended that the Project make a trial of the mechanism and revise its design upon 

necessity based on the feedback from a RBO that receives a counseling service delivered in the new mechanism. 

６．Lessons Learned 

（１）Memorandum of Understandings (MOU) with Authority concerned 

The uncertainness of the strategic role of PJTs is one of the factors that the involvement of PJTs in the project 

activities was not promoted as expected. In the project which involve many authorities concerned, the project make 

a conclusion with such agencies at the beginning of the project in order to clarify the task and role of each authority 

based on its jurisdiction. 

 

（２）Purpose of the C/P training in Japan 

Some Trainees expressed that they had not learned the technology in Japan as expected due to the shortage of the 

period of training in Japan. In order to increase their understanding and satisfaction of the training, it is better to 

explain the purpose and target of the training sufficiently with restricted condition of training. 
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第1章 終了時評価調査の概要 

1-1 終了時評価調査派遣の経緯と目的 

本終了時評価調査は、インドネシア側と合同で、以下を目的として実施された。 

(1) 2008 年 7 月 23 日からプロジェクトが開始され、2011 年 2 月をもってプロジェクト期間が残り

6 ヶ月となることから、プロジェクトの投入実績、活動実績、計画達成度等をレビューする。 

(2) 評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の観点からレビューを行い、

プロジェクトの実施に影響を及ぼしている促進要因、阻害要因を確認する。 

(3) 以上の結果を踏まえて、プロジェクト実施上の課題を抽出し、対応策について検討する。また、

プロジェクト目標や成果の達成に向けた残りの活動について関係者と協議を行う。 

(4) 終了時評価報告書をとりまとめる。 

1-2 調査団の構成と調査日程 

調査団の構成は以下のとおりである。 

＜日本側＞ 

 氏名 担当分野 所属 現地派遣期間 

1 馬場 仁志 総括 
独立行政法人国際協力機構 

地球環境部 国際協力専門員 

2011 年 2 月 27 日 – 

 3 月 8 日 

2 山下 祥弘 水資源管理 

独立行政法人 水資源機構 

総合技術センター国際グループ 

マネージャー 

2011 年 2 月 27 日 – 

 3 月 8 日 

3 鹿糠 説子 評価分析 有限会社 アイエムジー 
2011 年 2 月 16 日 –  

3 月 8 日 

4 古本 一司 計画管理 

独立行政法人国際協力機構 

地球環境部水資源・防災グループ 

水資源第一課 

2011 年 2 月 27 日 –  

3 月 8 日 

 

＜インドネシア側＞ 

 氏名 所属 

1 Dr. A. Hafied A. Gany 
Individual Consultant/ Independent Reviewer 

元水資源研究所 所長 

2 
Dr. Ir. Arie Setiadi 

Moerwanto, M. Sc. 
Director, Research Center of Water Resources  

3 
Dr. Ir. Djaya Murni WD, 

Dipl. He, M. Sc 
Director, Directorate of Water Resources Utilization Management  

 

調査日程は、添付資料 1 のとおりである。 

1-3 プロジェクトの概要 

（1） プロジェクトの背景 

インドネシア国は、台風や洪水が頻発するアジアモンスーン地域に位置し、また、人口密度が高

い（121 人/km
2）ことから、防災対策や水資源開発・保全の必要性が高く、我が国は 1960 年代以
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降、ブランタス川、ソロ川、ジャカルタ近郊の主要河川等の全国 10 以上の主要河川に対して開発

調査による河川改修計画や水資源開発計画の策定、資金協力によるそれらの実施といった協力を行

ってきた。 

これらの協力により主要流域の開発・保全は進められたものの、急激な人口増加、経済開発、都

市化等による水需要が増大する一方で水資源開発は進んでおらず、水利用者間の水配分に関わる問

題が年々大きくなっている。また、近年の干ばつにより農業への被害、都市部における水不足は深

刻な影響を与えている。さらに、洪水対策や水質悪化等、河川流域内の問題に総合的に対処する必

要性が高まっている。 

これらの課題に対応するために、インドネシアでは各流域内の利害関係者の参加による統合的な

水資源管理を促進することとし、2004 年に水資源法が制定された。この法律により、(1)中央と地

方の政府の役割分担、(2)人間としての基本的ニーズ（Basic Human Needs : BHN）の充足、(3)水利

権の導入、(4)水資源の保全等の水資源管理のあり方が規定された。 

インドネシアにおいては、1999 年以来、地方自治体への権限委譲が進められてきたが、制度不

備や複数の州を跨ぐ河川流域における調整の難しさから、河川管理においては中央政府の役割につ

いて再度検討が行われ、公共事業省は 2006 年の省令により、全国 5,590 流域を 133 の河川地域に

区分し、そのうち 69 を本省が直轄管理することを定め、これら流域の開発や管理に携わる河川流

域機関（River Basin Organization: RBO）を各地域に設置、2007 年から運営を開始した（現在設立

されている RBO の数は 31）。 

各 RBO の前身はプロジェクトユニットである河川建設事務所であることから、施設建設業務

の経験を有するが、今後は水資源管理に関わる業務に対応していかなければならない。RBO がそ

れぞれの河川地域で自立的に統合的水資源管理を行っていくためには、まず RBO 関係者のマイン

ドセットを変え、流域状況の把握と問題の解決、関連施設の運営維持管理、開発･管理計画の策定、

利害関係者との調整等の業務に取り組んでいく姿勢と体制を整えるとともに、流域全体の水資源管

理に関わる実践的な技術ガイドラインやマニュアルを整備し、組織と人材を強化していくことが求

められている。また、1990 年代半ば以降、財政難から約 10 年にわたって公務員の新規採用が見

送られたことから、今後経験ある技術者の多くが定年を迎えるため、若い世代に技術や経験を伝承

する仕組み作りが喫緊の課題になっている。 

以上のような背景を踏まえ、インドネシア国公共事業省は RBO の組織・人材強化を目的として、

同省の水資源総局水資源管理局（Directorate of Water Resources Management: DWRM）及び調査開発

庁水資源研究所（Research Center for Water Resources: RCWR）の協力により、新たなユニットであ

る水資源管理技術普及ユニット（Dissemination Unit for Water Resources Management and Technology : 

DUWRMT）を設置し、統合水資源管理のためのガイドラインやマニュアルの策定、RBO 職員の

研修やカウンセリングシステムの構築を計画しており、その立上げ作業について日本政府に技術協

力プロジェクトを要請した。 

これを受けて JICA は 2008 年 3 月に事前評価調査を行い、同年 6 月 9 日に討議議事録（Record 

of Discussions : R/D）に署名し、7 月 23 日よりプロジェクトを開始した。 
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（2） プロジェクトの概要 

R/D に示されるプロジェクトの概要は、以下のとおりである。 

（a）上位目標 

河川流域機関（RBO）の実践的水資源管理の実施能力が流域レベルで強化される。 

（b）協力終了時の達成目標（プロジェクト目標） 

河川流域機関（RBO）が流域管理を行うための実践的な能力を、インドネシア政府公共事業

省水資源管理技術普及ユニット（DUWRMT）によって強化する体制が確立される。 

（c）プロジェクトの成果 

成果 1：水資源管理技術普及ユニット（DUWRMT）が河川流域機関（RBO）の研修を行うた

めに必要な能力（組織体制、研修計画、カリキュラム、教材等）を備える。 

成果 2：河川流域機関（RBO）が必要とする水資源管理に関わる優先分野のガイドライン／

マニュアルが整備される。 

成果 3：水資源管理技術普及ユニット（DUWRMT）が河川流域機関（RBO）に対して行う水

資源管理についてのカウンセリングの仕組みが構築される。 

（d）協力期間 

2008 年 7 月～2011 年 7 月（3 年間） 
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第2章 終了時評価の方法 

2-1 評価設問と必要なデータ・評価指標 

本終了時評価調査では、「新 JICA 事業評価ガイドライン 第１版」（2010 年 6 月）に基づき、プロ

ジェクト・サイクル・マネジメント（Project Cycle Management：PCM）手法で用いられるプロジェク

ト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）を活用して評価を行った。評価用の PDM

（PDMe）には、中間レビュー後（2010 年 3 月）に改訂された最新の PDM（PDM2）
4を利用した（「添

付資料 4 PDM［評価用 PDM］）」を参照）。 

具体的手順は後述するが、本プロジェクトに関する既存資料をレビューした上で、PDMe を基礎に、

評価 5 項目の観点に基づいて評価設問と情報・データ収集方法を整理し、「評価グリッド」にとりま

とめた。その上で、以下に記述する実績および実施プロセスを検証するとともに、設定した評価設問

に沿って評価を行った。 

（1） 実績および実施プロセスの検証 

a) 実績の検証 

 投入は計画どおり実施されたか（計画値との比較） 

 成果は計画どおり産出されたか（目標値との比較） 

 プロジェクト目標は達成されたか（目標値との比較） 

 上位目標達成の見込みはあるか（目標値との比較） 

b) 実施プロセスの検証 

 活動は計画どおりに実施されたか 

 技術移転の方法に問題はなかったか 

 プロジェクトの運営体制に問題はなかったか 

 プロジェクト実施過程で生じている問題や効果発現に影響を与えた要因は何か、等 

（2） 評価 5 項目 

a) 妥当性 

プロジェクト目標や上位目標がインドネシアの開発政策や我が国の援助政策との整合性がと

れているか、ターゲットグループのニーズと合致しているかなど、プロジェクトの正当性・必

要性を検証・評価する。 

b) 有効性 

プロジェクト目標が計画通り達成されるか、プロジェクト目標の達成が成果の達成によって

引き起こされるものかなどにより、プロジェクトの実施によってターゲットグループに便益が

どのようにもたらされているかを検証・評価する。 

c) 効率性 

プロジェクトが効果的に投入資源を活用したかという観点から、投入実績と成果達成の状況

を踏まえて、投入（インプット）がどのように効率的に成果（アウトプット）に転換されたか

を検証・評価する。 

                                                        
4
 2010 年 3 月 8 日付け 
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d) インパクト 

上位目標達成の見込みとその他の波及効果の有無を検証・評価する。 

e) 自立発展性 

政策・制度面、組織面、財務面、技術面の観点から、プロジェクト終了後、プロジェクトで

発現した効果が定着・持続していくかについて検証・評価する。 

2-2 データ収集方法・分析方法 

以上の評価設問と評価指標に対して、本終了時評価調査では以下の手順で、本プロジェクトに関す

る情報・データの収集・分析を実施した。 

（1） 資料レビュー 

主な資料として以下のものを収集し、精査した。（「添付資料 7 収集資料一覧）」を参照）。 

 過去の調査団報告書：事前評価調査報告書（2009 年 5 月）、中間レビュー調査報告書（2010

年 4 月） 

 長期専門家の業務完了報告書・進捗報告書等 

 プロジェクト作成資料：技術協力プロジェクト事業中間報告書（2010 年）、RBO の現状診

断調査・ニーズ調査（diagnostic study）の分析結果表、プロジェクト活動実績表、専門家派

遣実績データ、モジュール・ガイドライン/マニュアル作成リスト、物品管理台帳、本邦研

修参加者リスト、カウンターパート（C/P）配置リスト等 

 水資源管理技術普及ユニット（DUWRMT）関連資料：予算データ（2011 年‐2014 年）、「本

プロジェクト終了後の DUWRMT 運営計画」5等 

 PJT1 関連資料：PJT1 サービス料金例、研修施設のパンフレット等 

 インドネシア国政策関連文書：水資源法第 7 号（Water Resources Law No. 7）、中期国家開

発計画（Medium-Term National Development Plan［RPJMN］、2010‐2014）等 

 日本の対インドネシア援助政策：外務省国別援助計画、JICA 国別事業実施計画等 

 ドナー関連資料：アジア開発銀行（ADB）の水資源管理関連レポート等 

（2） 質問票調査 

評価グリッドの評価設問に基づいて、日本人専門家向けと C/P 向けの 2 種類の質問票を作成し、

事前に配布した上で回収・分析した（質問票の回答・分析結果は「添付資料 6 質問票調査・面接

調査結果」を参照）。 

日本人専門家の回答者数は 3 名で、C/P の回答者数は 10 名である。C/P の回答者内訳は、ソロで

勤務する RCWR 職員が 2 名、バンドンで勤務する RCWR 職員が 5 名、RBO 職員が 1 名、PJT2 職

員が 2 名であった。 

（3） 面接調査 

評価グリッドの評価設問に基づいて、本プロジェクトの活動、管理・運営状況、C/P への技術移

                                                        
5
 「本プロジェクト終了後の DUWRMT 運営計画」は「JICA 技術協力後の『DUWRMT』の転換プログラム（能力向上、技術ガイダ

ンス、カウンセリング実施の実施構造を含む）」（“DUWRMT” after the Technical Cooperation with JICA  [including Working Mechanism 

for Implementation of Capacity Development, Technical Guidance and Counseling]）という題名のコンセプト・ペーパーに纏められている。

同ペーパーのタイトルになっている JICA 技術協力プロジェクトは本プロジェクトのことを指す。（「 4-5 自立発展性」を参照） 
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転状況、DUWRMT の今後の方向性について、日本人専門家、C/P、その他プロジェクト関係者に

対して、個別またはグループによる面接調査を行い、追加情報の収集と分析を行った（面談者のリ

ストは「添付資料 2 主要面談者」を参照）。なお、収集した質問票への回答結果は面接調査の基

礎情報として使用した。 

（4） 現地踏査 

本プロジェクトの現状と成果の達成状況を現地において把握・確認するため、DUWRMT や

RCWR、パイロット地域等を訪問・視察し、上記面接調査を行うとともに、研修施設建設の進捗状

況、パイロット活動の進捗状況や本プロジェクトによる技術移転状況について確認・分析した（訪

問組織については「添付資料 1 調査日程」を参照）。 

（5） 合同評価レポート案の作成 

以上のデータ収集・分析の結果を踏まえて、評価 5 項目の視点に基づく調査・評価結果を「評価

グリッド結果表」にとりまとめた（和文については「添付資料 5」を参照、英文については「協議

議事録 Annex 6」（添付資料 3）を参照）。なお、上記（1）の実績および実施プロセスの検証に係

る調査項目ついては、その調査・評価結果を評価 5 項目の有効性、効率性、インパクトの項にまと

めた上で、総合的に評価・整理した。その上で、終了時評価調査に係わる「合同終了時評価報告書」

案をとりまとめた。 

（6） C/P 会議及び合同調整委員会（JCC）での議論と協議議事録署名交換 

作成した合同終了時評価報告書案を元に、2011 年 3 月 2 日に開催された C/P 会議で調査結果を

報告し、その内容について協議した。その後、協議の内容を報告書に反映させ、2011 年 3 月 7 日

に開催された JCC で再度、内容を協議・合意し、日本・インドネシア側関係機関との間で終了時

評価結果に関する協議議事録の署名・交換を行った。 

2-3 評価調査の制約・限界 

本プロジェクトの C/P の所属組織やパイロット地域、直接的な受益者である RBO の所在地は広範

囲にわたっている。終了時評価調査日程の限られた期間内において、全ての C/P 所属組織及びパイロ

ット地域、RBO を訪問することは不可能であったため、本プロジェクトで特に中核的な役割をもつ

組織を中心的に訪問し、面接調査を行った。 
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第3章 プロジェクトの実績 

3-1 投入実績 

3-1-1 インドネシア側の投入実績 

（1） C/P の配置（「協議議事録 Annex 2-1」（添付資料 3）を参照） 

合計 34 名の C/P が本プロジェクトに配置された。 

a) プロジェクト・スーパーバイザー 

Ir. Mohammad Hasan Dipl HE  調査開発庁 長官 

     Director General, ARD 

Dr. Ir. Mochammad Amron, M. Sc 水資源総局 局長 

     Director General, DGWR 

b) プロジェクト・ダイレクター 

Dr. Ir. Arie Setiadi Moerwanto, M. Sc. 調査開発庁 水資源研究所 所長 

     Director, RCWR, ARD 

Dr. Ir. Djaya Murni WD, Dipl. He, M. Sc 水資源総局 水資源利用管理局 局長 

     Director, DWRUM, DGWR 

c) プロジェクト・マネージャー  

Ir. Isnugroho   水資源研究所、河川研究センター、所長 

     Head of Experimental Station for River, RCWR 

d) 作業グループメンバー 

I II

1 水文観測* 1 1 1 1 4

2 水配分管理 1 2 1 1 5

3 統合洪水管理* 2 0 1 0 3

4 河川区域管理 1 0 0 0 1

5 ダム 維持管理（O&M） 1 3 1 1 6

6 河川施設 O&M 1 0 0 0 1

7 水質管理 1 0 1 1 3

8 低湿地管理 1 1 0 0 2

9 住民参加 1 0 0 0 1

10 海岸管理 1 0 0 0 1

11 ゲート・ポンプ等機械類の維持管理 1 0 0 0 1

12 測量** 1 0 0 0 1

合計 13 7 5 4 *28

* 水文観測のグループリーダーは、統合洪水管理のメンバーを兼任しているため、RCWRのカウンター

パートの合計数が13になっている。 .

**測量のグループリーダーはプロジェクト・コーディネーターを兼任している。

合計作業グループ RCWR
DWRUM /

RBOs

PJT

 
 

e) プロジェクト・コーディネーター及び秘書官 
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（2） プロジェクト活動費（「協議議事録 Annex 2-2」（添付資料 3）を参照） 

2008～2010 年に、合計 93 億 8,634 万 5 千ルピア（約 8,680 万円6）の予算がインドネシア側から

支給され、2011 年には 33 億 4,024 万 6 千ルピア（約 3,090 万円）の予算が承認された。 

（3） 施設の提供 

ソロでの執務室とプロジェクト実施に必要な施設（寮や教室等）が提供された。それに加え、ジ

ャカルタでの執務室（2009 年迄）、バンドンでの執務室（2010 年迄）が提供された。 

3-1-2 日本側の投入実績 

（1） プロジェクトへの日本人専門家派遣（「協議議事録 Annex 3-1」（添付資料 3）を参照） 

プロジェクト開始から終了時評価時点までに合計 5 名の長期専門家が、（a）チーフアドバイザー

／水資源管理／能力向上、（b）ガイドライン整備／研修、（c）業務調整の分野で派遣された。 

また、9 名の短期専門家が以下の各担当分野で派遣された。派遣期間は全て 1 週間から 2 週間程

度であった。 

年度*

(1) 水文観測、洪水流出予測モデル

(2) 水利権の実務と技術審査

(3) コミュニティ連携による洪水減災

(4) ダム及び貯水池管理の実務

(5) 河川区域管理

(6) 河川施設管理

(7) 機械施設管理

(8) 土木構造物管理

(9) 電気通信システム管理
*日本会計年度：　4月 - 3月

分野

2010:

2009:

2008:

 

（2） C/P の本邦研修（「協議議事録 Annex 3-2」（添付資料 3）を参照） 

合計で 21 名の C/P が本邦研修に参加した。研修内容は以下の表の通りである。 

年度* No. 研修内容 人数 日数

1 流域水資源管理 6 17

2 河川管理 7 17

3 研修・カウンセリング機関運営 3 8

4 水質管理 5 14

21合計

2009

2010

*日本会計年度  

（3） 資機材の供与（「協議議事録 Annex 3-3」（添付資料 3）を参照） 

プロジェクト実施に必要な資機材が供与された。供与資機材には以下が含まれる。 

 DUWRMT 用のコンピューターやプリンター 

 視聴覚機材  

                                                        
6
 本レポートで使用した換算レートは、１ルピア＝0.00925 円である。（2011 年 3 月の JICA 換算レートを使用）.  
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 水位計、雤量計、ポータブル型水深計やその他の水資源管理のための機材 

 

終了時評価時点までの供与機材の合計金額は約 5 億 4,420 万ルピア（約 5 百万円）である。 

（4） 現地業務費（「協議議事録 Annex 3-4」（添付資料 3）を参照） 

プロジェクト開始から終了時評価時点までに、合計で 29 億 9,919 万 8 千 628 ルピア（約 2,770

万円）の現地業務費が投入された。 

3-2 成果達成状況 

3 つの成果（アウトプット）に係わる各指標の達成度は終了時評価時点で以下の通りである。 

3-2-1 成果 1 

成果 1： DUWRMT が RBO の研修を行うために必要な能力を備える。 

指標 達成度 

1-1 RBO の現状診断調

査・ニーズ調査 

（diagnostic study）の

分析結果を元に、適

切なカリキュラムと

教材が開発される。 

 

 各 RBO の能力レベルとニーズを測るための、RBO の現状

診断調査・ニーズ調査（diagnostic study）が実施され、2010

年 3 月に完了した。 

 2009 年から 2010 年にかけて、カリキュラムと教材の要素を

網羅するモジュールが90種類作業グループにより作成され

た。（「協議議事録 Annex 4」（添付資料 3）を参照） 

 

No. 分野 部

1 水文観測 9

2 水配分管理 6

3 統合洪水管理 6

4 河川区域管理 7

5 ダム O&M 10

6 河川施設 O&M 6

7 水質管理 13

8 低湿地管理 6

9 住民参加 8

10 海岸管理 7

11 ゲート・ポンプ等機械類の維持管理 9

12 測量 3

90合計

2009年と2010年に作成されたモジュール

（カリキュラムと教材）

種類 

 

 2011 年に 14 種類のモジュールが更に整備される予定。 

1-2 DUWRMT で研修シ

ステムの PDCA サイ

クルが明確にされ

る。 

 DUWRMT で、研修システムの PDCA（Plan［計画］－ Do

［実施・実行］－ Check ［点検・評価］－ Action［処置・

改善］）サイクルが明確に定義された。 

 Plan（計画）と Do（実施・実行）の段階では、DUWRMT

のコーディネーターが研修コースの調整を行う。研修コー

スの実施後、研修参加者に質問票が配布され、質問票の結

果を DUWRMT の秘書官が集計し、内容を確認する（Check 
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［点検・評価］段階）。最後に、コーディネーターが各研修

コース後に実施される会議で質問票調査結果を報告し、次

の研修サイクルに応用していく（Action［処置・改善］段階）。 

1-3 DUWRMT が研修の

計画立案、実施、評

価を計画通りに実施

できるようになる。 

 2010 年に、DUWRMT は以下の RBO 研修について、その計

画立案、実施、評価を成功裏に行った。 

No. 分野 参加者数

1
2010年4月12日-

2010年4月15日
3日間 住民参加 53名

2
2010年6月8日-

2010年6月10日
3日間 水文観測 29名

3
2010年11月29日-

2010年12月1日
3日間

河川施設O&Mと

水配分管理
44名

126名

期間

合計  

 2011 年 1 月 20 日から 2011 年 1 月 21 日まで、研究者、RBO

職員、PJT1、地方行政職員合計 56 名が参加する「水資源施

設の維持管理ワークショップ」が 3 名の短期専門家によっ

て実施された。 

 2011 年には「水質管理」、「低湿地管理」、「ダム管理」の研

修が計画されている。 

全般的な達成度： 

終了時評価時点では、RBO への研修を実施する基盤が DUWRMT に構築された段階であ

る。研修サービスを RBO に提供するために必要なモジュール（カリキュラムと教材）のほ

とんどは既に作成済みで、2011 年には僅かな数のモジュールが見直しされる予定である。

2010 年に 3 つの研修が実施され、研修実施の PDCA サイクルが確立された。実際の研修実施

には遅れがあったものの、PDCA サイクルに則った研修調整の経験が蓄積され、より多くの

研修サービス提供の実務経験を得ることにより、研修実施の遅れに関する課題は次第に解消

されていくことが期待される。 

成果 1 の分野ですでに達成された成果を考慮すると、計画されているモジュールが協力期

間内に全て作成され、2011 年に計画されている研修も予定通りに実施される可能性が高いと

判断することができる。したがって、成果 1 が本プロジェクト終了時までに達成される見込

みは十分にある。 

一方、PDM 上に成果達成の外部条件として記載され、中間レビューでも提言された

「DUWRMT の正式な組織としての設立」は現時点ではまだ実行されていない。これを実行

することは、DUWRMT が RBO に研修やカウンセリングサービスを本格的に提供する上で必

要であると認識されている。「 4-5 自立発展性」で後述するが、DUWRMT の安定した制度面

での位置づけを確立する新しいアプローチが公共事業省内で提案され、議論されている。 
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3-2-2 成果 2 

成果 2：RBO が必要とする水資源管理に関わる優先分野のガイドライン/マニュアルが整備さ

れる。 

指標 達成度 

2-1 実践に活用できる

レベルのガイドラ

イン/マニュアルが

作成される。 

 

 C/P が特定した RBO のニーズや本プロジェクトで実施した

RBO の現状診断調査・ニーズ調査に基づいて、2009 年から

2010 年にかけて、55 種類のガイドライン/マニュアルが作業

グループにより 12 分野で作成された。（「協議議事録 Annex 

5」（添付資料 3）を参照） 

 

No. 分野 部

1 水文観測 1

2 水配分管理 6

3 統合洪水管理 3

4 河川区域管理 1

5 ダム O&M 1

6 河川施設 O&M 6

7 水質管理 11

8 低湿地管理 5

9 住民参加 3

10 海岸管理 7

11 ゲート・ポンプ等機械類の維持管理 8

12 専門家育成 3

55

2009年と2010年に作成されたガイドライン/マニュアル

合計

種類 

 

 2011 年に 6 種類のガイドライン/マニュアルが整備される予

定である。 

2-2 作成されたガイド

ライン/マニュアル

の実用性をフィー

ドバックするシス

テムが明確にされ

る。 

 ガイドライン/マニュアルの実用性を改善していくフィード

バック・システムは以下のように定義された。 

第 1 段階： 各担当作業グループによりガイドライン/マニュ

アルの見直しが行われる。 

第 2 段階： 該当分野の有識者（例：大学の教授）による検

証が行われる。 

第 3 段階： 実用性の検証のため、パイロット活動を通した

研修や現場活動で試用される。 

第 4 段階： 第 3 段階の検証結果がガイドライン/マニュアル

に反映される。 

 ガイドライン/マニュアルが作業グループのメンバーによっ

て定期的に見直されている。 

 該当分野の有識者による検証の場が、C/P によって積極的に

調整・設定され、年に数回の頻度で実施されている。 

 本プロジェクトによって作成されたガイドライン/マニュア

ルが、以下のようにパイロット地域で試用されている。 
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パイロット地域 担当分野

水文観測

住民参加

統合洪水管理

Sekampung川 流域水配分管理

河川区域管理

河川施設 O&M

水質管理

ゲート・ポンプ等機械類の維持管理

ダム O&M

Brantas川

Solo川

 

全般的な達成度： 

水資源管理に必要なガイドライン/マニュアルの大部分が、C/P に特定された RBO のニー

ズや本プロジェクトで実施した RBO の現状診断調査・ニーズ調査に基づいて作成された。

一部の僅かな数のガイドライン/マニュアルが 2011 年に見直しされる予定である。整備され

たガイドライン/マニュアルの質は、本プロジェクトで確立されたフィードバック・システム

を通して検証されている。一方、公共事業省の承認を得ていない（provisional）点には留意

が必要である。 

サービスの「実践性」をより重視すべし、という中間レビューの提言（提言 6）に沿って、

ガイドライン/マニュアルの実践性を高めるために、パイロット活動が実施されてきた。パイ

ロット地域での活動と残りのガイドライン/マニュアルの作成が計画通りに進むことを前提

とすれば、成果 2 が本プロジェクト終了時までに達成される見込みは高いと言える。 

 

3-2-3 成果 3 

成果 3：DUWRMT が RBO に対して行う水資源管理についてのカウンセリングの仕組みが構

築される。 

指標 達成度 

3-1 DUWRMT のカウン

セリングの仕組み

に関する提案書が

DUWRMT により承

認される。 

 

 RCWR によるカウンセリングの仕組みを拡大させることを

目的として、新しいカウンセリングの仕組み構築が提案さ

れ、DUWRMT 内で承認された。提案内容によると、DUWRMT

はカウンセリングサービスが必要とされている場所へカウ

ンセラーを派遣するサービス窓口又は調整機関として機能

する。この新たな仕組みにおいては、DUWRMT はカウンセ

ラーの資格を明確化し、RCWRからだけでなく、RBOやPJT1、

PJT2、大学からも有資格カウンセラーを登録していくことが

想定されている。この仕組みにより提供されるサービスは、

自然災害対応などの非常時における課題解決だけではなく、

通常の業務上の課題も解決するとともに、本プロジェクトで

作成されたモジュールやガイドライン/マニュアルの RBO に

よる使用の定着化を確実にしていくものである。 

 パイロット活動の一環として、DUWRMT は Sekampung 川、

Brantas 川、Solo 川の河川流域管理を担当する RBO にカウン
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セリングサービスを提供している。 

3-2 DUWRMT のカウン

セリングに関する

RBO の認知度が高

まる。 

 2010 年 7 月に DUWRMT ウェブサイトが稼動した。同ウェブ

サイトには、月刊ニュースレターや近日、実施が計画されて

いるワークショップや研修などのイベントの情報、パイロッ

ト地域での活動情報、関連機関（河川流域機関管理センター

［CRBOM
7］、アジア・太平洋水フォーラム）へのウェブサイ

トへのリンクが掲載されている。 

 公共事業省は RBO に対して、DUWRMT のウェブサイトを毎

週、閲覧するようにとの通達を出した。ウェブサイトへのア

クセス件数は平均、1 日 200 件を記録している。 

 DUWRMT のサービスに関する RBO による認知度を高める

ために、RBO が参加する研修やワークショップでは

DUWRMT のサービスの説明が行われている。 

 （ウェブサイト上に記載されている）DUWRMT の月刊ニュ

ースレターが印刷され、関係機関に配布される予定である。  

3-3 カウンセリングを

改善するためのポ

イントが、まとめら

れる。 

 DUWRMT は、RBO へのカウンセリングサービスの実績とカ

ウンセリングサービスを受けた RBO による質問票とその回

答を記録し、データベースを構築している。 

 DUWRMT のカウンセリングサービスの「ホーム・ドクター」

制度が考案され、「河川カルテ（カウンセリング診断シート）」

が作成された。 

3-4 カウンセリングの

効果が分析される。 

 DUWRMT、地方政府、RBO、NGO や河川地域に住む地域住

民など、全てのレベルの関係者間における適切な連携と協力

により、大きな正のインパクトが生み出されることがパイロ

ット活動により示された（例：Solo 川の河川区域管理や

Brantas 川の住民参加）。パイロット活動では、カウンセリン

グサービスが、そのような効果を生み出すことに繋がった。 

全般的な達成度: 

RCWR が提供するカウンセリング機能を拡大する、新たな仕組みに係わる計画が進行中

で、パイロット活動を通して、RBO にカウンセリングを提供する際の DUWRMT 内での業務

手順の一部も構築された。このような取り組みは行われているものの、新しいカウンセリン

グの仕組みがいつ開始されるかについての明確かつ具体的な時系列を示す計画（タイムライ

ン）8がまだ合意されていないため、成果 3 がプロジェクト期間終了までに達成されるかどう

かは、終了時評価時点ではまだ不確実である。 

 

                                                        
7
 プロジェクトが使用するソロの執務室は、CRBOM の執務室と同じ建物にある。2009 年に CRBOM がアジア・太平洋水フォーラ

ムネットワークの「地域の特有な知識の集約型拠点（regional knowledge hub）」として設立されて以来、本プロジェクトは、CRBOM

と効率的に情報共有を行っている。 
8
 RCWR 所長によると、新しいカウンセリングの仕組みは 2012 年 7 月に始まるだろうとのことである。  
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3-3 プロジェクト目標の達成見込み 

終了時評価時点でのプロジェクト目標の指標達成度は以下の通りである。 

プロジェクト目標：RBO が流域管理を行うための実践的な能力を、DUWRMT によって強化

する体制が確立される。 

指標 達成度 

1. DUWRMT の組織開

発中期計画が作成

され、RBO のニーズ

に合致した支援サ

ービスを提供する

仕組みが明確にさ

れる。 

 「実践的水資源管理技術普及のガイドライン案」と題する

DUWRMT の組織開発計画が作成された。同計画は、教材、

技能度、時間配分の 3 つのセクションにより構成されている。 

2. DUWRMT の年次事

業計画が作成され

る。 

 2010 年と 2011 年の年次事業計画が各年度の始めに作成され

た9。 

3. DUWRMT の年次報

告書が作成される。 

 2010 年版の DUWRMT の年次報告書が同年に作成された。  

4. 顧客の満足度（RBO

のニーズ）を分析す

る方法が DUWRMT

で明確にされる。 

 研修参加者やカウンセリングサービス利用者に配布された

質問票の回答をデータ入力することにより、RBO のニーズ分

析用のデータベースが構築された。 

全般的な達成度: 

プロジェクト目標の指標と 3 つの成果の達成度、及び活動実施の進捗状況を踏まえると、

成果 3 については、不確実な面はあるものの、カウンセリング自体は適切に実施されており

仕組みの整理が残されている状況である。また、本プロジェクトでは、多岐に亘る分野のモ

ジュールやガイドライン/マニュアルを包括的に作成し、これらの資料を体系的に見直し・改

善していく DUWRMT の業務実施体制を確立することで、RBO の実践的な水資源管理能力を

強化していくための DUWRMT の基盤を構築することができた。こうしたことから、プロジ

ェクト目標はプロジェクト期間終了までに概ね達成されると判断できる。 

 

 

3-4 プロジェクトの実施プロセス 

総合的に見て、本プロジェクトはプロジェクト期間後半を中心に効果的に実施された。プロジェク

ト実施に主に正の影響を与えた 4 つの主要な要因は以下の通りである。 

（1） 専門家全員をソロに移動・バンドンにコーディネーターを配置 

中間レビューでは、効果的かつ効率的なプロジェクト実施のために、ソロとバンドンのオフィス

                                                        
9
 終了時評価時点では、DUWRMT の年次事業計画及び年次報告書は、公共事業省と財務省に提出されているのみであり、まだ外部

公開されていない。両書類は、DUWRMT 秘書官により作成され、河川研究センターの所長である DUWRMT のユニット長の名前で

提出されている。将来的に外部公開される際は、河川研究センターの上層機関である RCWR の書類として刊行される。 
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間のコミュニケーション、C/P 間の調整を改善する必要があると指摘された。中間レビュー以前に

は、2 名の専門家10（チーフアドバイザー／水資源管理／能力向上、業務調整）が RCWR のあるバ

ンドンに配置されており、もう 1 名の専門家（ガイドライン整備／研修）は DUWRMT のあるソ

ロに配置されていた。2 名の専門家の DUWRMT からの物理的な距離が、プロジェクトチーム内で

の効果的なコミュニケーションを困難なものにしていたため、コミュニケーションとコーディネー

ション（調整業務）を強化すべき、という中間レビューの提言（提言 3）に従って、バンドンに配

置されていた全ての専門家が 2010 年 5 月にソロに移動した。 

専門家の移動後、プロジェクトメンバー間でのコミュニケーションとコーディネーション（調整

業務）が改善され、（a）週 2 回、ソロとバンドンの C/P の出席のもと実施されるテレコンファレン

ス、（b）専門家と DUWRMT スタッフ、ならびに随時その他のソロの C/P も出席する週例会議、（c）

C/P が所属するすべての組織と専門家の出席のもと実施される月例 C/P 会議の 3 種類の定例会議が

実施されるようになった。それに加え、RCWR の前所長を務めていた現地コンサルタントがバン

ドンでのプロジェクト・コーディネーターとしてプロジェクトに雇用された。同コーディネーター

は、全ての C/P から慕われており、プロジェクト活動を意欲的に監督している。中間レビューの提

言 4（PDM のアウトプットの責任者を配置すること）は実行されなかったが、ソロへの専門家の

移動とコーディネーター配置の結果として、提言が意図していた「プロジェクト活動の適切な管

理・監督」及びプロジェクト関係者間でのプロジェクトの方向性に関する相互理解の改善が実現し

た。 

（2） オーナーシップ意識 

本プロジェクトはインドネシア側の強いオーナーシップ意識の下で実施された。通常業務の量の

多さに係わらず、C/P の多くは積極的にプロジェクト活動に時間を割いて活動を進めた。インドネ

シア側により雇用されたローカル・コンサルタントの支援のもと、C/P は設定された予定に沿って、

必要なモジュールやガイドライン/マニュアルを適切に作成したが、C/P の多くが通常業務とプロジ

ェクト活動のバランスを保つのが難しかったとしている。 

（3） 信頼に基づく関係 

本プロジェクトには、公共事業省内の様々な組織に所属する関係者が従事している。また、イン

ドネシアは世界で最も多種多様の文化を持つ国ということもあり、関係者の背景や文化も多彩であ

る。このような状況下で、インドネシア側と日本側の双方は、信頼、尊敬、相互理解に基づく関係

の構築に特に注力した。C/P と専門家間だけでなく、C/P 間での信頼や尊敬の念を醸成するグルー

プ活動を通じて、チーム意識の構築が図られた。質問票調査や面接調査では、専門家がインドネシ

アで公用語ともなっている主要言語のインドネシア語を話す努力をしていることや、チーム意識を

構築する活動に積極的に参加する姿勢を見せることに対して多くの C/P が感謝の意を述べていた。 

（4） PDM 改訂作業 

第 2 次事前評価調査期間中の 2008 年 3 月 19 日に作成された当初 PDM は、2010 年 3 月 8 日に改

訂された。中期計画と 3 年間の協力期間の目標に関する中間レビューの提言（提言 1）に基づき、

                                                        
10

 プロジェクト開始（2008 年 7 月）から業務調整員が派遣されるまで（2009 年 9 月）の 1 年間、1 名の専門家がバンドンに、もう

1 名の専門家がソロに配置されていた。プロジェクト当初の予定では、3 名の長期専門家が、バンドン、ソロ、ジャカルタ、ブラン

タス流域地域にある 4 つのプロジェクトオフィスに配置されることになっていた。 
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改訂版 PDM では優先分野に関してより具体的な指標が設定され、各成果分野とプロジェクト目標

がより明確に結び付けられた。また PDM の改訂作業においてプロジェクトメンバーにより本プロ

ジェクト終了後の DUWRMT の理想的なイメージについて話し合われたことで、上記のとおりプ

ロジェクトの方向性が明確となるとともに、中間レビューで提言されたような「活動間のより強い

連携の確保」（提言 2）に繋がった。一方、プロジェクト目標の達成度に関するモニタリングをプ

ロジェクトが定期的、体系的に行っていないことは、残りのプロジェクト期間内で改善されるべき

課題である。それに加え、面接調査や質問票調査では、効率的かつ効果的な水資源管理が異なる分

野の緊密な調整と協力を必要とするため、担当以外分野でのプロジェクトの進捗状況に関する、よ

り詳細な情報が欲しいという要望が数名の C/P からあった。 

3-5 技術的側面での課題と改善点 

プロジェクトの形成当初、PDM の内容が若干不明瞭なままスタートした経緯がある。C/P や RBO

の要望を聞きながら、具体的な取り組み内容を決めようとしたものと思われるが、結果的には C/P

の中に誤解と方向性の不統一を生んだ。中間レビューの時点で、PDM の修正と具体化を行い、C/P

とも十分な議論を行ったことにより、この問題は解消された。また当初はバンドンとソロに分散して

配置された日本人専門家の間で連携不足があり、インドネシア側からも問題が指摘された。これも中

間レビューにおいて人員を含む体制の再構築が提案され、ソロに集中したプロジェクト実施体制によ

って解決された。こうしたことから終了時評価時点においては、JICA 側および C/P 側とも、DUWRMT

の強化を通じた RBO の強化という明確な目標の元に、良好なチームワークとパートナーシップが形

成されていた。 

RBO に求められる機能は、流域状況の把握と問題の解決、関連施設の運営維持管理、開発･管理計

画の策定、利害関係者との調整等の業務であり、DUWRMT の役割は、これらに取り組んでいく RBO

の組織的な姿勢と体制を整えるための人材開発とともに、流域全体の水資源管理に関わる実践的な技

術ガイドラインやマニュアルを整備し、組織と人材を強化していくことにある。本プロジェクトは、

この仕組みを構築するための、DUWRMT の設立と活動を支援することにあり、終了時評価時点では

概ね目標どおりの成果を達成したものの、将来の持続性・発展性については、不確実であると評価し

た。その理由は、DUWRMT が正式な行政組織ではないこと、職員は全て併任であること、承認され

ている予算が期間限定であること、RBO からの信頼が必ずしも確立されていないこと、などである。

中間レビューにおいても、DUWRMT が RBO へのサービスを本格的に開始するためには、正式組織

として承認されることが必要と提言されたが、DUWRMT の正式組織としての立ち上げには、公共事

業省の全体的な組織改革や人事上の問題とも関連するため相当の時間が必要であると考えられる。 

また本格的サービスを軌道に乗せるには、正式組織化の努力だけではなく、実績の積み上げと安定

的な運営への取り組みにより RBO からの信頼感を高め、業務上のメリットを発揮させることが重要

である。そのことがまた、正式組織化の機運を盛り上げることにも繋がり、自立発展性を確実なもの

にすると考えられる。 

具体的には、次のような取り組みが必要である。 

1) 研修のルーチン化、年次計画の早期アナウンス 

2) 研修内容の充実 
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3) トレーナーのレベルアップ 

4) トレーナー・カウンセラーのネットワーク拡大 

5) 継続的なバージョンアップ 

 

このように DUWRMT の取り組みを軌道に乗せ、安定的に研修のルーチン化と継続的なバージョ

ンアップのシステムが確立されるまでは、もう一段の支援が必要である。 

また、自立発展性を損なう可能性があるもうひとつの要因として、技術者の世代間ギャップがある。

1990 年代半ば以降、財政難から約 10 年にわたって公務員の新規採用が見送られたことから、今後経

験ある技術者の多くが定年を迎えるため、若い世代に技術や経験を伝承する仕組み作りが喫緊の課題

になっている。この課題に対処するためにも、世代間ギャップの人材を補う専門家の派遣等により、

早期に若い世代のトレーナー・カウンセラーを育てる取り組みが必要である。 
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第4章 評価５項目による評価結果 

4-1 妥当性 

本プロジェクトの妥当性は「総じて高い」。 

本プロジェクトはインドネシア政府の開発政策における重点施策、ターゲット・グループ（中央政

府下の RBO と DUWRMT）の開発ニーズ、我が国の政府開発援助（ODA）政策及び対インドネシア

国別援助政策との整合がとれている。 

（1） インドネシア政府の開発政策との整合性 

インドネシア政府は水資源法を 2004 年に施行し、統合水資源管理を推進している。水資源法で

は、流域毎に個別の統合的流域管理計画を策定し、実施・モニタリングしていくことを規定してい

る。これを踏まえ、公共事業大臣令 11 号 A（2006 年）では、全国 120 の河川流域において、統合

的流域管理計画を策定することとなっている。加えて、大統領令 12 号（2008 年）により、国、州、

県レベルでの水資源管理委員会が設立されることとなり、各委員会において水資源管理に係る政策

の準備・策定等を担うこととなった。またインドネシア国家中期開発計画（2010‐2014）では、イ

ンドネシアの社会経済発展に向けた、中央、地方、コミュニティレベルの関係者の調整と協調によ

る適切な水資源管理と洪水等の自然災害への対応を推進している。これらに加え、公共事業大臣令

11 号、12 号及び 13 号（2006 年）に基づいて、水資源管理計画の策定、実施、運営・管理能力の

強化を目的とした河川センター及び流域管理事務所が設立されることとなるなど水資源分野に関

する取り組みが積極的に実施されている。 

（2） ターゲットグループの開発ニーズとの整合性 

RBO は元来、河川管理施設建設を担う政府プロジェクトユニットとして設立されたたものであ

り、新たな水資源法に基づいて課された多岐に亘る機能を果たすための十分な人材を有していなか

った。RBO に新たに課せられた機能を実施可能にするため、RBO の支援ユニットである DUWRMT

が、RBO に対する実践的な支援サービスを確立させる必要があった。 

（3） 日本の対インドネシア国別援助政策との整合性 

日本の対インドネシア国別援助計画（2004 年）では、（a）「民間主導の持続的な成長」、（b）「民

主的で公正な社会造り」、（c）「平和と安定」のための支援を 3 つの重点分野とし、このうち（b）

の一環として頻発する洪水等自然災害への対策を支援するとしている。これを受けて JICA は、災

害対策を協力プログラムの一つとして位置づけ、河川構造物の修復・整備といった構造物対策、及

び上流域保全、地域住民の洪水対応能力強化等といった非構造物対策を通じた統合的水資源管理の

推進を支援していく方針である。 

（4） 日本の経験・技術の比較優位性 

日本は統合水資源管理の分野において、世界で最高水準の技術と経験を有しており、インドネシ

アにおける水資源管理や、世界の様々な国々における組織管理・能力向上の支援において長年の経

験を有している。更に、日本はインドネシアと同様にアジアモンスーン気候地域に位置するのと、

地形的にも島国の河川である類似点からも、日本の水資源管理の経験や技術能力が、本プロジェク

トへ適用可能であると言える。 
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4-2 有効性 

本プロジェクトの総合的な有効性は「比較的高い」。 

DUWRMT が実践的水資源管理に係わる RBO の能力を強化するための確固たる基盤を、本プロジ

ェクトは確立した。プロジェクト残り期間においてパイロット活動から得られる多くの成果を反映さ

せていくことで実施体制が更に強化されることが期待される。 

（1） プロジェクト目標の達成度 

「 3-3 プロジェクト目標の達成見込み」で記述したように、プロジェクト目標である「RBO が流

域管理を行うための実践的な能力を DUWRMT によって強化される体制が確立される」について

は、DUWRMT の中期計画や年次事業計画が作成され、実行されていることが確認されているとと

もに、RBO のニーズを把握するシステムも確立された。また、成果 1, 2 については既にほぼ達成

しつつあり、成果 3 についてもカウンセリング自体は機能している。 

以上のように、3 つの成果とプロジェクト目標の指標の達成度に基づけば、プロジェクト目標が

プロジェクト終了時までに概ね達成される見込みは高いと判断される。 

（2） プロジェクト目標達成の貢献要因 

「プロジェクトの設計と実施における現場主義のアプローチ」、「インドネシア側の強いオーナー

シップ意識」、「PDM 改訂作業による C/P とのプロジェクト活動とプロジェクト目標に対する認識

の共有」、の 3 つが、プロジェクト目標達成に貢献した主な要因として挙げられる。 

第 1 の貢献要因は、水資源法において水資源管理は「水資源、水資源利用及び水の破壊的な力の

管理に関する取り組みの計画、実施、観察、評価」と定義されているところ、これらの取り組みを

実施する責任を担うものは河川流域に住む住民について熟知していなければならないことから、本

プロジェクトにおいて開始時から採られてきた現場活動を重視したアプローチである。このアプロ

ーチは、DUWRMT と RBO、河川流域に住む住民の繋がりを強化することに貢献してきた。また、

現状診断調査・ニーズ調査やパイロット活動などのプロジェクト活動は、RBO にはそのニーズを

明確に表明する機会を、DUWRMT には RBO のニーズをより詳細に把握する貴重な機会を提供し

てきた。 

第 2 の貢献要因は「 3-4 プロジェクトの実施プロセス」で記述したように、インドネシア側の強

いオーナーシップ意識である。C/P の卓越した追求意欲や質の高い成果を生み出すことへの欲求が

プロジェクト目標の達成に貢献した。各担当のモジュールやガイドライン/マニュアルをより質の

高いものに仕上げるために、C/P は大学の教授や日本人専門家など担当分野の有識者に加え、他の

C/P やローカル・コンサルタントと積極的に相談・コミュニケーションする努力を払ってきたこと

が、面接調査を通して確認された。 

第 3 の主要な貢献要因は PDM 改訂作業を通じたプロジェクト活動とプロジェクト目標に対する

認識の共有である。プロジェクト目標の達成を確実にするには、活動間の連携を確認する必要があ

ることが中間レビューで提言された。この PDM 改訂のプロセスは、全てのプロジェクト関係者の

間でプロジェクトの方向性に係わる認識が共有されていることを確認するよい機会を提供した。ま

た、PDM 改訂によって、プロジェクト活動とプロジェクト目標の繋がりがより明確となり、プロ

ジェクト期間内でプロジェクト目標と成果が達成される可能性を強めた。 
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（3） プロジェクト目標達成の阻害要因 

プロジェクト目標達成の阻害要因として考えられるものは、公共事業省内での DUWRMT の位

置づけである。DUWRMT が、必要な格付けであるエセロン（Eselon
11）を与えられる恒久的な機

関12となっていないことは、DUWRMT が研修やカウンセリングサービスを定常的に RBO に提供す

る業務環境を不安定にしている。 

4-3 効率性 

本プロジェクトの総合的な効率性は「比較的高い」。 

本プロジェクトで対象としている水資源管理に関する技術は、幅広い分野を網羅しているが、各所

に点在する多数の機関より選定された大勢の関係者が C/P としてプロジェクトに従事している。これ

ほど包括的な分野を対象とすることで生じる様々な課題にも関わらず、プロジェクトの投入は期待さ

れた成果を生み出した。 

インドネシア側と日本側双方は、計画された成果ならびにプロジェクト目標を達成するために十分

な人材、予算、プロジェクト実施に必要な施設と機材を適切に投入した。 

インドネシア側は 34 名の C/P を配置するとともに、計画された成果をプロジェクト期間内に予定

通り確実に達成させるために、12 名のローカル・コンサルタントを C/P の補佐として雇用した。中

間レビューでは、各分野の作業グループに配置されている専門職員の人数を増加させ、作業グループ

を強化すべきであるという提言（提言 5）があったものの、RCWR 内における適切な人材の不足から、

この提言は実行されなかったもののモジュールやガイドライン/マニュアルの作成などの成果は概ね

達成された。 

執務室、寮、教室があるソロの研修施設の工事は完工間近である。プロジェクト・マネージャーに

よると、プロジェクト期間内で完工し施設利用を開始する予定である。研修施設工事への投資は、

DUWRMT に対するインドネシア側の確固たるコミットメントの表れである。 

日本側からは様々な専門分野に 5 名の長期専門家と 9 名の短期専門家が派遣された。質問票調査及

び面接調査では、多くの C/P が専門家の専門分野と能力は非常に適切だったという意見を示した。ま

た合計 21 名の C/P が 4 つの分野で本邦研修を受けた。C/P 研修は、日本で用いられている水資源管

理の業務手順、実務的方法や実践技術を見学し、インドネシアの水資源管理に応用可能な取り組みに

ついての知見を得る機会となった。2009 年度の研修参加者は報告会を開催して C/P 本邦研修で得た

知識や技術を同僚と共有しており、2010 年度の研修参加者の報告会についても今後、開催が予定さ

れている。 

本プロジェクトでは、CRBOM や他の JICA プロジェクト（地方政府職員環境管理能力強化プロジ

ェクト［SEMAC］）、ADB と（独）土木研究所水災害・リスクマネジメント国際センター（ICHARM）

の共同事業および Forum Peduli Banjir などの現地 NGO との効果的な連携があった。これらの機関や

JICA プロジェクトと共同で行われた活動やセミナーが、本プロジェクトの効率性を高めた。 

                                                        
11

 エセロン（Eselon［英語：Echelon］）は、政府機関及び一般行政管理職の公務員につけられる階級制度である。インドネシア行政

は、5つのレベルのエセロンから構成されている（レベルの高い順番からエセロンI、エセロンII、エセロンIII、エセロンIV、エセロ

ンV）。各エセロンは、a （上級）とb （下級）の2つの級に分枝されている（例：Eselon IIa）。 
12

 研修やカウンセリングサービスを定常的に提供するには、できるだけレベルの高いエセロンがあった方が RBO の信頼を得やすい

という意見が多数の C/P から表明された。 
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その一方、本プロジェクトは PJT1 のより強い関与を促進することに係る中間レビューの提言（提

言 6）を十分には実行することができなかった。PJT1 は水資源管理分野において進んだノウハウを

有しているため、PJT1 の関与を強めることによりプロジェクトの効率性は更に高められると考えら

れる。 

以上のように、計画されていた活動のほとんどは顕著な遅れも無く実施されており、プロジェクト

終了までに残されている主なものは現場でのガイドライン/マニュアルの実践性を検証するパイロッ

ト活動である。また新しいカウンセリングの仕組みを開始するための明確で具体的なタイムラインが

設定され、その詳細な内容が公共事業省内でプロジェクト終了までに合意されるようであれば、プロ

ジェクト目標の達成度は一層、高まると考えられる。 

4-4 インパクト 

本プロジェクトがインドネシアの社会経済に大規模な正のインパクトをもたらす可能性は十分に

ある。上位目標は、DUWRMT が定常的に質の高いサービスを提供する「信頼できる組織」として

RBO に認識されれば達成されると考えられる。 

（1） 上位目標の達成見込み 

上位目標：「河川流域機関（RBO）の実践的水資源管理の実施能力が流域レベルで強化される。」 

指標： 

1. ガイドライン/マニュアルが整備され、流域の RBO による利用が勧奨される。 

2. RBO が流域でグットプラクティス（使用されているガイドライン/マニュアルの数）を実践

する。 

3. DUWRMT がインドネシア国内で水資源管理のナレッジハブとして機能する。 

 

RBO は元来、河川管理施設（ダム、堰、水路等）の建設を担う政府プロジェクトユニットとし

て公共事業省下に創設された。RBO が実践的な水資源管理を実行していくには、これまでの業務

に加え、全く異なる新しい意識や能力、専門知識が必要となっている。 

「 4-2 有効性」で論じたように、本プロジェクトは、DUWRMT が実践的水資源管理に係わる RBO

の能力を強化するための確固たる基盤を確立した。終了時評価時点では、RBO に対する研修は開

始したばかりであり、カウンセリングの詳細な仕組みはまだ議論中である。DUWRMT のウェブサ

イトへの 1 日あたりのアクセス数は増えているが、DUWRMT のサービスが日常業務に役立つ実践

的なものであるという RBO の信頼を、DUWRMT はまだ勝ち得ていない。 

RBO に期待される意識や能力、専門技術が多方面に亘るようになったこと、DUWRMT の RBO

向けのサービス提供実績がまだ限定的なものであることを考慮すると、プロジェクト終了時から 3

年から 5 年の間で上位目標が達成される見通しは不確実であると言わざるを得ない。上位目標が達

成されるためには、DUWRMT の制度的位置づけが確立されて十分な予算と人材が確保される安定

した業務環境が得られるとともに、DUWRMT が定常的に研修とカウンセリングサービスを RBO

に提供することでそのサービス提供経験に基づいた研修とカウンセリングサービスの改善を継続

的に実施していくことが必要である。 



4-5 

（2） その他のインパクト 

終了時評価時点では、負のインパクトは見受けられない。 

特筆すべき正のインパクトとしてパイロット活動、特にソーコ（Sooko）村の住民参加で確認さ

れた影響が挙げられる。14,000 人の住民が住むソーコ村は Brantas 川近辺に位置しており、洪水被

害を受けやすい環境にある。住民のほとんどは家内産業で生計を立てており、各戸に商品を保管し

ているため、2004 年に生じた大規模の洪水は村に著しい経済損失を与えた。パイロット活動の開

始以来、住民の意欲的な活動への参加が確認されており、その例として、河川堤防修繕活動が 600

名の住民の参加によって行われた。さらに、同パイロット活動では Forum Peduli Banjir と呼ばれる

現地 NGO が、単純で費用対効果の高い早期洪水警報システムを、プロジェクトが導入した洪水警

報装置を元に独自で開発・設置するとともに、河川をきれいにすることを促進する取り組みとして、

モデルコンポスト（生ごみ堆肥化容器）を建設している。 

早期洪水警報システムは、信号機のように色と音で村民に河川の水位を知らせるもので13、同シ

ステムの設置は村民の生活に大きな影響を与えた。村長によると、以前は大雤が降ると、村人は河

川へ水位を確認に行っていたが、警報システムの設置によって財産を守るために命を危険に晒す必

要がなくなった。またパイロット活動に参加することで、村人は自分達の生命の確保と安心を得た

という報告もあった。ソーコ村での成功に倣い、同地域を管轄する RBO は類似の活動を他の村々

でも実施する予定である。 

4-5 自立発展性 

本プロジェクトの自立発展性は不確実である。DUWRMT がエセロンの格付けを与えられた恒久

的な組織ではまだないなど制度面における位置づけが不安定であり、技術面においても DUWRMT

のサービスは RBO が信頼を寄せるレベルには至っていない。その一方、本プロジェクトの自立発展

性を高めるための真摯な取り組みが、インドネシア側によって様々な角度から行われている。 

（1） 制度面 

中間レビューで行われた提言、「省令による正式な DUWRMT の設立」（提言 8）は、終了時評価

時点ではまだ実現していない。公共事業省内における DUWRMT の位置づけを巡る状況は中間レ

ビュー時と変わっておらず、エセロン格付けを与えられた恒久的な組織ではない。DUWRMT は、

公共事業省省令（No. 672/KPTS/M/2008）と 2008 年にインドネシア側と日本側双方により署名され

た協議議事録（添付資料 3）の 2 つの文書によって設立された非常設ユニット（working unit）とい

う位置づけである。中間レビューで指摘されたように、現段階では RBO への本格的な支援を提供

するための十分な権限が DUWRMT に与えられていないが、提言を実行し、その本来の機能を適

切に果たせるようにするために、DUWRMT は「JICA 技術協力プロジェクト後の『DUWRMT』の

転換プログラム（能力向上、技術ガイダンス、カウンセリング実施の実施構造を含む）

（Transformation Program of “DUWRMT” after the Technical Cooperation with JICA (including Working 

Mechanism for Implementation of Capacity Development, Technical Guidance and Counseling)）」というコ

ンセプト・ペーパーを策定した。同ペーパーは、DUWRMT と河川研究センター（Balai Sungai）を

                                                        
13

 設置された早期洪水警報システムは、4 つの色の信号により構成されている。川の水位が安全な 1 メートル程度であると緑色の信

号がつき、2 メートルで青色、3 メートで黄色、危険な高さの 4 メートルだと赤色の信号となる。避難が必要になると大きな音のサ

イレンが鳴り、村人に危険を知らせる。サイレンの音は直径 400 メートル程度に響き渡る。 
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統合し、エセロン II-b を持つ「技術普及センター（Balai Besar Teknologi Persugaian［BBTP］）」に

再編することを提案している。 

（2） 組織面 

組織面における自立発展性強化を図る試みが進められてきている。「 3-3 プロジェクト目標の達

成見込み」で記述したように、「実践的水資源管理技術普及のガイドライン案」と称する DUWRMT

の組織開発計画の草稿が作られた。この文書には、DUWRMT の内部人材能力開発の課題や対応が

含まれている。 

DUWRMT の自立発展性強化のためのもう一つの取り組みとして、RBO やその他関係機関との

コミュニケーション改善が挙げられる。RBO 向けのサービスに関する情報提供手段改善に係わる

中間レビューでの提言（提言 7）に対応して、DUWRMT はウェブサイトを立ち上げ、現在、１日

200 件程度のアクセスがある。それに加えて DUWRMT によると、2011 年には DUWRMT 定期刊

行物の配布開始が計画されている。RCWR によると、DUWRMT への人材配置は優先事項となって

いる。これらの取り組みはインドネシア側のコミットメントを示しているが、前記の DUWRMT

の制度面での課題が、これら努力の総合的な効果を阻害していることは否定できない。 

また、水資源管理はインドネシアにおける最重要課題のひとつであるため、多くのイニシアティ

ブやプロジェクトが同国における統合水資源管理促進に係わる活動を実施している。ADB や

CRBOM、アジア河川流域ネットワーク（NARBO）、水評議会14や CKNet-INA
15等の機関やネット

ワークとの協力が、同国の水資源管理における DUWRMT の存在感を高め、自立発展性強化に貢

献していくと考えられる。 

（3） 財務面 

DUWRMT の予算は 2009 年‐2014 年の 5 ヶ年予算案で優先事項として位置づけられている。予

算案によると、RCWC全予算の 17％が尐なくとも 2014年までDUWRMTに配分される予定である。

たとえば、2013 年には 1,547,171,000 ルピア（約 1,430 万円）が DUWRMT の経常経費として計画

されている。これを踏まえると、短期の DUWRMT の財務的自立発展性は高いと言えるが、長期

的な財務自立発展性については依然、不確実であると言える。 

（4） 技術面 

終了時評価時点では、DUWRMT の業務実施基盤が構築された段階である。実地研修（OJT）を

通して、RBO 向けに能力向上サービスを提供する DUWRMT スタッフの能力は強化されつつある

が、サービスを RBO に提供する実務経験はまだ限定的で、プロジェクトで作成されたガイドライ

ン/マニュアルもまだ未承認のものであるため、本プロジェクトの技術的な自立発展性は弱いと評

価する。 

DUWRMT が効果的な組織として機能するには、RBO からの信頼を構築する必要がある。信頼

構築には、研修の定常的な提供、研修内容の継続的な充実化、トレーナーの研修能力向上、関係機

関とのパートナーシップの拡大、継続的なガイドライン/マニュアルの内容改善を通じた技術的自

                                                        
14

 TKPSDA（Tim Koordinasi Pengelolaan Sumber Daya Air）：インドネシア語の直訳は、「水資源管理調整チーム（Water Resources 

Management Coordination Team）」であるが、水評議会（Water Council）とも呼ばれている。 
15

 CKNet-INA: Collaborative Knowledge Network Indonesia  水資源管理向上を目的とした教育機関や研究センターのネットワーク 
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立発展性を強化する更なる取り組みを行っていくことが重要である。 

4-6 結論 

本プロジェクトは 2008 年 7 月に、RBO が流域管理を行うための実践的な能力を DUWRMT によっ

て強化する体制を確立するために開始された。本プロジェクトの実施は特にプロジェクト期間の後半

において適切に行われた。 

評価 5 項目の観点からは、本プロジェクトの妥当性は総じて高く、有効性と効率性は比較的高いと

評価される。本プロジェクトがインドネシアの社会経済に大規模な正のインパクトをもたらす可能性

は大いにある。上位目標達成の見通しは DUWRMT が質の高い定常化されたサービス提供を通じて

RBO の信頼を得られるかどうかに依存している。また、自立発展性を高める取り組みが進められて

いるものの、DUWRMT の制度、組織、財務、技術のすべての側面における長期的な不安定性がある

ことから、本プロジェクトの自立発展性は不確実であると評価する。 

以上を踏まえて、プロジェクト目標達成の見込みが概ね高いことから本プロジェクトは予定通りに

終了することが妥当であると、調査団は結論づけるものである。一方、技術的側面はもとより

DUWRMT は依然、脆弱な状況にあることから、RBO へのサービス提供に係わる DUWRMT への継

続的な支援が必要であるとも考えられ、この点については双方による更なる議論が必要となるだろう。 
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第5章 提言と教訓 

5-1 提言 

上記の分析を踏まえ、プロジェクト目標の達成を確実にし、本プロジェクトの自立発展性を向上さ

せるため、以下を提言する。 

（1） DUWRMT の制度的な位置づけの格上げ 

エセロン格付けを持つ公共事業省の恒久的組織でないという DUWRMT の位置づけが、本プロ

ジェクトの自立発展性に負の影響を与えている。DUWRMT の能力向上サービスを定常的かつ自立

発展的に RBO に提供できるようにするために、制度上の DUWRMT の位置づけを格上げすべきで

ある。 

（2） モニタリングの改善 

PDM に基づいたプロジェクト・モニタリングとプロジェクトの進捗状況の情報共有を改善する

必要がある。すなわち PDM に網羅されている全ての事項（プロジェクト活動、各成果の指標、プ

ロジェクト目標、上位目標等）を元に、プロジェクトのモニタリングが行われるべきである。例え

ばモニタリングを促進するために各作業グループが定期的に報告書を提出するとともに、プロジェ

クトは C/P 全員に定期的に電子版レポートを送信することなどによって、プロジェクト実施の進捗

状況についての情報共有を図ることなどが挙げられる。 

（3） 戦略的知識パートナーのネットワーク構築 

C/P の通常の業務量は非常に多い。定常化・体系化された研修やカウンセリングを提供するには、

より多くの技術パートナーが必要である。技術パートナーのネットワークを拡大するために、

DUWRMT は、RBO、PJT1、PJT2、大学等の多岐に亘る機関からトレーナー/カウンセラー候補と

なる人材リストを作成するべきである。また、国内ネットワークの構築には、RBO 所長会議を最

大限に活用し、また海外ネットワークの構築には、NARBO や CRBOM などの組織との連携を強化

していくことが求められる。 

（4） 実践的なカウンセリングの仕組みの構築  

新しいカウンセリングの仕組みに関する計画が進行中であるが、同仕組みの構築に向けた具体的

なタイムラインは設定されていない。新しいカウンセリングの仕組みの下、カウンセリングサービ

スを開始するための、業務上の詳細な手続きを含んだ具体的なタイムラインやロードマップがプロ

ジェクト終了時までに設定されるべきである。また実践性を確保するために、プロジェクトは同仕

組みを試行し、サービスを受けた RBO のフィードバックに基づき、必要に応じて仕組みのデザイ

ンを改善していくべきである。 

5-2 教訓 

本プロジェクトの終了時評価から得られる JICA 技術協力プロジェクトに係わる教訓として、以下

の点があげられる。 

（1） 関係機関との覚書（MOU）の締結 

本プロジェクトにおいて、プロジェクト側の期待通りに PJT1 による関与が得られなかった要因
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のひとつに、本プロジェクトが PJT1 に期待する任務や役割が明確になっていなかったことが挙げ

られる。多くの機関が関係機関として従事するプロジェクトでは、それらの機関との間に MOU を

プロジェクト開始時に締結し、プロジェクトにおける任務や役割を明確にする必要がある。 

（2） C/P 本邦研修の目的の明確化 

面接調査や質問票調査によると、本邦研修に参加した C/P には、研修期間が短かったために日本

の技術を十分に学べなかったと感じた C/P も尐なくなかった。本邦研修参加者に対して、本邦研修

の制約も踏まえた上での研修の目的や目標を十分に説明し、彼らの理解を得る工夫を深めることが

必要である。研修を提供する側と受ける側の研修に対する認識が合致することにより、参加者の研

修への満足度がより高まると考えられる。 
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添付資料１ 調査日程 

 

 日付  行程 宿泊地 

1 2月 16日 水 （評価分析団員）東京→ジャカルタ ジャカルタ 

2 2月 17日 木 

公共事業本省水資源政策アドバイザーからのヒアリング 

ジャカルタ→ソロ 

長期専門家とミーティング 

ソロ 

3 2月 18日 金 

水資源管理技術普及ユニット長からのヒアリング 

C/Pからのヒアリング 

CRBOMからのヒアリング 

資料収集、投入実績の整理 

4 2月 19日 土 資料整理、長期専門家からのヒアリング 

5 2月 20日 日 
資料整理 

ソロ→バンドン 

バンドン 6 2月 21日 月 

水資源研究所長からのヒアリング 

C/Pからのヒアリング 

資料収集、投入実績の整理 

プロジェクト進捗状況確認（マニュアル／ガイドライン作成状況、

カリキュラム検討状況等） 
7 2月 22日 火 

8 2月 23日 水 
C/Pからのヒアリング 

バンドン→マラン 
マラン 

9 2月 24日 木 

PJT1ヒアリング 

パイロットプロジェクト関係者ヒアリング（RBOを含む） 

マラン→モジョクルト 

モジョクルト 

10 2月 25日 金 

パイロット活動視察（パイロット関係者へのヒアリング） 

BBWSブランタスからのヒアリング 

モジョクルト→ジャカルタ 

ジャカルタ 

11 2月 26日 土 資料整理 

12 2月 27日 日 
資料整理 

（総括、水資源管理団員、計画管理団員）東京→ジャカルタ 

13 2月 28日 月 

調査団打合せ 

公共事業省監察官表敬（PU） 

水資源政策アドバイザー、JICA事務所担当所員からのヒアリング 

14 3月 1日 火 
公共事業省水資源総局長、調査開発庁長官表敬 

ジャカルタ→ソロ 

ソロ 
15 3月 2日 水 

水資源管理技術普及ユニット長との協議 

C/P会議 

16 3月 3日 木 全体協議結果とりまとめ 
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終了時評価報告書（英文）ドラフト作成 

17 3月 4日 金 

終了時評価報告書（英文）ドラフトに関する C/Pの確認 

インドネシア側内部調整 

ソロ→ジャカルタ 
ジャカルタ 

18 3月 5日 土 資料整理、協議議事録案作成 

19 3月 6日 日 資料整理、協議議事録案作成 

20 3月 7日 月 合同調整委員会、協議議事録署名 

21 3月 8日 火 
JICA事務所報告、日本大使館報告 

ジャカルタ→ 
機中 

22 3月 9日 水 →東京  
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添付資料２ 主要面談者 

(1) Agency for Research and Development, Ministry of Public Works 

公共事業省 調査開発庁 

 Ir. Mohamad Hasan, Dipl, HE  Director General  

 Dr. Ir. Arie Setiadi Moerwanto, M. Sc. Director, Research Center of Water Resources  

 Ir. Isnugroho  Head of DUWRMT,  

Head of Experimental Station for River, RCWR 

 Ir. Irwan Shafri  Coordinator of DUWRMT  

 Ir. Asep Sulaeman  Secretary of DUWRMT  

  

(2) Directorate General of Water Resources, Ministry of Public Works 

公共事業省 水資源総局 

 Dr. Ir. Mochammad Amron, M. Sc, Director General 

 
Dr. Ir. Djaya Murni WD, Dipl. He, M. Sc 

Director, Directorate of Water Resources Utilization 

Management  

 Ir. Eko Subekti, Dipl. HE  Director, Balai Besar Wilayah Sungai Brantas  

  

(3) Inspectorate General, Ministry of Public Works 

公共事業省 監査局 

 Dr. Ir. M. Basuki Hadimuljono, M.Sc Inspector General  

  

(4)  PJT I  

 Ir. Tjoek Walujo Subijanto , CES President Director, PJT I  

   

(5)  河川流域機関管理センター（CRBOM） 

 Dr. Tue Kell Nielsen Water Resources Management Advisor  

   

(6)  アジア開発銀行（ADB）  

 Mr. Wouter T. Lincklaen Arriëns Lead Professional (Water Resources Management) 

 Mr. Kimio Takeya  Senior Water-Related Disaster Management Specialist.  

  

(7) JICA 専門家  

 杉 正一 チーフアドバイザー/水資源管理/能力向上 

 杉村 淑人 チーフアドバイザー/水資源管理/能力向上 （国内面接） 

 尾島 知 ガイドライン整備/研修 

 白川 信之 ガイドライン整備/研修（国内面接） 

 大原 克彦 業務調整 

 澤野 久弥 水資源政策アドバイザー、公共事業省水資源総局配属 
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(8) 在ジャカルタ日本大使館 

 佐渡 周子 二等書記官 

   

(9) JICA インドネシア事務所 

 石黒 実弥 次長 

 平岡 香奈子 企画調査員 
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1
-2

-1
. 

調
査
用
の
質
問
表
を
作
成
す
る
。

 

1
-2

-2
. 

R
B

O
の
現
状
診
断
･ニ

ー
ズ
調
査
を
実
施
す
る
。

 

1
-3

. 
R

B
O
職
員
に
求
め
ら
れ
る
技
術
分
野
と
能
力
を
特
定
す
る
。

 

1
-4

. 
関
係
機
関
（

D
G

W
R

(*
2
)/

R
C

W
R

(*
3
)/

P
JT

(*
4
)等

）
と
連
携
し
て
、

R
B

O
を
対
象
と
し
た
研
修

計
画
を
作
成
す
る
。

 

1
-4

-1
. 

R
B

O
の
対
象
の
研
修
に
必
要
な
研
修
項
目
（
サ
ブ
ジ
ェ
ク
ト
）
を
特
定
す
る
。

 

1
-4

-2
. 

研
修
の
対
象
者
を
特
定
す
る
。

 

1
-4

-3
. 

R
B

O
を
対
象
と
し
た
短
期
・
中
期
の
研
修
計
画
を
立
案
す
る
。

 

1
-5

. 
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
と
研
修
教
材
を
作
成
す
る
。

 

1
-5

-1
. 

R
B

O
職
員
に
求
め
ら
れ
る
基
礎
能
力
（
コ
ン
ピ
テ
ン
シ
ー
）
を
特
定
す
る
。（

１
-3

と

重
複
し
て
い
る
か
要
確
認
）

 

1
-5

-2
. 

研
修
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
を
開
発
す
る
。

 

1
-5

-3
. 

研
修
教
材
を
開
発
す
る
。

 

1
-5

-4
. 

研
修
教
材
の
更
新
シ
ス
テ
ム
を
検
討
す
る
。

 

1
-6

. 
R

B
O
へ
の
研
修
を
実
施
し
、
研
修
の
効
果
を
検
証
す
る
（
研
修
評
価
を
実
施
す
る
）。

 

1
-7

. 
研
修
受
講
生
に
対
し
て
質
問
表
や
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
調
査
を
行
い
、
研
修
結
果
や
研
修
生
の
技
術
的

な
ニ
ー
ズ
を
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
す
る
。

 

 

日
本
側

 

＜
長
期
専
門
家
＞

 

 
チ
ー
フ
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
（
水

資
源
管
理

/能
力
強
化
）

 

 
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
整
備

/研
修

 

 
業
務
調
整

 

 ＜
短
期
専
門
家
＞

 

 
河
川
管
理

 

 
洪
水

/渇
水
管
理

 

 
配
水

/低
水
管
理

 

 
灌
漑
用
水
管
理

 

 
河
川
施
設
管
理

/O
&

M
 

 
環
境

/水
質
管
理

/堆
砂
管
理

 

 
財
務
管
理
評
価

 

 
住
民
参
加

 

 ＜
カ

ウ
ン
タ

ー
パ

ー
ト
の

本
邦

研
修
＞

 

1
5
名
程
度
（
年
間

5
名
）

 

 ＜
供
与
機
材
＞

 

 

イ
ン
ド
ネ
シ
ア
側

 

＜
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
＞

 

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
・
ダ
イ
レ
ク
タ
ー

 

（
R

C
W

R
セ
ン
タ
ー
長
）

 

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
・
ダ
イ
レ
ク
タ
ー

 

（
D

W
R

M
局
長
）

 

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
・
マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー

 

（
D

U
W

R
M

T
長
）

 

 
そ
の
他

 

 
D

U
W

R
M

T
 

D
U

W
R

M
T
長
と
ス
タ
ッ
フ
合
計
約

4
0
名

（
主
に
ソ
ロ
の
河
川
研
究
セ
ン
タ
ー
か
ら

異
動
予
定
）

 

 
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
の
エ
ク
ス
パ
ー
ト

 

（
1
5
名
程
度
 

D
G

W
R

 /
 R

C
W

R
 /

 

R
B

O
s 

/ 
P

JT
等
か
ら
派
遣
予
定
）

 

 
＜

R
B

O
の
研
修
費
用
＞

 

 
＜
土
地
、
建
物
＞

 

 
＜
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
事
務
所

/事
務
所
の

予
備
品
等
＞

 

 
＜
ロ
ー
カ
ル
コ
ス
ト
＞

 

光
熱
費
、
通
信
費
（
電
話
、

F
A

X
等
）

 

普
及

ユ
ニ

ッ
ト

（
D

U
W

R
M

T
）

の
成

立
に

関
す

る
法

的
な

手
続

き
が
遅
れ
な
い
。

 

 ソ
ロ

の
研

修
施

設
の

建
設

が
遅

れ
な
い
。

 

前
提
条
件

 

 



 

3 

 

活
動

 
投
入

 
 

2
. 

実
践
的
水
道
資
源
管
理
に
係
わ
る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

/マ
ニ
ュ
ア
ル
を
作
成
す
る
。

 

2
-1

. 
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

/マ
ニ
ュ
ア
ル
の
作
成
計
画
を
策
定
し
、
作
成
の
手
順
を
決
め
る
。

 

2
-1

-1
. 

既
存
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

/マ
ニ
ュ
ア
ル
を
レ
ビ
ュ
ー
す
る
。

 

2
-1

-2
. 

作
成
が
必
要
な
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

/マ
ニ
ュ
ア
ル
の
サ
ブ
ジ
ェ
ク
ト
を
特
定
す
る
。

 

2
-2

. 
作
成
が
必
要
と
認
め
ら
れ
た
サ
ブ
ジ
ェ
ク
ト
に
つ
い
て
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

/マ
ニ
ュ
ア
ル
を
作
成
す

る
。

 

2
-3

. 
パ
イ
ロ
ッ
ト
流
域
（

*
5
）
で
の
活
動
を
実
施
す
る
。

 

2
-3

-1
. 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
活
動
で
対
象
と
す
る
パ
イ
ロ
ッ
ト
流
域
を
選
定
す
る
。

 

2
-3

-2
. 

パ
イ
ロ
ッ
ト
流
域
で
の
活
動
に
つ
い
て
、
短
期
・
長
期
計
画
を
作
成
す
る
。

 

2
-3

-3
. 

パ
イ
ロ
ッ
ト
流
域
に
お
い
て
、
作
成
さ
れ
た
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

/マ
ニ
ュ
ア
ル
の
実
用
性

を
検
証
す
る
。

 

 

3
. 

R
B

O
へ
の
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
の
仕
組
み
を
構
築
す
る
。

 

3
-1

. 
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
の
仕
組
み
を
定
め
る
。

 

3
-1

-1
. 

カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
の
サ
ー
ビ
ス
内
容
を
特
定
す
る
。

 

3
-1

-2
. 

カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
の
要
望
の
受
付
窓
口
、
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
の
選
定
方
法
、
カ
ウ
ン
セ

リ
ン
グ
内
容
の
蓄
積
方
法
、
結
果
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
方
法
等
を
含
め
た
カ
ウ
ン
セ
リ

ン
グ
の
手
順
を
定
め
る
。

 

3
-1

-3
. 

カ
ル
テ
、
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
結
果
、
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の
記
録
等
を
記
載
す
る
様
式
を

定
め
る
。

 

3
-1

-4
. 

「
3
-1

-3
」
で
述
べ
た
各
種
情
報
を
蓄
積
・
整
理
す
る
シ
ス
テ
ム
を
構
築
す
る
。

 

3
-2

. 
R

B
O
へ
の
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
を
実
施
す
る
。

 

3
-2

-1
. 

カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
の
資
格
・
要
件
を
設
定
す
る
。

 

3
-2

-2
. 

カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
を
リ
ス
ト
ア
ッ
プ
す
る
。

 

3
-2

-3
. 

R
B

O
へ
の
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
を
実
施
す
る
。

 

3
-3

. 
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
の
結
果
を
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
す
る
。

 

 （
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
活
動
の
範
囲
と
し
て
、
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
候
補
者
の
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
を
作
成
す
る
か
、

リ
ス
ト
ア
ッ
プ
す
る
の
か
は
要
検
討
）

 

 
 

前
提
条
件

 

注
: 

（
*
1
）

D
U

W
R

M
T
：

 
D

is
se

m
in

at
io

n
 U

n
it

 f
o
r 

W
at

er
 R

es
o
u

rc
es

 M
an

ag
em

en
t 

a
n
d

 T
ec

h
n

o
lo

g
y
（
水
資
源
管
理
技
術
普
及
ユ
ニ
ッ
ト
）

 

 
（

*
2
）

D
G

W
R

: 
G

en
er

al
 D

ir
ec

to
ra

te
 o

f 
W

at
er

 R
es

o
u

rc
es

 
（
公
共
事
業
省

 
水
資
源
総
局
）

 

 
（

*
3
）

R
C

W
R

: 
R

es
ea

rc
h
 C

en
te

r 
fo

r 
W

at
er

 R
es

o
u

rc
es
（
公
共
事
業
省
調
査
開
発
庁

 
水
資
源
研
究
室
）

 

 
（

*
4
）

P
JT

: 
Ja

sa
 T

ir
ta

 P
u

b
li

c 
C

o
rp

o
ra

ti
o

n
 
（
水
道
資
源
公
社
）

 

 
（

*
5
）
パ
イ
ロ
ッ
ト
流
域

: 
水
資
源
管
理
技
術
が
、
い
ま
だ
未
熟
な
段
階
か
ら
比
較
的
進
ん
で
い
る
技
術
を
備
え
る
流
域
の
中
で
、
水
資
源
管
理
技
術
上
の
重
要
な
課
題
が
存
在
し
、
研
修
計
画
の
策
定
、

 
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

/マ
ニ
ュ
ア
ル
の
作
成
、
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
の
仕
組
み
の
構
築
の
た
め
の
有
益
な
検
討
が
行
え
る
流
域

 

 
（

*
6
）

P
il

o
t 

R
B

O
: 
パ
イ
ロ
ッ
ト
流
域
を

管
理
す
る

R
B

O
 

 





 

1 

添
付
資
料
５
 
評
価
グ
リ
ッ
ド
（
評
価
グ
リ
ッ
ド
結
果
表
）

 
2
0
1
1
年

3
月

2
0
日

 

5
項
目

 
評
価
項
目

 
結
 
果

 
大
項
目

 
小
項
目

 

妥
当
性

 
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
の

 

国
家
計
画
と
の
整

合
性

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
上
位
目
標
は
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
の
国
家

計
画
に
お
け
る
開
発
課
題
と
重
点
政
策
に
合
致
し
て

い
る
か
？

 

上
位
目
標

 

「
河
川
流
域
機
関
（

R
B

O
）
の
実
践
的
水
資
源
管
理

の
実
施
能
力
が
流
域
レ
ベ
ル
で
強
化
さ
れ
る
。」

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
上
位
目
標
は
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
政
府
の
開
発
計
画
に
お
け
る
重
点
政
策
に
合
致
し
て
い
る
。

 


 

イ
ン
ド
ネ
シ
ア
政
府
は
水
資
源
法
を

2
0
0
4
年
に
施
行
し
、
統
合
水
資
源
管
理
を
推
進
し
て
い
る
。

 


 

国
家
中
期
開
発
計
画

2
0
1

0
年
－

2
0
1
4
年
は

1
1
の
国
家
優
先
分
野
の
内
、
優
先
分
野

6
（
イ
ン
フ
ラ
）

に
お
い
て
、
経
済
・
社
会
成
長
の
観
点
か
ら
洪
水
対
策
構
造
物
を
含
む
イ
ン
フ
ラ
建
設
に
お
け
る
住

民
参
加
の
重
要
性
を
謳
っ
て
い
る
。
ま
た
、
優
先
分
野

9（
環
境
と
災
害
管
理
）
で
は
、
災
害
リ
ス
ク

管
理
と
自
立
発
展
的
な
経
済
成
長
を
目
的
と
し
た
環
境
保
全
と
環
境
利
用
が
謳
わ
れ
て
い
る
。
災
害

管
理
計
画
に
は
、
リ
ス
ク
緩
和
と
災
害
管
理
に
お
け
る
政
府
と
国
民
の
能
力
向
上
が
含
ま
れ
て
い
る
。 

 
裨
益
者
の
ニ
ー
ズ

と
の
整
合
性

 

タ
ー
ゲ
ッ
ト
グ
ル
ー
プ
の
設
定
は
適
切
か
？

 

タ
ー
ゲ
ッ
ト
グ
ル
ー
プ

 

中
央
政
府
下
の
河
川
流
域
機
関
（

R
B

O
）
と
水
資
源

管
理
技
術
普
及
ユ
ニ
ッ
ト
（

D
U

W
R

M
T
）

 

タ
ー
ゲ
ッ
ト
グ
ル
ー
プ
の
設
定
は
適
切
で
あ
る
。

 


 

R
B

O
は
水
資
源
管
理
の
実
施
責
任
を
有
し
て
お
り
、
こ
の
点
で
、

R
B

O
が
タ
ー
ゲ
ッ
ト
グ
ル
ー
プ
と

し
て
設
定
さ
れ
た
の
は
適
切
で
あ
る
。

 


 

D
U

W
R

M
T
は

R
B

O
が
効
果
的
か
つ
効
率
的
な
水
資
源
管
理
を
促
進
し
て
い
く
た
め
の
技
術
サ
ポ
ー

ト
を
提
供
す
る
責
任
を
有
し
て
お
り
、
こ
の
点
で
、

D
U

W
R

M
T
が
タ
ー
ゲ
ッ
ト
グ
ル
ー
プ
と
し
て
設

定
さ
れ
た
の
は
適
切
で
あ
る
。

 

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
は
タ
ー
ゲ
ッ
ト
グ
ル
ー
プ
の
ニ

ー
ズ
に
合
致
し
て
い
る
か
？

 
ま
た
、
そ
の
ニ
ー
ズ

は
高
い
か
？

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標

 
 

「
R

B
O

が
流
域
管
理
を
行
う
た
め
の
実
践
的
な
能
力

を
、

D
U

W
R

M
T
に
よ
っ
て
強
化
す
る
体
制
が
確
立
さ

れ
る
。」

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
は
タ
ー
ゲ
ッ
ト
グ
ル
ー
プ
の
ニ
ー
ズ
と
合
致
し
て
お
り
、
タ
ー
ゲ
ッ
ト
グ
ル
ー
プ
の
能

力
強
化
ニ
ー
ズ
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
開
始
当
時
で
も
終
了
時
評
価
時
点
で
も
高
い
。

 


 

R
B

O
は
元
来
、
河
川
管
理
施
設
建
設
を
担
う
政
府
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
ユ
ニ
ッ
ト
と
し
て
設
立
さ
れ
て
お

り
、
以
前
の
業
務
で
培
っ
た
能
力
で
は
水
資
源
管
理
の
多
岐
に
亘
る
責
任
を
十
分
に
果
た
す
こ
と
が

出
来
な
か
っ
た
。

R
B

O
に
課
さ
れ
た
責
任
を
遂
行
す
る
た
め
に
、

R
B

O
能
力
強
化
の
ニ
ー
ズ
は
高
か

っ
た
。

 


 

D
U

W
R

M
T

 
は

R
B

O
の
支
援
ユ
ニ
ッ
ト
と
し
て
新
し
く
設
立
さ
れ
た
も
の
の
、
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
開

始
当
時
は
、
水
資
源
管
理
分
野
で

R
B

O
支
援
を
行
う
具
体
的
な
業
務
の
手
順
は
ま
だ
確
立
さ
れ
て
い

な
か
っ
た
。

 

 
 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、
最
終
裨
益
者
で
あ
る
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
対
象
流
域
の
住
民
の
ニ
ー
ズ
に
合
致
し
て
い
る

か
？

 

本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
最
終
裨
益
者
で
あ
る
住
民
の
ニ
ー
ズ
に
合
致
し
て
い
る
。

 


 

河
川
状
況
を
適
確
に
把
握
す
る

R
B

O
の
能
力
を
向
上
さ
せ
る
こ
と
は
、
洪
水
の
リ
ス
ク
削
減
や
、
河

川
流
域
近
辺
に
住
む
人
々
の
生
活
環
境
の
安
定
と
安
全
確
保
に
直
結
し
て
い
る
。

 
 

 
日
本
の

O
D

A
*
事

業
と
し
て
の
妥
当

性
 

本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
と
日
本
の
対
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
援
助

政
策
等
と
の
整
合
性
は
十
分
に
あ
っ
た
か
？

 

本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
と
日
本
政
府
の
対
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
援
助
政
策
は
合
致
し
て
い
る
。

 


 

日
本
の
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
国
に
対
す
る

O
D

A
の
基
本
方
針
は
、（

1
）「

民
間
主
導
の
持
続
的
な
成
長
」、

（
2
）「

民
主
的
で
公
正
な
社
会
造
り
」、
（

3
）「

平
和
と
安
定
」
の
た
め
の
支
援
を

3
つ
の
重
点
分
野

と
し
て
お
り
、「

基
礎
的
な
公
共
サ
ー
ビ
ス
の
向
上
」
は
、
第
二
の
重
点
分
野
に
含
ま
れ
て
い
る
。

 


 

対
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
国
別
援
助
計
画
（

2
0
0
4
年
）
に
は
、
日
本
は
「
頻
発
す
る
洪
水
・
土
砂
災
害
、
渇

水
等
の
自
然
災
害
対
策
等
の
支
援
」
を
行
う
と
謳
わ
れ
て
い
る
。

 

*
O

D
A

 =
 
政
府
開
発
援
助

 



 

2 

 

5
項
目

 
評
価
項
目

 
結
 
果

 
大
項
目

 
小
項
目

 

妥
当
性

 
日
本
の
経
験
・
技

術
の
比
較
優
位
性

 

流
域
水
資
源
管
理
に
お
け
る
日
本
の
経
験
と
技
術
の

比
較
優
位
性
は
あ
っ
た
か
？

 

日
本
は
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
実
施
支
援
の
上
で
の
類
似
経
験
と
技
術
の
比
較
優
位
性
を
有
し
て
い
る
。

 


 

統
合
水
資
源
管
理
（

IW
R

M
）
の
分
野
に
お
い
て
、
世
界
で
最
高
水
準
の
技
術
と
経
験
を
有
し
て
い
る
。 


 

イ
ン
ド
ネ
シ
ア
に
お
け
る
水
資
源
管
理
や
、
世
界
の
様
々
な
国
々
に
お
け
る
組
織
管
理
・
能
力
向
上

の
支
援
に
お
い
て
長
年
の
経
験
を
有
し
て
い
る
。

 


 

モ
ン
ス
ー
ン
気
候
地
域
に
位
置
す
る
た
め
、
日
本
の
水
資
源
管
理
の
経
験
や
技
術
能
力
が
、
本
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
に
適
用
可
能
で
あ
る
。

 

有
効
性

 
 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目

標
の
達
成
度

 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
目

標
 

「
R

B
O
が
流
域
管

理
を
行
う
た
め
の

実
践
的
な
能
力

を
、

D
U

W
R

M
T

に
よ
っ
て
強
化
す

る
体
制
が
確
立
さ

れ
る
。」

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
の
指
標
は
ど
の
程
度
達
成
さ
れ

た
か
？

 

指
標

 

9
. 

D
U

W
R

M
T
の
組
織
開
発
中
期
計
画
が
作
成
さ

れ
、

R
B

O
の
ニ
ー
ズ
に
合
致
し
た
支
援
サ
ー
ビ

ス
を
提
供
す
る
仕
組
み
が
明
確
に
さ
れ
る
。

 

1
0
. 

D
U

W
R

M
T
の
年
次
事
業
計
画
が
作
成
さ
れ
る
。

 

1
1
. 

D
U

W
R

M
T
の
年
次
報
告
書
が
作
成
さ
れ
る
。

 

1
2
. 
顧
客
の
満
足
度
（

R
B

O
の
ニ
ー
ズ
）
を
分
析
す

る
方
法
が

D
U

W
R

M
T
で
明
確
に
さ
れ
る
。

 

終
了
時
評
価
時
点
に
お
け
る
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
の
指
標
の
達
成
度
は
以
下
の
通
り
で
あ
る
。

 
 

1
. 

「
実
践
的
水
資
源
管
理
技
術
普
及
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
案
」
と
題
す
る

D
U

W
R

M
T
の
組
織
開
発
計
画
が

作
成
さ
れ
た
。
同
計
画
は
、
教
材
、
技
能
度
、
時
間
配
分
の

3
つ
の
セ
ク
シ
ョ
ン
に
よ
り
構
成
さ
れ
て

い
る
。

 

2
. 

2
0
1
0
年
と

2
0
1
1
年
の
年
次
事
業
計
画
が
各
年
度
の
始
め
に
作
成
さ
れ
た
。

 

3
. 

2
0
1
0
年
版
の

D
U

W
R

M
T
の
年
次
報
告
書
が
同
年
に
作
成
さ
れ
た
。

 

4
. 

研
修
参
加
者
や
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
サ
ー
ビ
ス
利
用
者
に
配
布
さ
れ
た
質
問
表
の
回
答
を
デ
ー
タ
入
力

す
る
こ
と
に
よ
り
、

R
B

O
の
ニ
ー
ズ
分
析
用
の
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
が
構
築
さ
れ
た
。

 

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
達
成
の
見
込
み
は
高
い
か
？

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
の
指
標
と

3
つ
の
成
果
の
達
成
度
、
及
び
活
動
実
施
の
進
捗
状
況
を
踏
ま
え
る
と
、
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
期
間
終
了
ま
で
に
概
ね
達
成
さ
れ
る
と
判
断
で
き
る
。

 

 
 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
の
達
成
は
成
果
の
達
成
に
よ
っ

て
引
き
お
こ
さ
れ
る
も
の
か
？

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
の
達
成
は
、
成
果
の
達
成
に
よ
っ
て
引
き
起
こ
さ
れ
る
も
の
で
あ
る
。

 


 

成
果
は
能
力
強
化
体
制
の
要
素
を
網
羅
し
て
い
る
た
め
、
体
制
の
確
立
が
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
達
成

に
つ
な
が
る
。

 


 

中
間
レ
ビ
ュ
ー
後
の

P
D

M
改
訂
は
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
活
動
と
成
果
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
の
つ
な
が

り
を
強
化
し
た
。

P
D

M
改
訂
の
プ
ロ
セ
ス
は
、
全
て
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
関
係
者
の
間
で
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
の
方
向
性
に
係
わ
る
認
識
が
共
有
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
確
認
す
る
、
よ
い
機
会
を
提
供
し
た
。

 

 
目
標
達
成
に
貢
献

し
た
要
因
（
成
果

の
達
成
度
）

 

D
U

W
R

M
T
が

R
B

O
の
研
修
を
行
う
た
め
に
必
要
な

能
力
が
ど
の
程
度
備
わ
っ
た
か
？

 

（
成
果

1
の
達
成
度
）

 

指
標

 

1
-7

 
R

B
O
の
現
状
診
断
調
査
・
ニ
ー
ズ
調
査

（
d
ia

g
n
o
st

ic
 s

tu
d
y
）
の
分
析
結
果
を
元
に
、

適
切
な
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
と
教
材
が
開
発
さ
れ

る
。

 

終
了
時
評
価
時
点
に
お
け
る
成
果

1
の
指
標
の
達
成
度
は
以
下
の
通
り
で
あ
る
。

 
 

1
-1

 
2
0
0
9
年
か
ら

2
0
1
0
年
に
か
け
て
、
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
と
教
材
の
要
素
を
網
羅
す
る
モ
ジ
ュ
ー
ル

9
0
部

が
作
業
グ
ル
ー
プ
に
よ
り
作
成
さ
れ
た
。

 

 

 



 

3 

 

5
項
目

 
評
価
項
目

 
結
 
果

 
大
項
目

 
小
項
目

 

有
効
性

 

 

目
標
達
成
に
貢
献

し
た
要
因
（
成
果

の
達
成
度
）

 

1
-8

 
D

U
W

R
M

T
で
研
修
シ
ス
テ
ム
の

P
D

C
A
サ
イ

ク
ル
が
明
確
に
さ
れ
る
。

 

1
-9

 
D

U
W

R
M

T
が
研
修
の
計
画
立
案
、
実
施
、
評

価
を
計
画
通
り
に
実
施
で
き
る
よ
う
に
な
る
。

 

1
-2

 
D

U
W

R
M

T
で
、
研
修
シ
ス
テ
ム
の

P
D

C
A
（

P
la

n［
計
画
］
－

 
D

o［
実
施
・
実
行
］
－

 
C

h
ec

k
 ［

点

検
・
評
価
］
－

 
A

ct
io

n
［
処
置
・
改
善
］）

サ
イ
ク
ル
が
明
確
に
定
義
さ
れ
た
。

 

1
-3

 
2
0
1
0
年
に
、

D
U

W
R

M
T
は

R
B

O
研
修
の
計
画
立
案
、
実
施
、
評
価
を
成
功
裏
に
行
っ
た
。

 

上
記
の
指
標
の
達
成
度
を
踏
ま
え
る
と
、

D
U

W
R

M
T
が

R
B

O
の
研
修
を
行
う
た
め
の
技
術
的
な
基
盤
は

構
築
さ
れ
た
と
言
え
る
。

 

 
 

R
B

O
が
必
要
と
す
る
水
資
源
管
理
に
関
わ
る
優
先
分

野
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

/マ
ニ
ュ
ア
ル
が
ど
の
程
度
整
備

さ
れ
た
か
？

 

（
成
果

2
の
達
成
度
）

 

指
標

 

2
-5

 
実
践
に
活
用
で
き
る
レ
ベ
ル
の
ガ
イ
ド
ラ
イ

ン
/マ

ニ
ュ
ア
ル
が
作
成
さ
れ
る
。

 

2
-6

 
作
成
さ
れ
た
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

/マ
ニ
ュ
ア
ル
の

実
用
性
を
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク
す
る
シ
ス
テ
ム

が
明
確
に
さ
れ
る
。

 

終
了
時
評
価
時
点
に
お
け
る
成
果

2
の
指
標
の
達
成
度
は
以
下
の
通
り
で
あ
る
。

 

2
-1

 
C

/P
が
特
定
し
た

R
B

O
の
ニ
ー
ズ
や
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
実
施
し
た

R
B

O
の
現
状
診
断
調
査
・
ニ

ー
ズ
調
査
に
基
づ
い
て
、

2
0
0
9
年
か
ら

2
0
1
0
年
に
か
け
て
、

5
5
部
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

/マ
ニ
ュ
ア
ル

が
作
業
グ
ル
ー
プ
に
よ
り

1
2
分
野
で
作
成
さ
れ
た
。

 

2
-2

 
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

/マ
ニ
ュ
ア
ル
の
実
用
性
を
改
善
し
て
い
く
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク
・
シ
ス
テ
ム
は
以
下
の

よ
う
に
定
義
さ
れ
た
。

 

第
1
段
階
：
各
担
当
作
業
グ
ル
ー
プ
に
よ
り
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

/マ
ニ
ュ
ア
ル
の
見
直
し
が
行
わ
れ
る
。

 

第
2
段
階
：
該
当
分
野
の
有
識
者
（
例
：
大
学
の
教
授
）
に
よ
る
検
証
が
行
わ
れ
る
。

 

第
3
段
階
：
実
用
性
の
検
証
の
た
め
、
パ
イ
ロ
ッ
ト
活
動
を
通
し
た
研
修
や
現
場
活
動
で
試
用
さ
れ

る
。

 

第
4
段
階
：
第

3
段
階
の
検
証
結
果
が
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

/マ
ニ
ュ
ア
ル
に
反
映
さ
れ
る
。

 

水
資
源
管
理
に
必
要
な
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

/マ
ニ
ュ
ア
ル
の
大
部
分
が
、

C
/P

に
特
定
さ
れ
た

R
B

O
の
ニ
ー
ズ

や
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
実
施
し
た

R
B

O
の
現
状
診
断
調
査
・
ニ
ー
ズ
調
査
に
基
づ
い
て
作
成
さ
れ
た
。
一

部
の
僅
か
な
数
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

/マ
ニ
ュ
ア
ル
が

2
0
1
1
年
に
見
直
し
さ
れ
る
予
定
で
あ
る
。
整
備
さ
れ
た

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

/マ
ニ
ュ
ア
ル
の
質
は
、
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
確
立
さ
れ
た
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク
・
シ
ス
テ
ム
を

通
し
て
検
証
さ
れ
て
い
る
。
一
方
、
公
共
事
業
省
の
認
可
を
得
て
い
な
い
た
め
、
全
て
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

/

マ
ニ
ュ
ア
ル
が
依
然
、
非
公
式
（

p
ro

v
is

io
n
al
）
と
い
う
位
置
づ
け
と
な
っ
て
い
る
点
に
は
留
意
が
必
要
で

あ
る
。

 

 
 

D
U

W
R

M
T
が

R
B

O
に
対
し
て
行
う
水
資
源
管
理
に

つ
い
て
の
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
の
仕
組
み
は
ど
の
程
度

構
築
さ
れ
た
か
？
 

 

（
成
果

3
の
達
成
度
）

 

指
標

 

3
-9

 
D

U
W

R
M

T
の
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
の
仕
組
み
に

関
す
る
提
案
書
が

D
U

W
R

M
T
に
よ
り
承
認
さ

れ
る
。

 

3
-1

0
 

D
U

W
R

M
T
の
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
に
関
す
る

R
B

O
の
認
知
度
が
高
ま
る
。

 

 

終
了
時
評
価
時
点
に
お
け
る
成
果

3
の
指
標
の
達
成
度
は
以
下
の
通
り
で
あ
る
。

 

3
-1

. 
R

C
W

R
に
よ
る
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
の
仕
組
み
を
拡
大
さ
せ
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
、
新
し
い
カ
ウ
ン

セ
リ
ン
グ
の
仕
組
み
構
築
が
提
案
さ
れ
、

D
U

W
R

M
T
内
で
承
認
さ
れ
た
。
提
案
内
容
に
よ
る
と
、

D
U

W
R

M
T
は
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
サ
ー
ビ
ス
が
必
要
と
さ
れ
て
い
る
場
所
へ
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
を
派
遣

す
る
サ
ー
ビ
ス
窓
口
又
は
調
整
機
関
と
し
て
機
能
す
る
。
パ
イ
ロ
ッ
ト
活
動
の
一
環
と
し
て
、

D
U

W
R

M
T
は

S
ek

am
p
u
n
g
川
、

B
ra

n
ta

s
川
、

S
o
lo
川
の
河
川
管
理
を
担
当
す
る

R
B

O
に
カ
ウ
ン

セ
リ
ン
グ
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
し
て
い
る
。

 

3
-2

. 
2
0
1
0
年

7
月
に

D
U

W
R

M
T
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
が
稼
動
し
た
。
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
へ
の
ア
ク
セ
ス
件
数
は

平
均
、

1
日

2
0
0
件
を
記
録
し
て
い
る
。

D
U

W
R

M
T
の
サ
ー
ビ
ス
に
関
す
る

R
B

O
に
よ
る
認
知
度

を
高
め
る
た
め
に
、

R
B

O
が
参
加
す
る
研
修
や
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
で
は

D
U

W
R

M
T
の
サ
ー
ビ
ス
の

説
明
が
行
わ
れ
て
い
る
。

 

 



 

4 

 

5
項
目

 
評
価
項
目

 
結
 
果

 
大
項
目

 
小
項
目

 

有
効
性

 

 

目
標
達
成
に
貢
献

し
た
要
因
（
成
果

の
達
成
度
）

 

D
U

W
R

M
T
が

R
B

O
に
対
し
て
行
う
水
資
源
管
理
に

つ
い
て
の
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
の
仕
組
み
は
ど
の
程
度

構
築
さ
れ
た
か
？
 

 

（
成
果

3
の
達
成
度
）

 

指
標

 

3
-1

1
 
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
を
改
善
す
る
た
め
の
ポ
イ

ン
ト
が
ま
と
め
ら
れ
る
。

 

3
-1

2
 
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
の
効
果
が
分
析
さ
れ
る
。

 

3
-3

. 
D

U
W

R
M

T
は
、

R
B

O
へ
の
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
サ
ー
ビ
ス
の
実
績
と
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
サ
ー
ビ
ス
を

受
け
た

R
B

O
に
よ
る
質
問
表
の
回
答
を
記
録
し
、
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
を
構
築
し
て
い
る
。

D
U

W
R

M
T

の
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
サ
ー
ビ
ス
の
「
ホ
ー
ム
・
ド
ク
タ
ー
」
制
度
が
考
案
さ
れ
、「

河
川
カ
ル
テ
（
カ

ウ
ン
セ
リ
ン
グ
診
断
シ
ー
ト
）」

が
作
成
さ
れ
た
。

 

3
-4

. 
D

U
W

R
M

T
、
地
方
政
府
、

R
B

O
、

N
G

O
や
河
川
地
域
に
住
む
地
域
住
民
な
ど
、
全
て
の
レ
ベ
ル
の

関
係
者
間
に
お
け
る
適
切
な
連
携
と
協
力
に
よ
り
、
大
き
な
正
の
イ
ン
パ
ク
ト
が
生
み
出
さ
れ
る
こ

と
が
パ
イ
ロ
ッ
ト
活
動
に
よ
り
示
さ
れ
た
（
例
：

S
o
lo
川
の
河
川
地
域
管
理
や

B
ra

n
ta

s
川
の
住
民
参

加
）。

パ
イ
ロ
ッ
ト
活
動
で
は
、
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
サ
ー
ビ
ス
が
、
そ
の
よ
う
な
協
力
を
可
能
に
す
る

良
い
機
会
を
提
供
し
て
き
た
。

 

R
C

W
R
が
提
供
す
る
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
機
能
を
拡
大
す
る
、
新
た
な
仕
組
み
に
係
わ
る
計
画
が
進
行
中
で
、

パ
イ
ロ
ッ
ト
活
動
を
通
し
て
、

R
B

O
に
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
を
提
供
す
る
際
の

D
U

W
R

M
T
内
で
の
業
務
手

順
の
一
部
も
構
築
さ
れ
た
。

 

 
 

そ
の
他
の
貢
献
要
因
の
影
響
は
あ
る
か
？

 
P

D
M

改
訂
に
加
え
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
達
成
の
上
で
、
以
下
の

2
つ
が
主
な
貢
献
要
因
と
な
っ
た
。

 


 

イ
ン
ド
ネ
シ
ア
側
の
強
い
オ
ー
ナ
ー
シ
ッ
プ
意
識
：
 

C
/P

の
卓
越
性
の
追
求
意
欲
や
、
質
の
高
い
成

果
を
生
み
出
す
こ
と
へ
の
欲
求
が
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
の
達
成
に
貢
献
し
た
。担

当
の
モ
ジ
ュ
ー
ル
や

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

/マ
ニ
ュ
ア
ル
を
よ
り
質
の
高
い
も
の
に
仕
上
げ
る
た
め
に
、

C
/P

は
大
学
の
教
授
や

日
本
人
専
門
家
な
ど
担
当
分
野
の
有
識
者
に
積
極
的
に
相
談
し
、
担
当
分
野
の
他
の

C
/P

や
ロ
ー
カ

ル
・
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
と
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
を
と
る
努
力
を
払
っ
て
き
た
。

 


 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
設
計
と
実
施
に
お
け
る
現
場
主
義
の
ア
プ
ロ
ー
チ
：
 
水
資
源
管
理
を
適
切
に
実

施
す
る
に
は
、
河
川
流
域
に
住
む
住
民
に
つ
い
て
熟
知
し
て
い
る
こ
と
が
必
要
で
あ
り
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
開
始
か
ら
採
ら
れ
て
き
た
現
場
活
動
を
重
視
し
た
ア
プ
ロ
ー
チ
は
、

D
U

W
R

M
T

と
R

B
O
、
河
川

流
域
に
住
む
住
民
の
繋
が
り
を
強
化
す
る
こ
と
に
貢
献
し
て
き
た
。
ま
た
、
現
状
診
断
調
査
・
ニ
ー
ズ

調
査
や
パ
イ
ロ
ッ
ト
活
動
な
ど
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
活
動
は
、

R
B

O
に
は
そ
の
ニ
ー
ズ
を
明
確
に
表
明

す
る
機
会
を
、

D
U

W
R

M
T
に
は

R
B

O
の
ニ
ー
ズ
を
よ
り
詳
細
に
把
握
す
る
貴
重
な
機
会
を
提
供
し

て
き
た
。

 

 
目
標
達
成
を
阻
害

し
た
要
因

 

そ
の
他
の
阻
害
要
因
の
影
響
は
あ
る
か
（

C
/P

の
辞
職

や
異
動
や
予
算
不
足
な
ど
）
？

 
 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
達
成
の
主
な
阻
害
要
因
は
、
公
共
事
業
省
内
の

D
U

W
R

M
T
の
位
置
づ
け
で
あ
る
。
エ

セ
ロ
ン
（

E
se

lo
n
）
格
付
け
を
与
え
ら
れ
た
恒
久
的
な
機
関
と
な
っ
て
い
な
い
こ
と
は
、

D
U

W
R

M
T

が
研

修
や
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
サ
ー
ビ
ス
を
定
常
的
に

R
B

O
に
提
供
す
る
業
務
環
境
を
不
安
定
に
し
て
い
る
。

 

 



 

5 

 

5
項
目

 
評
価
項
目

 
結
 
果

 
大
項
目

 
小
項
目

 

効
率
性

 
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
側

 

投
入
の
適
切
さ

 

C
/P

の
人
数
、
配
置
状
況
（
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
活
動
と
通

常
業
務
と
の
バ
ラ
ン
ス
）、

能
力
は
適
切
だ
っ
た
か
？

 

C
/P

は
概
ね
適
切
に
配
置
さ
れ
た
。

 


 

合
計
で

3
4
名
が

C
/P

と
し
て
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
配
置
さ
れ
た
。

 


 

質
問
表
調
査
・
面
接
調
査
で
は
、
多
く
の

C
/P

が
通
常
業
務
と
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
活
動
の
バ
ラ
ン
ス
を
保

つ
の
が
難
し
か
っ
た
が
、
積
極
的
に
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
活
動
に
時
間
を
割
い
て
活
動
を
進
め
た
と
述
べ
て

い
た
。

 


 

イ
ン
ド
ネ
シ
ア
側
に
よ
り
雇
用
さ
れ
た
ロ
ー
カ
ル
・
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
の
補
佐
の
も
と
、

C
/P

は
設
定

さ
れ
た
予
定
に
沿
っ
て
、
必
要
な
モ
ジ
ュ
ー
ル
や
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

/マ
ニ
ュ
ア
ル
を
適
切
に
作
成
し
た
。 


 

中
間
レ
ビ
ュ
ー
で
は
、
作
業
グ
ル
ー
プ
メ
ン
バ
ー
の
増
加
と
い
う
提
言
が
あ
っ
た
も
の
の
、

R
C

W
R

内
に
お
け
る
適
切
な
人
材
の
不
足
か
ら
、
こ
の
提
言
は
実
行
さ
れ
な
か
っ
た
。

 

 
 

イ
ン
ド
ネ
シ
ア
側
に
よ
る
施
設
・
機
材
の
投
入
は
適

切
だ
っ
た
か
？

 

 

ソ
ロ
で
の
執
務
室
と
そ
の
他
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
実
施
に
必
要
な
施
設
（
寮
や
教
室
等
）
は
適
切
に
提
供
さ
れ

た
。

 
 


 

執
務
室
、
寮
、
教
室
が
あ
る
ソ
ロ
の
研
修
施
設
の
工
事
は
完
工
間
近
で
あ
る
。

 


 

ソ
ロ
で
の
執
務
室
に
加
え
、
ジ
ャ
カ
ル
タ
で
の
執
務
室
（

2
0
0
9
年
迄
）、

バ
ン
ド
ン
で
の
執
務
室
（

2
0
1
0

年
迄
）
が
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
側
よ
り
提
供
さ
れ
た
。

 

 
 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
予
算
は
適
正
規
模
だ
っ
た
か
？

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
実
施
に
必
要
な
予
算
は
適
切
に
配
分
さ
れ
た
。

 


 

2
0
0
8
年
度
、

2
0
0
9
年
度
、

2
0
1
0
年
度
に
は
、
合
計

9
3
億

8
,6

3
4
万

5
千
ル
ピ
ア
（
約

8
,6

8
0
万
円
）

の
予
算
が
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
側
か
ら
支
給
さ
れ
、

2
0
1
1
年
度
に
は

3
3
億

4
,0

2
4
万

6
千
ル
ピ
ア（

約
3
,0

9
0

万
円
）
の
予
算
が
承
認
さ
れ
た
。

 

 
日
本
側
投
入
の

 

適
切
さ

 

専
門
家
の
派
遣
人
数
、
専
門
分
野
、
派
遣
時
期
、
派

遣
期
間
は
適
切
だ
っ
た
か
？

 

 

専
門
家
派
遣
は
概
ね
適
切
に
行
わ
れ
た
。

 


 

様
々
な
専
門
分
野
に

5
名
の
長
期
専
門
家
と

9
名
の
短
期
専
門
家
が
派
遣
さ
れ
た
。

 


 

質
問
表
調
査
及
び
面
接
調
査
に
よ
れ
ば
、多

く
の

C
/P

が
専
門
家
の
専
門
分
野
と
能
力
は
非
常
に
適
切

だ
っ
た
と
い
う
意
見
を
示
し
た
。

 


 

本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
は
、

C
/P

の
学
歴
が
高
か
っ
た
た
め
、
日
本
の
技
術
移
転
に
対
し
て
非
常
に
高
い

期
待
を
抱
い
て
い
た
。

C
/P

の
中
に
は
、
期
待
し
て
い
た
日
本
の
技
術
や
知
識
を
習
得
す
る
に
は
、
専

門
家
の
派
遣
期
間
、
特
に
短
期
専
門
家
の
派
遣
期
間
、
が
短
す
ぎ
る
と
感
じ
た
者
も
い
た
。

 

 
 

本
邦
研
修
に
お
け
る
研
修
員
受
入
れ
人
数
、
分
野
、

研
修
内
容
、
研
修
期
間
、
受
入
れ
時
期
は
適
切
だ
っ

た
か
？

 

C
/P

の
本
邦
研
修
は
概
ね
適
切
に
実
施
さ
れ
た
。

 


 

合
計

2
1
名
の

C
/P

が
4
つ
の
分
野
で
本
邦
研
修
を
受
け
た
。

 


 

2
0
0
9
年
度
の
研
修
参
加
者
は
報
告
会
を
開
催
し
て

C
/P

本
邦
研
修
で
得
た
知
識
や
技
術
を
同
僚
と
共

有
し
て
お
り
、

2
0
1
0
年
度
の
研
修
参
加
者
の
報
告
会
は
今
後
、
開
催
が
予
定
さ
れ
て
い
る
。

 


 

そ
の
他
の
知
識
普
及
の
事
例
に
は
、研

修
参
加
者
が
本
邦
研
修
で
習
っ
た
日
本
の
河
川
管
理
を
イ
ン
ド

ネ
シ
ア
の
新
聞
で
紹
介
し
た
り
、
小
冊
子
を
作
成
し
た
り
し
た
事
例
が
挙
げ
ら
れ
る
。

 



 

6 

 

5
項
目

 
評
価
項
目

 
結
 
果

 
大
項
目

 
小
項
目

 

効
率
性

 
日
本
側
投
入
の

 

適
切
さ

 

供
与
機
材
の
質
と
量
は
適
切
だ
っ
た
か
？

 
機
材
は
適
切
に
供
与
さ
れ
た

 


 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
実
施
に
必
要
な
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
ー
や
視
聴
覚
機
材
、
水
位
計
、
ポ
ー
タ
ブ
ル
型
水
深

計
な
ど
が
供
与
さ
れ
た
。

 


 

供
与
機
材
の
合
計
金
額
は
約

5
億

4
,4

2
0
万
ル
ピ
ア
（
約

5
百
万
円
）
で
あ
る
。

 

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
実

施
体
制
の
適
切
さ

 

合
同
調
整
委
員
会
（

JC
C
）
は
適
切
に
機
能
し
た
か
？

 
JC

C
は
適
切
に
実
施
さ
れ
た
。

 


 

JC
C

会
議
は
、
日
常
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
活
動
実
施
に
関
わ
っ
て
い
る

C
/P

だ
け
で
な
く
、
公
共
事
業

省
の
幹
部
の
出
席
の
下
で
実
施
さ
れ
て
い
る
。

 


 

JC
C

会
議
は
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
進
捗
状
況
と
、
近
日
、
実
施
が
予
定
さ
れ
て
い
る
活
動
の
計
画
に

関
す
る
情
報
共
有
の
よ
い
場
と
し
て
機
能
し
、
効
率
的
な
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
管
理
に
貢
献
し
て
い
る
。

 

 
他
機
関
・
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト
と
の
連
携

 

他
の
機
関
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
と
の
効
果
的
協
力
が
あ

り
、
そ
れ
に
よ
っ
て
効
率
性
が
向
上
し
た
か
？

 


 

本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
は
、

C
R

B
O

M
や
他
の

JI
C

A
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
（
地
方
政
府
職
員
環
境
管
理
能
力

強
化
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
［

S
E

M
A

C
］）
、
水
災
害
・
リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
国
際
セ
ン
タ
ー
（

IC
H

A
R

M
）、

F
o
ru

m
 P

ed
u
li

 B
an

ji
r
な
ど
の
現
地

N
G

O
と
の
効
果
的
な
連
携
が
あ
っ
た
。

 


 

C
R

B
O

M
：
 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が
使
用
す
る
ソ
ロ
の
執
務
室
は
、

C
R

B
O

M
の
執
務
室
と
同
じ
建
物
に

あ
る
。

2
0
0
9
年
に

C
R

B
O

M
が
設
立
さ
れ
て
以
来
、
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、

C
R

B
O

M
と
効
率
的
に

情
報
共
有
を
行
っ
て
い
る
。
両
機
関
は
補
完
関
係
に
あ
る
。

 


 

S
E

M
A

C
：
 

2
0
1
0
年

8
月

2
5
日
に
、

D
U

W
R

M
T
と
流
域
水
質
管
理
の
合
同
セ
ミ
ナ
ー
を
開
催
し
、

公
共
事
業
省
、
環
境
省
、
地
方
政
府
機
関
か
ら

9
0
名
が
参
加
し
た
。

 


 

IC
H

A
R

M
：
 

2
0
1
0
年

1
2
月

1
7
日
か
ら

2
0
1
0
年

1
2
月

1
8
日
に

IC
H

A
R

M
が
実
施
し
た
総
合
洪

水
解
析
シ
ス
テ
ム
（

IF
A

S
）
の
研
修
に

6
名
の

C
/P

が
参
加
し
た
。

 


 

F
o
ru

m
 P

ed
u

li
 B

an
ji

r：
 
住
民
参
加
分
野
の
パ
イ
ロ
ッ
ト
活
動
を
促
進
し
た
。

 

 
効
率
性
を
向
上
ま

た
は
阻
害
し
た
要

因
 

効
率
性
を
向
上
・
阻
害
し
た
そ
の
他
の
要
因
は
あ
っ

た
か
？

 

効
率
性
を
阻
害
し
た
要
因
に
は
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
側
の
期
待
通
り
に

P
JT

1
に
よ
る
関
与
が
得
ら
れ
な
か
っ

た
こ
と
が
挙
げ
ら
れ
る
。

 


 

本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は

P
JT

1
の
よ
り
強
い
関
与
を
促
進
す
る
こ
と
に
係
わ
る
中
間
レ
ビ
ュ
ー
の
提
言
を

実
行
す
る
こ
と
が
で
き
な
か
っ
た
。

 


 

P
JT

1
と
の
面
接
調
査
に
よ
る
と
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
開
始
時
に
覚
書
（

M
O

U
）
が
締
結
さ
れ
て
い
な

か
っ
た
た
め
、
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
又
は

D
U

W
R

M
T
が
期
待
し
て
い
る

P
JT

1
の
役
割
や
責
任
が
明
確

で
な
か
っ
た
と
の
こ
と
で
あ
る
。

 



 

7 

 

5
項
目

 
評
価
項
目

 
結
 
果

 
大
項
目

 
小
項
目

 

イ
ン
パ
ク
ト

 
上
位
目
標
の
達
成

見
込
み

 

上
位
目
標

 

「
R

B
O
の
実
践
的

水
資
源
管
理
の
実

施
能
力
が
流
域
レ

ベ
ル
で
強
化
さ
れ

る
。」

 

上
位
目
標
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
後

3
-5

年
程
度
で

可
能
か
？
（
上
位
目
標
と
指
標
は
妥
当
か
？
）

 

指
標

 

1
. 

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

/マ
ニ
ュ
ア
ル
が
整
備
さ
れ
、
流

域
の

R
B

O
に
よ
る
利
用
が
勧
奨
さ
れ
る
。

 

2
. 

R
B

O
が
流
域
で
グ
ッ
ト
プ
ラ
ク
テ
ィ
ス
（
使
用

さ
れ
て
い
る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

/マ
ニ
ュ
ア
ル
の

数
）
を
実
践
す
る
。

 

3
. 

D
U

W
R

M
T
が
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
国
内
で
水
資
源

管
理
の
ナ
レ
ッ
ジ
ハ
ブ
と
し
て
機
能
す
る
。

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
時
か
ら

3
年
か
ら

5
年
の
間
で
上
位
目
標
が
達
成
さ
れ
る
見
通
し
は
不
確
実
で
あ
る
。

上
位
目
標
が
達
成
さ
れ
る
に
は
、

R
B

O
が

D
U

W
R

M
T
を
「
信
頼
で
き
る
機
関
」
と
認
識
す
る
よ
う
に
な

る
た
め
の
い
く
つ
か
の
措
置
が
と
ら
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 


 

R
B

O
に

期
待

さ
れ

る
意
識

や
能
力

、
専

門
技
術

が
以
前

と
ど
れ

だ
け

異
な

る
か

と
い
う

こ
と

、

D
U

W
R

M
T
の

R
B

O
向
け
の
サ
ー
ビ
ス
提
供
の
実
績
が
ま
だ
限
定
的
な
も
の
で
あ
る
こ
と
を
考
慮
す

る
と
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
時
か
ら

3
年
か
ら

5
年
の
間
で
上
位
目
標
が
達
成
さ
れ
る
見
通
し
は
不
確

実
で
あ
る
と
言
わ
ざ
る
を
得
な
い
。

 


 

上
位
目
標
が
達
成
さ
れ
る
た
め
に
は
、

D
U

W
R

M
T
の
制
度
的
位
置
づ
け
が
確
立
さ
れ
て
十
分
な
予
算

と
人
材
が
確
保
さ
れ
る
安
定
し
た
業
務
環
境
が
得
ら
れ
る
と
と
も
に
、

D
U

W
R

M
T
が
定
常
的
に
研
修

と
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
サ
ー
ビ
ス
を

R
B

O
に
提
供
す
る
こ
と
で
そ
の
サ
ー
ビ
ス
提
供
経
験
に
基
づ
い
た

研
修
と
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
サ
ー
ビ
ス
の
改
善
を
継
続
的
に
実
施
し
て
い
く
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。

 

 
そ
の
他

 
当
初
予
想
し
な
か
っ
た
正
負
の
影
響
（
イ
ン
ド
ネ
シ

ア
側
の
人
材
育
成
方
針
へ
の
影
響
、
水
資
源
政
策
へ

の
影
響
、
民
間
企
業
へ
の
影
響
な
ど
）
は
あ
る
か
？

 


 

終
了
時
評
価
時
点
で
は
、
負
の
イ
ン
パ
ク
ト
は
見
受
け
ら
れ
な
い
。

 


 

パ
イ
ロ
ッ
ト
活
動
が
示
す
よ
う
に
、本

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
の
社
会
経
済
保
障
に
大
規
模

な
正
の
イ
ン
パ
ク
ト
を
も
た
ら
す
可
能
性
は
十
分
に
あ
る
。

 


 

住
民
参
加
分
野
の
パ
イ
ロ
ッ
ト
活
動
が
実
施
さ
れ
て
い
る
村
の
村
長
に
よ
る
と
、パ

イ
ロ
ッ
ト
活
動
の

結
果
（
川
の
堤
防
修
繕
活
動
や
早
期
洪
水
警
報
シ
ス
テ
ム
の
設
置
）、

村
人
は
自
分
達
の
生
命
の
確
保

と
安
心
を
得
た
と
の
こ
と
で
あ
る
。

 

自
立
発
展
性

 
政
策
・
制
度
面

 
D

U
W

R
M

T
は
公
共
事
業
省
内
の
正
式
な
組
織
と
し

て
認
可
さ
れ
た
か
？

D
U

W
R

M
T
の
位
置
づ
け
、
役
割

は
明
確
か
？

 

公
共
事
業
省
に
お
け
る

D
U

W
R

M
T
の
位
置
づ
け
は
中
間
レ
ビ
ュ
ー
時
と
変
わ
っ
て
い
な
い
。

 


 

D
U

W
R

M
T
は
エ
セ
ロ
ン
格
付
け
を
与
え
ら
れ
た
恒
久
的
な
組
織
で
は
な
く
、
公
共
事
業
省
省
令
（

N
o
. 

6
7
2
/K

P
T

S
/M

/2
0
0
8
）
と

2
0
0
8
年
に
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
側
と
日
本
側
双
方
に
よ
り
署
名
さ
れ
た
協
議
議

事
録
の

2
つ
の
文
書
に
よ
っ
て
設
立
さ
れ
た
非
常
設
ユ
ニ
ッ
ト
（

w
o
rk

in
g
 
u
n
it
）
と
い
う
位
置
づ
け

で
あ
る
。

 


 

イ
ン
ド
ネ
シ
ア
の
政
治
の
流
れ
が
「
小
さ
な
政
府
」
の
方
向
へ
と
向
か
っ
て
い
る
た
め
、
政
府
機
関
の

数
を
増
や
す
こ
と
は
困
難
で
あ
る
。

 

 
 

D
U

W
R

M
T

は
公
共
事
業
省
内
の
正
式
な
組
織
と
し

て
認
可
さ
れ
た
か
？

D
U

W
R

M
T
の
位
置
づ
け
、
役
割

は
明
確
か
？

 


 

D
U

W
R

M
T

を
エ
セ
ロ
ン
格
付
け
が
与
え
ら
れ
た
恒
久
的
な
組
織
に
す
る
た
め
に
、「

技
術
普
及
セ
ン

タ
ー
（

B
al

ai
 B

es
ar

 T
ek

n
o
lo

g
i 

P
er

su
g
ai

an
［

B
B

T
P
］）
」
の
コ
ン
セ
プ
ト
が
作
ら
れ
、
調
査
開
発
庁

内
で
議
論
が
進
め
ら
れ
て
い
る
。
こ
の
コ
ン
セ
プ
ト
の
内
容
は
、

D
U

W
R

M
T
が
河
川
研
究
セ
ン
タ
ー

（
B

al
ai

 S
u
n
g
ai
）
と
統
合
し
、
階
級
（
エ
セ
ロ
ン
）

II
-b

を
持
つ
機
関
に
再
編
さ
れ
る
と
い
う
も
の
で

あ
る
。

 

 
 

水
資
源
管
理
の
支
援
組
織
間
に
お
け
る
協
力
や
連
携

を
促
進
す
る
体
制
が
確
立
さ
れ
て
い
る
か
？

 


 

水
資
源
管
理
は
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
で
も
最
重
要
課
題
の
ひ
と
つ
で
あ
る
た
め
、多

く
の
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ

や
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

が
同
国
に
お
け
る
統
合
水
資
源
管
理

促
進
に
係
わ
る
活
動
を
実
施
し

て
い
る
。

A
D

B
や

C
R

B
O

M
、
ア
ジ
ア
河
川
流
域
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
（

N
A

R
B

O
）、

水
評
議
会
や

C
K

N
et

-I
N

A
等

の
機
関
や
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
と
の
協
力
が
、
同
国
の
水
資
源
管
理
に
お
け
る

D
U

W
R

M
T

の
存
在
感
を

高
め
、
自
立
発
展
性
強
化
に
貢
献
し
て
い
く
と
考
え
ら
れ
る
。

 

 



 

8 

 

5
項
目

 
評
価
項
目

 
結
 
果

 
大
項
目

 
小
項
目

 

自
立
発
展
性

 
組
織
面

 
D

U
W

R
M

T
か
ら

R
B

O
や
そ
の
他
関
係
組
織
へ

D
U

W
R

M
T
に
関
す
る
情
報
が
効
果
的
か
つ
定
期
的

に
発
信
さ
れ
る
仕
組
み
が
構
築
さ
れ
て
い
る
か
？

 


 

D
U

W
R

M
T
の
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
が
立
ち
あ
げ
ら
れ
、
１
日
平
均

2
0
0
件
の
ア
ク
セ
ス
件
数
を
記
録
し
て

い
る
。
同
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
に
は
、
月
刊
ニ
ュ
ー
ス
レ
タ
ー
や
近
日
、
実
施
が
計
画
さ
れ
て
い
る
ワ
ー
ク

シ
ョ
ッ
プ
や
研
修
な
ど
の
イ
ベ
ン
ト
の
情
報
、
パ
イ
ロ
ッ
ト
地
域
で
の
活
動
情
報
、
関
連
機
関
へ
の
ウ

ェ
ブ
サ
イ
ト
へ
の
リ
ン
ク
が
掲
載
さ
れ
て
い
る
。

 


 

D
U

W
R

M
T
に
よ
る
と
、

2
0
1
1
年
に
は

D
U

W
R

M
T
定
期
刊
行
物
の
配
布
開
始
が
計
画
さ
れ
て
い
る
。 

 
 

D
U

W
R

M
T
の
組
織
・
運
営
能
力
を
継
続
的
に
強
化
し

て
い

く
た

め
の

組
織

的
体

制
が

構
築

さ
れ

て
い

る

か
? 


 

「
実
践
的
水
資
源
管
理
技
術
普
及
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
案
」
と
称
す
る

D
U

W
R

M
T

の
組
織
開
発
計
画

の
草
稿
が
作
ら
れ
た
。
こ
の
文
書
に
は
、

D
U

W
R

M
T
の
内
部
人
材
能
力
開
発
の
課
題
や
対
応
が
含
ま

れ
て
い
る
。

 

 
 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
後
も
、

D
U

W
R

M
T
が

R
B

O
の

流
域
管
理
実
施
能
力
を
強
化
す
る
た
め
の
人
材
が
十

分
に
確
保
さ
れ
る
か
？

 
 


 

R
C

W
R
に
よ
る
と
、

D
U

W
R

M
T
へ
の
人
材
配
置
は
優
先
事
項
と
な
っ
て
い
る
。

 


 

長
期
的
な
組
織
の
自
立
発
展
性
と
い
う
観
点
か
ら
、し

か
る
べ
き
専
門
分
野
や
能
力
を
持
っ
た
適
切
な

人
材
を
研
修
や
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
に
タ
イ
ミ
ン
グ
よ
く
派
遣
す
る
た
め
に
は
、
人
材
（
知
識
パ
ー
ト
ナ

ー
）
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
拡
大
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
こ
と
を

D
U

W
R

M
T
は
認
識
し
て
い
る
。

 

 
財
務
面

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
後
も
、

D
U

W
R

M
T
が

R
B

O
の

流
域
管
理
実
施
能
力
を
強
化
す
る
た
め
の
予
算
が
十

分
に
確
保
さ
れ
る
か
？

 
 


 

D
U

W
R

M
T
の
予
算
は

2
0
0
9
年
－

2
0
1
4
年
の

5
ヶ
年
予
算
案
で
優
先
事
項
と
し
て
位
置
づ
け
ら
れ
て

い
る
。
予
算
案
に
よ
る
と
、

R
C

W
C
全
予
算
の

1
7
％
が
尐
な
く
と
も

2
0
1
4
年
ま
で

D
U

W
R

M
T
に
配

分
さ
れ
る
予
定
で
あ
る
。
例
え
ば
、

2
0
1
3
年
に
は

1
,5

4
7
,1

7
1
,0

0
0
 
ル
ピ
ア
（
約

1
,4

3
0
万
円
）
が

D
U

W
R

M
T
の
経
常
経
費
と
し
て
計
画
さ
れ
て
い
る
。

 

 
技
術
面

 

 

中
核

と
な

る
人

材
は

質
量

と
も

に
十

分
に

育
成

さ

れ
、

D
U

W
R

M
T
に
よ
る

R
B

O
へ
の
効
果
的
な
サ
ー

ビ
ス
の
提
供
が
期
待
で
き
る
か
？
ま
た
、
技
術
の
定

着
・
発
展
が
期
待
で
き
る
か
？

 

実
地
研
修
（

O
JT
）
を
通
し
て
、

R
B

O
向
け
に
技
術
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る

D
U

W
R

M
T
ス
タ
ッ
フ
の
能
力

は
強
化
さ
れ
た
。

 


 

（
1
）

D
U

W
R

M
T
は
ま
だ
研
修
を
開
始
し
た
ば
か
り
で
あ
る
こ
と
、（

2
）
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

/マ
ニ
ュ
ア

ル
が
ま
だ
非
公
式
で
あ
る
こ
と
、（

3
）
新
し
い
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
の
仕
組
み
の
下
、
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ

サ
ー
ビ
ス
が
ま
だ
提
供
さ
れ
て
い
な
い
こ
と
を
考
慮
す
る
と
、
中
核
と
な
る
人
材
が
十
分
に
育
成
さ

れ
、

D
U

W
R

M
T
に
よ
る

R
B

O
へ
の
効
果
的
な
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
が
期
待
で
き
る
と
言
う
の
は
時
期

尚
早
で
あ
る
。

 

 
 

イ
ン
ド
ネ
シ
ア
側

C
/P
・
ス
タ
ッ
フ
だ
け
で
、
機
材
の

維
持
管
理
・
更
新
を
技
術
的
に
行
え
る
か
？

 


 

イ
ン
ド
ネ
シ
ア
の
組
織
・
制
度
全
般
に
お
い
て
維
持
管
理
の
重
要
性
が
認
識
さ
れ
始
め
た
。
近
年
の
組

織
再

編
で

は
、

水
資

源
総

局
の

傘
下

に
、

業
務

管
理

・
維

持
局

（
D

ir
ec

to
ra

te
 

o
f 

O
p
er

at
io

n
al

 

M
an

ag
em

en
t 

an
d
 M

ai
n
te

n
an

ce
）
が
新
た
に
追
加
さ
れ
た
。

 


 

専
門
家
に
よ
れ
ば
、専

門
家
達
は
維
持
管
理
の
重
要
性
に
係
わ
る

C
/P

の
認
識
を
高
め
る
よ
う
努
め
て

き
た
。日

本
側
に
よ
り
供
与
さ
れ
た
機
材
の
ほ
と
ん
ど
は
、必

要
に
応
じ
て

C
/P

が
独
自
で
維
持
管
理
、

更
新
、
取
替
え
を
行
え
る
よ
う
に
、
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
国
内
で
購
入
さ
れ
た
。

 
 

 
自
立
発
展
性
を
向

上
ま
た
は
阻
害
す

る
そ
の
他
の
要
因

 

自
立
発
展
性
を
向
上
ま
た
は
阻
害
す
る
そ
の
他
の
要

因
は
あ
る
か
？

 

D
U

W
R

M
T
が
効
果
的
な
組
織
と
し
て
機
能
す
る
に
は
、

R
B

O
か
ら
の
信
頼
を
構
築
す
る
必
要
が
あ
る
。
信

頼
構
築
に
は
、（

1
）
研
修
の
定
常
的
な
提
供
、（

2
）
研
修
内
容
の
継
続
的
な
充
実
化
、（

3
）
ト
レ
ー
ナ
ー
の

研
修
能
力
向
上
、（

4
）
関
係
機
関
と
の
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
の
拡
大
、（

5
）
継
続
的
な
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

/マ
ニ

ュ
ア
ル
の
内
容
改
善
を
通
じ
て
、
技
術
的
自
立
発
展
性
を
強
化
す
る
更
な
る
取
り
組
み
を
行
っ
て
い
く
こ
と

が
必
要
で
あ
る
。

 

 



 

1 

添
付
資
料
６

 

6
a
 
質
問
票
調
査
・
面
接
調
査
結
果
（
専
門
家
）

 

 
平

均
Y

e
s
,

Y
e

s
,

N
o

,
N

o
t

そ
の

他
ス

コ
ア

ve
ry

 m
u

ch
a
lm

o
s
t

n
o
t 

m
u

c
h

a
t 

a
ll

(
加

重
3

2
1

0
-

平
均

)

I (1
)

3
0

0
0

0
3
.0

0

1
0
0
%

0
%

0
%

0
%

0
%

0
3

0
0

0
2
.0

0

0
%

1
0
0
%

0
%

0
%

0
%

2
1

0
0

0
2
.6

7

6
7
%

3
3
%

0
%

0
%

0
%

(3
)

担
当
分
野
の

C
/P
、
ス
タ
ッ
フ
と
の
共
同
作
業
、
技
術
移
転
、
コ
ミ
ュ

ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
を
緊
密
か
つ
適
切
に
実
施
で
き
た
か
？

●
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
前
半
は
専
門
家
所
在
地
が
バ
ン
ド
ン
と
ソ
ロ
に
別
れ
て
い
た
こ
と
も
あ
り
、
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
に
問
題
が

あ
っ
た
。
（
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
側
か
ら
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
不
足
を
指
摘
さ
れ
た
こ
と
も
あ
る
。
）
中
間
評
価
で
提
言
に
沿
っ
て
、

1
0
年

5
月
に
専
門
家
を
ソ
ロ
に
集
結
し
た
。
そ
の
後
、
専
門
家
間
で
も
、
専
門
家
・

C
/P
間
で
も
良
好
な
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
が
と
ら

れ
て
い
る
。

●
 毎

週
１
回
の
定
例
打
ち
合
わ
せ
を
ソ
ロ
で

D
U

W
R

M
T
ス
タ
ッ
フ
参
加
の
も
と
実
施
す
る
こ
と
に
よ
り
、
双
方
の
予
定
、
進
捗
状
況

の
確
認
を
行
っ
て
い
る
。
緊
密
な
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
を
心
が
け
て
は
い
る
も
の
の
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
実
務
運
営
は
イ
ン
ド
ネ
シ

ア
語
で
行
わ
れ
て
い
る
た
め
（
例
：
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
は
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
語
）
、
共
有
さ
れ
て
い
る
情
報
の
「
深
さ
」
が
心
配
で
あ
る
。

そ
の
対
応
と
し
て
、

2
0
1
0
年
秋
以
降
、
重
要
な
会
議
等
で
は
、
日
イ
通
訳
を
随
時
入
れ
て
い
る
。

本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
関
し
、
実
施
機
関
の
運
営
管
理
体
制
は
確
立
さ
れ

て
い
る
か
？

●
　

D
U

W
R

M
T
ユ
ニ
ッ
ト
長
お
よ
び
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
・
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
の
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
に
よ
り
、
ソ
ロ
（

D
U

W
R

M
T
・
河

川
研
究
セ
ン
タ
ー
）
と
バ
ン
ド
ン
（

R
C

W
R
）
に
滞
在
す
る

C
/P
と
の
連
絡
調
整
が
密
に
行
わ
れ
て
い
る
。
多
く
の

C
/P
は
、
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
活
動
と
本
来
業
務
を
兼
務
し
て
い
る
た
め
、
そ
れ
ぞ
れ
の
事
情
に
よ
り
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
が
遅
れ
る
こ
と
も
あ
っ
た
が
、

D
U

W
R

M
T
は
そ
の
遅
れ
の
是
正
や
対
処
を
誠
実
に
行
っ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
運
営
管
理
体
制
は
確
立
さ
れ
機
能
し
て
い
る
と
判
断
さ

れ
る
。
ま
た
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
前
半
は
日
本
人
専
門
家
を
ソ
ロ
と
バ
ン
ド
ン
の
両
方
に
配
置
し
て
い
た
が
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
実
施
に
係

わ
る
課
題
が
あ
っ
た
た
め
、
後
半
は
ソ
ロ
に
全
員
を
集
結
す
る
こ
と
と
し
た
。
以
降
、
ソ
ロ
と
バ
ン
ド
ン
の
意
思
疎
通
や
運
営
管
理
を

サ
ポ
ー
ト
す
る
た
め
に
、

R
C

W
R
の
元
所
長
を
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
と
し
て
雇
用
し
た
。
そ
の
こ
と
も
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
運
営
に
対
し

て
大
き
な
貢
献
と
な
っ
た
。

●
　
全
体
の
流
れ
と
し
て
、
中
間
レ
ビ
ュ
ー
時
に

P
D

M
が
見
直
さ
れ
、
活
動
内
容
・
指
標
等
が
具
体
化
さ
れ
た
。

P
D

M
変
更
に
よ

り
、

D
U

W
R

M
T
の
主
体
性
が
強
化
さ
れ
、
確
固
た
る
運
営
管
理
体
制
が
確
立
さ
れ
た
。
今
後
の
懸
念
事
項
と
し
て
は
、
①
人
事
異
動

時
に
、
十
分
な
引
継
ぎ
が
行
わ
れ
な
い
こ
と
に
よ
り
、
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が
構
築
し
た
運
営
体
制
が
弱
ま
る
可
能
性
が
あ
る
こ
と
、
②

予
算
配
分
の
見
通
し
の
不
明
確
さ
（
通
年
事
業
と
し
て
、
継
続
的
に
研
修
を
実
施
す
る
予
算
を
毎
年
確
保
で
き
る
か
）
③

D
U

W
R

M
T

の
エ
セ
ロ
ン
を
与
え
ら
れ
た
恒
久
的
な
組
織
へ
の
格
上
げ
の
遅
延
、
若
し
く
は
格
上
げ
不
実
行
に
よ
る

D
U

W
R

M
T
の
消
失
、
が
挙
げ

ら
れ
る
。
改
善
案
と
し
て
は
、

D
U

W
R

M
T
の
強
い
主
体
性
の
維
持
、

D
U

W
R

M
T
格
上
げ
に
向
け
た
側
面
支
援
の
実
施
、
格
上
げ
後
の

定
常
的
な
活
動
体
制
の
構
築
の
た
め
の
環
境
整
備
支
援
が
挙
げ
ら
れ
る
。

●
　

D
U

W
R

M
T
の
研
修
実
施
能
力
は
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
通
じ
て
確
立
さ
れ
た
。

1
1
年

1
月
の
短
期
専
門
家

O
＆

M
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ

に
お
い
て
も
、
関
係
機
関
（

P
JT
、
地
方
政
府
）
と
の
連
携
に
よ
る
研
修
の
実
施
に
つ
い
て
積
極
的
に
対
応
し
て
く
れ
た
。

（
注
）
各
欄
上
段
の

 数
値
は
該
当
す
る
回
答
数
、
下
段
は
質
問
表
対
象

者
数
（

3
）
に
対
す
る
シ
ェ
ア
（
％
）

(2
)

本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
全
体
の
目
的
、
デ
ザ
イ
ン
（

P
D

M
2
）
、
担
当
業
務

を
水
資
源
管
理
技
術
普
及
ユ
ニ
ッ
ト
（

D
U

W
R

M
T
）
を
は
じ
め
と
す

る
作
業
グ
ル
ー
プ
の
メ
ン
バ
ー
や
そ
の
他
の

C
/P
は
は
よ
く
理
解
し
て

い
る
か
？

●
　
中
間
評
価
後
に

P
D

M
が
改
訂
さ
れ
た
。

P
D

M
改
訂
に
あ
た
り
、

P
D

M
の
内
容
に
つ
い
て
幾
度
も
打
ち
合
わ
せ
が
さ
れ
、
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
関
係
者
間
で
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
デ
ザ
イ
ン
・
方
向
性
の
理
解
が
深
ま
っ
た
。
改
訂
以
前
は
、

P
D

M
の
内
容
が
拡
大
解
釈
さ

れ
て
い
た
部
分
が
あ
り
、
そ
の
理
解
の
修
正
は
困
難
で
あ
っ
た
。

●
　
ソ
ロ
の

C
/P
は

P
D

M
の
内
容
を
よ
く
理
解
し
て
い
る
。
赴
任
当
初
、
バ
ン
ド
ン
の

C
/P
の
一
部
に
つ
い
て
は
、
若
干

P
D

M
内
容
の

理
解
不
足
が
見
受
け
ら
れ
た
が
、
調
整
の
経
て
、

P
D

M
の
趣
旨
に
の
っ
と
っ
た
パ
イ
ロ
ッ
ト
活
動
を
展
開
中
で
あ
る
。

添
付

資
料

6
a
　

質
問

表
調

査
・

面
接

調
査

結
果

（
専

門
家

）

質
問

回
　

答

主
要

な
理

由
・

コ
メ

ン
ト

(ス
コ

ア
)

実
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%
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%
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%

0
%

0
%

0
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(2
)

本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
デ
ザ
イ
ン
は
、

D
U

W
R

M
T
の
ニ
ー
ズ
に
合
致
し

た
も
の
だ
っ
た
か
？
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
目
標
・
成
果
・
活
動
の
構
成
、

技
術
移
転
内
容
、

C
/P
の
理
解
度
等
を
踏
ま
え
て
ご
回
答
く
だ
さ
い
。

●
　

R
B

O
強
化
と
い
う
長
期
目
標
に
対
し
て
、
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
行
っ
た

D
U

W
R

M
T
の
活
動
方
向
性
や
そ
の
ツ
ー
ル
、
ス
キ
ー
ム

を
作
り
上
げ
て
い
く
プ
ロ
セ
ス
は
必
須
で
あ
っ
た
と
考
え
る
。

●
　
建
設
担
当
で
あ
っ
た
政
府
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
ユ
ニ
ッ
ト
が

R
B

O
と
し
て
衣
替
え
を
し
た
た
め
、
経
験
の
な
い
新
し
い
仕
事
を
系
統
立

て
て
実
践
し
て
い
く
た
め
の
第
一
歩
と
し
て
、

D
U

W
R

M
T
を
持
続
性
の
あ
る
形
で
機
能
強
化
す
る
こ
と
は
不
可
欠
で
あ
る
。

●
　
中
間
評
価
時
に

P
D

M
改
訂
を
日
イ
共
同
で
行
い
、
よ
り
具
体
的
な
活
動
内
容
と
し
た
こ
と
か
ら
、

P
D

M
の
理
解
度
は
高
ま
っ
た

と
考
え
る
。
当
初
の

P
D

M
は
、
日
イ
関
係
者
間
で
内
容
の
解
釈
に
違
い
が
あ
っ
た
。

(5
)

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
活
動
を
通
じ
て
、

C
/P
の
意
識
・
行
動
に
変
化
が
見
ら

れ
た
か
？
（
例
：
問
題
意
識
の
向
上
、
勤
務
態
度
の
変
化
、
時
間
の
厳

守
な
ど
）

●
　
毎
日
勤
務
を
共
に
し
て
い
る

D
U

W
R

M
T
の
若
手
に
と
っ
て
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
活
動
は
い
い
勉
強
に
な
っ
て
い
る
と
思
わ
れ
る
。

積
極
的
に
セ
ミ
ナ
ー
運
営
、
パ
イ
ロ
ッ
ト
活
動
に
関
わ
っ
て
く
れ
て
お
り
、
自
国
の
水
資
源
管
理
の
問
題
点
も
客
観
的
に
把
握
で
き
る

よ
う
に
な
っ
た
と
思
わ
れ
る
。

●
　

C
/P
側
で
各
ス
タ
ッ
フ
に
役
割
分
担
が
さ
れ
て
お
り
、
各
業
務
の
窓
口
が
確
立
さ
れ
て
い
る
。
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
業
務
実
施
に
係
る

責
任
・
責
務
を
認
識
し
て
お
り
、
意
欲
的
に
取
組
ん
で
い
る
こ
と
が
理
解
で
き
る
。
担
当
間
で
縦
割
り
が
極
端
な
た
め
、
役
割
以
外
の

こ
と
は
関
知
せ
ず
と
い
う
風
潮
は
今
後
の
課
題
と
し
て
挙
げ
ら
れ
る
。

5
項

目
評

価

妥
当

性

本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
お
け
る
タ
ー
ゲ
ッ
ト
グ
ル
ー
プ
（
中
央
政
府
下
の

河
川
流
域
機
関

[R
B

O
]と

水
資
源
管
理
技
術
普
及
ユ
ニ
ッ
ト

[D
U

W
R

M
T

]）
の
設
定
は
適
切
だ
っ
た
か
？

●
 全

体
を
底
上
げ
す
る
た
め
の
フ
ァ
シ
リ
テ
ー
タ
ー
の
組
織
確
立
と
い
う
点
で
、

D
U

W
R

M
T
を
タ
ー
ゲ
ッ
ト
グ
ル
ー
プ
に
設
定
す
る

の
は
適
切
で
あ
る
。
し
か
し
、
一
度
に
全
体
を
実
力
ア
ッ
プ
す
る
の
は
大
変
で
あ
る
。

●
 R

B
O
を
直
接
の
タ
ー
ゲ
ッ
ト
と
し
た
活
動
は

P
D

M
に
お
い
て
計
画
さ
れ
て
い
な
か
っ
た
。
実
際
の
水
資
源
管
理
は

R
B

O
に
よ
っ
て

行
わ
れ
て
い
く
た
め
、
今
後
は
、
各

R
B

O
の
違
い
（
組
織
規
模
、
技
術
レ
ベ
ル
、
過
去
の
経
験
や
実
績
、
重
要
課
題
等
）
を
考
慮
し
な

が
ら
、
具
体
的
な
活
動
を
行
っ
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

(4
)

C
/P
へ
の
技
術
移
転
方
式

/方
法
は
適
切
だ
っ
た
か
？

●
　

R
B

O
を
強
化
し
て
い
く
に
は
、

D
U

W
R

M
T
に
よ
る
研
修
・
実
習
の
み
な
ら
ず
、

R
B

O
が
業
務
経
験
を
重
ね
る
こ
と
が
重
要
で
あ

る
。
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
整
備
さ
れ
た
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
が
、
実
用
・
改
定
を
繰
り
返
し
な
が
ら
実
務
の
方
向
性
を
与
え
て
い
く
こ
と
に

期
待
す
る
。
そ
の
た
め
に
は
、
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
管
理
す
る

D
U

W
R

M
T
と
現
場
を
担
当
す
る

R
B

O
と
の
円
滑
な
調
整
だ
け
で
な
く
、

JI
C

A
と
し
て
の
側
面
支
援
（
技
術
面
、
中
長
期
戦
略
面
で
の
サ
ポ
ー
ト
）
が
ま
だ
ま
だ
必
要
と
考
え
る
。

●
　
実
務
を
重
視
し
た
研
修
を
計
画
・
実
施
し
て
い
る
。
パ
イ
ロ
ッ
ト
地
域
か
ら
実
務
レ
ベ
ル
の
エ
ン
ジ
ニ
ア
を
講
師
（

JI
C

A
側
負

担
）
と
し
て
招
い
た
結
果
、
講
義
内
容
は
参
加
者
か
ら
「
内
容
が
濃
い
研
修
で
あ
っ
た
」
と
高
い
評
価
を
得
た
。
ま
た
、
イ
ン
ド
ネ
シ

ア
で
実
施
中
の
同
分
野
の
別
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
か
ら
専
門
家
を
講
師
と
し
て
招
き
、
多
面
的
な
技
術
情
報
の
紹
介
を
行
っ
た
。
今
後
の
取

組
み
と
し
て
、

(1
) 
公
務
員
以
外
の
エ
ン
ジ
ニ
ア
も
講
師
と
し
て

D
U

W
M

R
T
の
予
算
で
招
聘
で
き
る
よ
う
に
な
る
か
こ
と
が
望
ま
れ
る
。

(2
) 

D
U

W
R

M
T
は

B
B

W
S

 B
en

ga
w

an
 S

o
lo
と
併
設
さ
れ
て
い
る
状
況
で
あ
り
、

B
B

W
S

 B
en

ga
w

an
 S

o
lo
の
技
術
レ
ベ
ル
・
ノ
ウ
ハ
ウ
を

効
率
的
か
つ
効
果
的
に
活
用
す
る
こ
と
が
望
ま
れ
る
。

(3
) 

2
0
1
0
年
度
に
計
画
し
た
研
修
は
全
部
実
施
で
き
て
い
な
い
。
適
切
に
計
画
に
従
っ
て
実
施
し
て
い
く
実
施
能
力
の
向
上
が
期
待
さ

れ
る
。

質
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答

主
要

な
理
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(2
)

成
果

1
（

D
U

W
R

M
T
が

R
B

O
の
研
修
を
行
う
た
め
に
必
要
な
能
力
を
備

え
る
。
）
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
時
ま
で
に
達
成
さ
れ
る
か
？

●
　

D
U

W
R

M
T
の
能
力
は
、
研
修
能
力
、
調
整
能
力
、
現
場
で
の
活
動
能
力
等
が
養
成
さ
れ
た
。

●
　
モ
ジ
ュ
ー
ル
作
成
が
進
ん
で
お
り
、
実
際
に
研
修
を
企
画
運
営
す
る
な
ど
、
研
修
実
施
の
経
験
を
重
ね
て
き
て
い
る
。
ま
た
、
研

修
実
施
後
、
研
修
参
加
者
へ
質
問
票
調
査
を
実
施
す
る
な
ど
、
意
見
収
集
も
行
っ
て
い
る
た
め
、
実
務
上
の
運
営
能
力
が
強
化
さ
れ
て

い
る
。
研
修
実
施
自
体
が

O
JT
と
し
て
機
能
し
て
お
り
、
実
務
経
験
を
重
ね
れ
て
い
け
ば
、
よ
い
研
修
機
関
と
な
る
こ
と
が
期
待
さ
れ

る
。

D
U

W
R

M
T
が
省
内
の
恒
常
的
な
機
関
と
し
て
格
上
げ
さ
れ
れ
ば
、
人
材
・
予
算
確
保
や
研
修
機
関
と
し
て
の
活
動
が
よ
り
安
定

的
に
担
保
さ
れ
る
も
の
と
思
わ
れ
る
。

(4
)

本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
最
終
裨
益
者
で
あ
る
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
地
域
の
住
民

ニ
ー
ズ
に
合
致
し
て
い
た
か
？

●
　
洪
水
被
害
軽
減
や
水
資
源
の
有
効
活
用
は
住
民
ニ
ー
ズ
に
合
致
し
て
い
る
。

●
　
日
本
人
専
門
家
の
視
点
か
ら
は
、
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
の
河
川
・
水
資
源
管
理
に
つ
い
て
は
、
非
常
に
多
く
の
課
題
（
河
川
の
流
況
把

握
、
河
川
施
設
の
維
持
管
理
、
責
任
分
担
と
業
務
遂
行
精
神
等
）
を
抱
え
て
い
る
と
感
じ
る
。
こ
れ
ら
の
課
題
対
応
は
、
最
終
的
に
流

域
住
民
の
安
全
・
安
心
な
生
活
に
直
結
す
る
た
め
、
住
民
の
ニ
ー
ズ
に
合
致
し
て
い
る
と
考
え
る
。

有
効

性

(1
)

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
の
「

R
B

O
が
流
域
管
理
を
行
う
た
め
の
実
践
的
な

能
力
を
、

D
U

W
R

M
T
に
よ
っ
て
強
化
す
る
体
制
が
確
立
さ
れ
る
」
は

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
時
（

2
0
1
1
年

7
月
）
達
成
さ
れ
る
か

?

●
　
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
達
成
に
向
け
て
は
、
3つ

の
成
果
以
外
に
、
「

D
U

W
R

M
T
の
恒
久
機
関
と
し
て
の
承
認
」
と
「
調
査
開
発
庁

と
水
資
源
総
局
の
協
力
」
の
2つ

が
重
要
と
考
え
る
。
両
者
と
も
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
達
成
以
上
に
、
上
位
目
標
達
成
に
大
き
く
関

わ
っ
て
く
る
。

D
U

W
R

M
T
が
継
続
的
か
つ
効
果
的
に
活
動
を
続
け
る
た
め
に
も
、
こ
の
２
項
目
を
進
捗
さ
せ
る
重
要
性
は
大
き
い
。

●
　

P
D

M
改
訂
は
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
開
始
か
ら

1
年

6
ヶ
月
が
過
ぎ
た
状
態
で
実
施
さ
れ
て
お
り
、
も
う
尐
し
早
く
見
直
し
が
行
わ
れ

れ
ば
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
の
達
成
度
が
高
ま
っ
た
と
考
え
ら
れ
る
。

(3
)

本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
デ
ザ
イ
ン
は
、

R
B

O
の
ニ
ー
ズ
に
合
致
し
た
も
の

だ
っ
た
か
？

●
　

R
B

O
能
力
強
化
で
は
、
「

R
B

O
に
よ
る
実
践
」
が
最
も
重
要
な
取
り
組
み
で
あ
る
が
、

3
年
間
の
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
は
そ
の
手

前
の
段
階
で
あ
る
「
研
修
」
、
「
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」
、
「
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
」
と
い
う

R
B

O
強
化
の
準
備
作
業
が
中
心
と
な
っ
て
い
る

こ
と
は
否
め
な
い
。
今
後
は
、
調
査
開
発
庁
（

D
U

W
R

M
T
所
管
）
と
水
資
源
総
局
（

R
B

O
所
管
）
の
緊
密
な
連
携
に
よ
り
、

D
U

W
R

M
T
の

R
B

O
強
化
体
制
を
通
じ
て

R
B

O
の
実
戦
経
験
を
積
み
上
げ
て
い
く
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。

●
　

R
B

O
職
員
が
参
加
し
て
い
た
の
は

D
U

W
R

M
T
主
催
の
研
修
や
パ
イ
ロ
ッ
ト
活
動
で
あ
り
、
直
接
的
な
係
わ
り
と
し
て
は
十
分
で

は
な
か
っ
た
。

●
　

R
B

O
診
断
調
査
結
果
か
ら
は
、

R
B

O
と
し
て
取
り
組
む
べ
き
様
々
な
項
目
に
対
す
る
取
り
組
み
や
能
力
が
不
十
分
で
あ
る
こ
と
が

わ
か
っ
た
。
長
期
的
な
観
点
か
ら

R
B

O
強
化
は
必
須
で
あ
り
、
そ
の
サ
ポ
ー
ト
機
関
と
し
て
の

D
U

W
R

M
T
強
化
（
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ

を
含
む
）
は

R
B

O
の
ニ
ー
ズ
に
合
致
し
て
い
る
。

●
　
技
術
移
転
の
内
容
に
つ
い
て
は
、
ほ
ぼ
合
致
し
て
い
る
。
他
方
、
内
容
の
強
化
に
つ
い
て
は
質
問
票
の
回
答
等
を
も
と
に
デ
ー
タ

ベ
ー
ス
を
作
成
し
、
適
宜
改
善
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

質
問

回
　

答

主
要

な
理

由
・

コ
メ

ン
ト

(ス
コ

ア
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平
均

Y
e

s
,

Y
e

s
,

N
o

,
N

o
t

そ
の

他
ス

コ
ア

ve
ry

 m
u

ch
a
lm

o
s
t

n
o
t 

m
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a
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(
加

重
3

2
1

0
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平
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0
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0
0
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0
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%
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%

0
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(4
)

0
3

0
0

0
2
.0

0

0
%

1
0
0
%

0
%

0
%

0
%

0
2

1
0

0
1
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7

0
%

6
7
%

3
3
%

0
%

0
%

0
3

0
0

0
2
.0

0

0
%

1
0
0
%

0
%

0
%

0
%

0
3

0
0

0
2
.0

0

0
%

1
0
0
%

0
%

0
%

0
%

0
3

0
0

0
2
.0

0

0
%

1
0
0
%

0
%

0
%

0
%

(8
)

他
の
機
関
や
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
（

C
R

B
O

M
、

S
E

M
A

C
、

N
A

R
B

O
、

IC
H

A
R

M
な
ど
）
、
ド
ナ
ー
と
の
効
果
的
な
連
携
が
あ
っ
た
か
？
他
機

関
と
の
連
携
に
よ
っ
て
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が
よ
り
効
率
的
に
実
施
で
き
た

か
？

●
　

C
R

B
O

M
の
執
務
室
は

D
U

W
R

M
T
と
同
様
、

C
/P
機
関
で
あ
る
河
川
研
究
セ
ン
タ
ー
の
建
物
内
に
あ
り
、

C
R

B
O

M
は
海
外

R
B

O
と

の
知
的
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
拠
点
と
し
て
活
動
し
て
い
る
。
国
内

R
B

O
拠
点
と
な
る

D
U

W
R

M
T
と

C
R

B
O

M
が
両
方
あ
る
こ
と
は
、

C
/P
の

モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
維
持
向
上
に
貢
献
し
て
い
た
。

●
　

S
E

M
A

C
と
共
同
セ
ミ
ナ
ー
を
実
施
し
た
。
同
セ
ミ
ナ
ー
で
は
、
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の

C
/P
が
発
表
者
と
し
て

D
U

W
R

M
T
の
取
り

組
み
な
ど
を
紹
介
し
た
。

●
　

N
A

R
B

O
は
水
資
源
機
構
（

JW
A
）
と
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
と
の
関
係
強
化
の
基
盤
と
な
っ
て
お
り
、
こ
れ
ま
で
に
醸
成
さ
れ
た
信
頼

関
係
・
人
間
関
係
が
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
強
く
後
押
し
し
て
い
た
。

●
　

IC
H

A
R

M
に
つ
い
て
は
、

IC
H

A
R

M
主
催
の
研
修
に
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の

C
/P
が
参
加
す
る
な
ど
、

S
E

M
A

C
同
様
、
具
体
的
な
連

携
が
あ
っ
た
。

●
　
他
の
機
構
と
の
連
携
に
よ
り
、
専
門
家
の
負
担
が
軽
減
さ
れ
た
。
ま
た
、
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
賄
え
な
か
っ
た
部
分
を
他
機
関
の

協
力
に
よ
り
カ
バ
ー
す
る
こ
と
が
可
能
と
な
っ
た
。

●
　

A
D

B
の
洪
水
解
析
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
に
は
、
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
か
ら
も
研
修
生
が
参
加
し
、
効
果
的
な
技
術
移
転
が
な
さ
れ
た
。

(6
)

日
本
と
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
側
双
方
の
ロ
ー
カ
ル
コ
ス
ト
の
負
担
額
・
内
容

は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
効
率
的
な
実
施
の
た
め
に
適
切
だ
っ
た
か
？

●
　

JI
C

A
と
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
側
と
が
協
議
の
上
、
支
出
負
担
を
決
め
て
い
る
。
日
本
と
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
側
双
方
の
ロ
ー
カ
ル
コ
ス
ト
の

負
担
額
・
内
容
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
効
率
的
な
実
施
の
た
め
に
適
切
だ
っ
た
。

(7
)

合
同
調
整
会
議
（

Jo
in

t 
C

o
o
rd

in
at

io
n 

C
o
m

m
itt

ee
：

JC
C
）
は
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
の
効
率
的
な
運
営
管
理
に
役
立
っ
た
か
？

●
　

JC
C
で
は
、
各
活
動
の
進
捗
状
況
の
確
認
や
今
後
の
活
動
計
画
の
確
認
を
、
関
連
機
関
の
幹
部
か
ら
実
務
レ
ベ
ル
の
幅
広
い
関
係

者
の
参
加
の
も
と
実
施
し
て
き
た
こ
と
か
ら
、
効
率
的
な
運
営
管
理
に
役
立
っ
て
き
た
。

●
　
こ
れ
ま
で
の

JC
C
で
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
方
針
を
伝
え
て
き
た
。

(3
)

本
邦
研
修
に
参
加
し
た

C
/P
が
、
研
修
に
参
加
し
て
い
な
い
ス
タ
ッ
フ

に
研
修
で
得
た
知
識
や
ノ
ウ
ハ
ウ
を
伝
え
る
仕
組
み
が
確
立
さ
れ
、
適

切
に
機
能
し
た
か
？

●
　
本
邦
研
修
を
受
け
た

C
/P
の
中
に
は
、
日
本
で
得
た
情
報
を
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
の
新
聞
に
投
稿
し
た
り
、
帰
国
後
に
イ
ン
ド
ネ
シ
ア

で
開
催
さ
れ
た
研
修
で
本
邦
研
修
内
容
を
取
り
纏
め
た
小
冊
子
を
研
修
参
加
者
に
配
布
し
た
り
す
る
者
も
い
た
。

●
　
2
0
09
年
度
の
本
邦
研
修
参
加
者
は
帰
国
後
に
報
告
会
を
開
催
し
て
い
る
。

2
0
1
0
年
秋
・
冬
の
研
修
参
加
者
に
つ
い
て
は
、
報
告
会

を
今
後
開
催
す
る
予
定
で
あ
る
。

C
/P
の
人
数
・
配
置
状
況
（
他
業
務
と
の
兼
任
状
況
含
む
）
は
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
実
施
に
あ
た
っ
て
適
切
だ
っ
た
か
？

●
　

C
/P
の
人
数
は
尐
し
多
い
気
も
す
る
が
、
水
資
源
管
理
は
幅
広
い
分
野
に
ま
た
が
る
こ
と
を
考
慮
す
る
と
ほ
ぼ
妥
当
で
あ
っ
た
。

(5
)

イ
ン
ド
ネ
シ
ア
側
供
与
の
建
物
、
設
備
の
質
・
規
模
等
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
の
効
率
的
な
実
施
の
た
め
に
適
切
だ
っ
た
か
？

●
　
特
に
仕
様
な
く
業
務
を
実
施
し
て
い
る
。

●
　
執
務
ス
ペ
ー
ス
等
に
は
問
題
は
な
か
っ
た
が
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
等
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
が
非
常
に
不
安
定
で
あ
り
、
メ
ー
ル
や
イ

ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
、
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
プ
リ
ン
タ
ー
を
い
つ
で
も
使
い
な
が
ら
仕
事
が
で
き
る
と
い
う
環
境
で
は
な
か
っ
た
。
（
家
や
ホ
テ

ル
で
メ
ー
ル
の
送
受
信
を
し
な
け
れ
ば
い
け
な
い
こ
と
が
多
か
っ
た
。
）
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(2
)

●
　
住
民
参
加
分
野
に
お
け
る
パ
イ
ロ
ッ
ト
活
動
で
は
、
洪
水
警
報
装
置
を
導
入
し
た
と
こ
ろ
、
現
地
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
が
独
自
の
技
術

に
よ
り
、
同
装
置
に
サ
イ
レ
ン
機
能
を
追
加
し
、
ブ
ザ
ー
の
警
報
に
よ
る
警
報
装
置
の
管
理
へ
の
警
鐘
シ
ス
テ
ム
か
ら
、
コ
ミ
ュ
ニ

テ
ィ
全
体
ま
で
響
く
サ
イ
レ
ン
が
作
動
す
る
早
期
洪
水
警
報
シ
ス
テ
ム
を
構
築
し
た
（
本
シ
ス
テ
ム
は
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
独
自
予
算
で

実
施
）
。
こ
の
活
動
が
行
わ
れ
た
流
域
地
域
を
担
当
す
る

R
B

O
は
、
他
の
地
域
で
も
同
じ
シ
ス
テ
ム
を
活
用
す
る
こ
と
を
。

●
　
住
民
参
加
分
野
に
お
け
る
パ
イ
ロ
ッ
ト
活
動
で
の
取
り
組
み
は
、

A
D

B
や
他

JI
C

A
専
門
家
も
先
行
事
例
・
優
良
事
例
と
し
て
興
味

を
持
っ
て
見
て
い
る
よ
う
で
あ
る
。
同
パ
イ
ロ
ッ
ト
活
動
で
発
案
さ
れ
た
早
期
洪
水
警
報
シ
ス
テ
ム
は
、

JI
C

A
の
砂
防
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

か
ら
導
入
し
た
も
の
を
転
用
し
た
も
の
で
あ
る
が
、
安
価
で
構
造
や
利
用
法
が
シ
ン
プ
ル
で
あ
る
た
め
、
今
後
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
内
で
多

く
活
用
さ
れ
る
可
能
性
が
あ
る
。

C
/P
側
も
こ
の
取
り
組
み
に
つ
い
て
は
広
報
を
積
極
的
に
行
お
う
と
し
て
い
る
。
（
新
聞
に
も
掲
載

さ
れ
た
）

5
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0
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%
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%
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0
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%
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%
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%
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質
問

回
　

答

主
要

な
理

由
・

コ
メ

ン
ト

(ス
コ

ア
)

イ
ン

パ
ク

ト

(1
)

本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
上
位
目
標
（

R
B

O
の
実
践
的
水
資
源
管
理
の
実
施

能
力
が
流
域
レ
ベ
ル
で
強
化
さ
れ
る
。
）
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
後

3

－
5
年
程
度
で
終
了
後

3
～

5
年
程
度
で
達
成
可
能
か
？

●
　
上
位
目
標
で
あ
る

R
B

O
強
化
に
対
し
て
は
ま
だ
ま
だ
第
一
歩
の
段
階
で
あ
り
、
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
成
果
達
成
が
必
ず
し
も
上
位

目
標
達
成
に
つ
な
が
る
と
い
う
こ
と
で
は
な
い
。

●
　
一
定
の
進
捗
は
見
込
ま
れ
る
が
、

R
B

O
の
実
践
能
力
強
化
は
今
後

3
～

5
年
程
度
で
十
分
な
レ
ベ
ル
ま
で
で
き
る
も
の
で
は
な
い
。

人
材
育
成
は
経
験
に
よ
る
学
習
が
大
き
い
た
め
、

D
U

W
R

M
T
に
よ
る
研
修
や
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
に
加
え
、

R
B

O
が
業
務
と
し
て
ガ
イ

ド
ラ
イ
ン
に
即
し
た
形
で
継
続
的
に
業
務
を
行
う
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
成
果
分
野
（

D
U

W
R

M
T
の
研
修
実
施
能
力
の
育
成
、

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

/マ
ニ
ュ
ア
ル
の
整
備
、
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
の
仕
組
み
の

構
築
）
以
外
で
、
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が
も
た
ら
し
た
正
・
負
の
イ
ン
パ

ク
ト
は
あ
る
か
？

自
立

発
展

性

(1
)

 D
U

W
R

M
T
は
公
共
事
業
省
内
の
恒
常
的
な
組
織
と
し
て
認
可
さ
れ
、

そ
の
位
置
づ
け
、
役
割
は
明
確
で
あ
る
か
？

●
　
現
時
点
で
は

D
U

W
R

M
T
は
恒
常
的
な
組
織
と
し
て
承
認
さ
れ
て
い
な
い
。
（
時
限
が
設
定
さ
れ
て
い
る
一
時
的
な
組
織
の
状

態
）

●
　

P
D

M
に
記
載
さ
れ
て
い
る
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
業
務
を
含
め
公
的
組
織
と
し
て
承
認
を
受
け
る
こ
と
に
よ
り
そ
の
実
施
権
限
と
役

割
は
必
然
的
に
明
確
化
さ
れ
る
と
こ
ろ
で
あ
り
、
自
立
発
展
性
に
つ
い
て
の
認
可
は
必
要
と
考
え
る
。

(2
)

水
資
源
管
理
の
支
援
組
織
間
に
お
け
る
協
力
や
連
携
を
促
進
す
る
体
制

が
確
立
さ
れ
て
い
る
か
？

●
　

N
A

R
B

O
や

C
R

B
O

N
な
ど
の
ノ
ウ
ハ
ウ
の
共
有
、
情
報
の
共
有
は
有
意
義
で
あ
る
と
考
え
る
。

●
　
バ
ラ
ン
ス
の
と
れ
た
連
携
が
重
要
で
あ
る
。
今
後
、
イ
政
府
に
と
っ
て
重
要
な
の
は
、
ド
ナ
ー
の
意
図
・
戦
略
に
左
右
さ
れ
ず
に

自
己
責
任
で
意
思
決
定
を
続
け
る
こ
と
、
ま
た
、
ド
ナ
ー
の
支
援
を
得
な
が
ら
、
業
務
を
通
し
て
能
力
を
向
上
さ
せ
て
い
く
こ
と
と
思

わ
れ
る
。

(3
)

D
U

W
R

M
T
か
ら

R
B

O
や
そ
の
他
関
係
組
織
へ

D
U

W
R

M
T
に
関
す
る
情

報
が
効
果
的
か
つ
定
期
的
に
発
信
さ
れ
る
仕
組
み
が
構
築
さ
れ
て
い
る

か
？

●
　
ウ
エ
ブ
サ
イ
ト
へ
の
ア
ク
セ
ス
数
は
、

1
日
あ
た
り
平
均

2
0
0
で
あ
る
。

●
　
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
を
使
っ
て
積
極
的
に
発
信
し
て
い
る
。
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
や
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
シ
ス
テ
ム
が
整
備
さ
れ
れ
ば
、
そ
れ

を
中
心
に

D
U

W
R

M
T
の
活
動
を

P
R
し
て
い
く
も
の
と
思
わ
れ
る
。
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平
均

Y
e

s
,

Y
e

s
,

N
o

,
N

o
t

そ
の

他
ス

コ
ア

ve
ry

 m
u

ch
a
lm

o
s
t

n
o
t 

m
u

c
h

a
t 

a
ll

(
加

重
3

2
1

0
-

平
均

)

1
1

0
0

1
2
.5

0

3
3
%

3
3
%

0
%

0
%

3
3
%

0
2

0
0

1
2
.0

0

0
%

6
7
%

0
%

0
%

3
3
%

0
2

0
0

1
2
.0

0

0
%

6
7
%

0
%

0
%

3
3
%

0
2

1
0

0
1
.6

7

0
%

6
7
%

3
3
%

0
%

0
%

0
3

0
0

0
2
.0

0

0
%

1
0
0
%

0
%

0
%

0
%

N
o
. 

1 2 3

質
問

回
　

答

主
要

な
理

由
・

コ
メ

ン
ト

(ス
コ

ア
)

(4
)

D
U

W
R

M
T
の
組
織
・
運
営
能
力
を
継
続
的
に
強
化
し
て
い
く
た
め
の

組
織
的
体
制
が
構
築
さ
れ
て
い
る
か
？

●
　
現
在
、
恒
常
的
な
組
織
と
し
て
の
位
置
づ
け
を
得
ら
れ
る
よ
う
な
取
り
組
み
が
進
行
中
で
あ
る
。

R
B

O
へ
の
サ
ー
ビ
ス
を
継
続
し

て
強
化
し
て
い
く
た
め
に
は
、
必
要
不
可
欠
な
事
項
で
あ
る
と
考
え
る
。
現
状
で
の
組
織
体
制
で
も
機
能
は
有
し
て
い
る
が
、
権
限
が

限
ら
れ
て
い
る
状
況
に
あ
る
。

(5
)

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
後
も
、

D
U

W
R

M
T
が

R
B

O
の
流
域
管
理
実
施
能

力
を
強
化
す
る
た
め
の
人
材
が
十
分
に
確
保
さ
れ
る
か
？

●
　
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は

2
0
1
1
年

7
月
に
終
了
す
る
た
め
、
そ
れ
以
降
の
人
事
に
つ
い
て
は
不
明
で
あ
る
。
継
続
性
を
損
な
わ
な
い
た

め
に
も
、
計
画
的
な
人
事
を
期
待
し
て
い
る
。

(6
)

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
後
も
、

D
U

W
R

M
T
が

R
B

O
の
流
域
管
理
実
施
能

力
を
強
化
す
る
た
め
の
予
算
が
十
分
に
確
保
さ
れ
る
か
？

●
　
調
査
開
発
庁
と
水
資
源
総
局
が
「
今
後
の

R
B

O
活
動
の
あ
り
方
と
双
方
の
役
割
」
を
協
議
し
た
上
で

D
U

W
R

M
T
と

R
B

O
双
方
の

予
算
配
分
を
行
う
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。

(7
)

中
核
と
な
る
人
材
は
質
量
と
も
に
十
分
に
育
成
さ
れ
、

D
U

W
R

M
T
に

よ
る

R
B

O
へ
の
効
果
的
な
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
が
期
待
で
き
る
と
思
い
ま

す
か
？
ま
た
、
移
転
技
術
の
定
着
や
発
展
が
期
待
で
き
る
か
？

●
　

D
U

W
R

M
T
の
中
核
と
な
る
人
材
に
つ
い
て
は
、
現
時
点
で
は
、
質
・
量
と
も
に
限
ら
れ
て
い
る
。
一
方
、
移
転
技
術
の
定
着
や

発
展
に
つ
い
て
は
、
「
優
先
順
位
の
高
い
仕
事
」
と
し
て
義
務
を
発
生
さ
せ
ら
れ
る
か
ど
う
か
に
か
か
っ
て
い
る
と
思
う
。

●
　
サ
ポ
ー
ト
人
材
と
し
て
は
、
多
く
の
研
究
者
が

R
C

W
R
内
に
い
る
。

●
　
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
後
に
、
現
在
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
関
わ
っ
て
い
る
関
係
者
が
ご
っ
そ
り
欠
け
て
し
ま
う
と
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の

「
心
」
を
知
っ
て
い
る
人
が
い
な
く
な
っ
て
し
ま
う
の
で
、
そ
の
影
響
が
懸
念
さ
れ
る
。

●
　
技
術
移
転
の
定
着
や
発
展
に
お
い
て
、

P
JT

1
の
役
割
を
広
げ
て
い
く
こ
と
が
重
要
で
あ
る
が
、

P
JT

1
と
の
関
与
の
仕
方
に
つ
い
て

は
、
今
後
、
ビ
ジ
ョ
ン
と
工
夫
と
努
力
が
必
要
で
あ
る
。

(8
)

技
術
面
に
お
い
て
、
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
側
の

C
/P
と
ス
タ
ッ
フ
だ
け
で
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
後
も
機
材
の
維
持
管
理
・
更
新
を
実
施
で
き
る
と
思

い
ま
す
か
？

●
　
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
は
、
維
持
管
理
・
更
新
の
重
要
性
を
認
識
す
る
よ
う
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
側
の
マ
イ
ン
ド
醸
成
に
取
り
組
ん
で
き

た
。

●
　
継
続
的
に
活
動
を
行
う
意
欲
も
し
く
は
責
務
が
維
持
で
き
れ
ば
実
施
で
き
る
と
思
わ
れ
る
。
維
持
管
理
を
意
識
し
イ
ン
ド
ネ
シ
ア

製
品
を
意
図
的
に
導
入
し
た
も
の
も
あ
る
。

氏
名

指
導
内
容

（
注
）

・
平
均
ス
コ
ア
（
加
重
平
均
）
の
計
算
に
お
い
て
は
、
「
そ
の
他
」
の
回
答
（
数
）
を
カ
ウ
ン
ト
し
て
い
な
い
。

・
「
主
な
理
由
・
コ
メ
ン
ト
」
欄
は
質
問
表
調
査
の
回
答
に
加
え
て
、
面
接
調
査
に
お
け
る
ヒ
ア
リ
ン
グ
内
容
を
含
ん
で
い
る
。

杉
　
正
一

チ
ー
フ
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
／
水
資
源
管
理
／
能
力
向
上

尾
島
　
知

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
整
備
／
研
修

大
原
　
克
彦

業
務
調
整
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6
b
 
質
問
票
調
査
・
面
接
調
査
結
果
（

C
/P
）

 

                                  

平
均

Y
e

s
,

Y
e

s
,

N
o

,
N

o
t

そ
の

他
ス

コ
ア

ve
ry

 m
u

ch
a
lm

o
s
t

n
o
t 

m
u

c
h

a
t 

a
ll

（
加

重
3

2
1

0
-

平
均

）
I (1
)

3
5

2
0

0
2
.1

0

3
0
%

5
0
%

2
0
%

0
%

0
%

1
7

1
0

1
1
.8

0

1
0
%

7
0
%

1
0
%

0
%

1
0
%

2
7

0
0

1
2
.2

2

2
0
%

7
0
%

0
%

0
%

1
0
%

1
6

2
0

1
1
.8

9

1
0
%

6
0
%

2
0
%

0
%

1
0
%

3
4

2
0

1
2
.1

1

3
0
%

4
0
%

2
0
%

0
%

1
0
%

添
付

資
料

6
b
　

質
問

表
調

査
・

面
接

調
査

結
果

（
C

/P
）

質
問

回
　

答

主
要

な
理

由
・

コ
メ

ン
ト

(ス
コ

ア
)

実
施

プ
ロ

セ
ス

(3
)

日
本
人
専
門
家
と
の
共
同
作
業
、
技
術
移
転
、
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ

ン
を
緊
密
か
つ
適
切
に
実
施
で
き
た
か
？

●
　
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
は
様
々
な
組
織
が
関
連
し
て
い
る
の
で
、
調
整
が
大
変
で
あ
っ
た
。
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
・
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
と
し

て
、
活
動
を
調
整
す
る
に
あ
た
り
、
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
側
と
日
本
側
だ
け
で
な
く
、
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
機
関
の
間
で
も
良
い
関
係
が
構
築
さ
れ
る

よ
う
に
注
力
し
た
。

●
　
日
本
人
専
門
家
と
の
英
語
で
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
は
困
難
で
あ
っ
た
も
の
の
、
日
本
人
専
門
家
が
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
語
で
話
す
努
力

を
し
て
く
れ
た
。

●
　
日
本
人
専
門
家
と
は
円
滑
な
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
が
と
れ
て
い
る
の
で
、

C
/P
と
し
て
の
責
任
を
適
切
に
果
た
せ
る
。

(4
)

技
術
移
転
方
式

/方
法
は
適
切
だ
っ
た
か
？

●
　
同
じ
分
野
に
配
置
さ
れ
た
作
業
グ
ル
ー
プ
メ
ン
バ
ー
の
能
力
や
知
識
が
不
十
分
で
あ
っ
た
た
め
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
活
動
の
負
担
が
大
き

く
、
思
う
よ
う
に
活
動
が
進
ま
な
か
っ
た
。

●
　
パ
イ
ロ
ッ
ト
活
動
は
特
に
技
術
移
転
に
効
果
的
で
あ
る
。

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
実
施
組
織
の
運
営
管
理
（
体
制
）
は
十
分
に
確
立
さ

れ
た
か
？

●
　
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
運
営
管
理
体
制
は
、
概
ね
確
立
さ
れ
て
い
る
。
運
営
管
理
に
従
事
す
る
も
の
の
能
力
に
基
づ
い
た
役
割
が
適
切
に

分
担
さ
れ
た
。

●
　
パ
イ
ロ
ッ
ト
活
動
に
必
要
な
予
算
の
負
担
責
任
の
所
在
が
明
確
で
な
い
時
も
あ
っ
た
が
、
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
運
営
管
理
体
制
は
概
ね

確
立
さ
れ
て
い
る
。

(2
)

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
、

P
D

M
、
自
身
の
役
割
を
十
分
に
理
解
し
て
い

る
か
？

●
　
作
業
グ
ル
ー
プ
に
お
け
る
自
分
自
身
の
役
割
は
十
分
に
理
解
し
て
い
る
。

●
　
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
は
十
分
に
理
解
し
て
い
る
が
、
非
常
に
野
心
的
な
目
標
だ
と
思
う
。

●
　
P
D
M改

訂
で
よ
り
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
方
向
性
や
デ
ザ
イ
ン
が
明
確
に
な
っ
た
。

（
注
）

 各
欄
上
段
の
数
値
は
該
当
す
る
回
答
数
、
下
段
は
質
問
表
対

象
者

 数
（

1
0
）
に
対
す
る
　
シ
ェ
ア
（
％
）

(5
)

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
活
動
を
通
じ
て
、
時
間
の
厳
守
や
共
同
作
業
の
効
率

的
な
進
め
方
な
ど
の
技
術
以
外
の
分
野
に
お
け
る
影
響
を
受
け
た

か
？

●
　
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
活
動
、

C
R

B
O

M
の
活
動
、
通
常
業
務
な
ど
様
々
な
ガ
業
務
を
バ
ラ
ン
ス
よ
く
こ
な
さ
な
け
れ
ば
な
ら
な
か
っ
た
の

で
、
時
間
管
理
能
力
が
向
上
し
た
。

●
　
日
本
人
専
門
家
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
車
両
を
私
用
に
使
う
こ
と
も
な
く
、
透
明
性
の
高
い
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
管
理
を
し
て
い
た
。
そ
の
姿

勢
か
ら
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
管
理
に
つ
い
て
学
ぶ
こ
と
は
多
か
っ
た
。
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平
均

Y
e

s
,

Y
e

s
,

N
o

,
N

o
t

そ
の

他
ス

コ
ア

ve
ry

 m
u

ch
a
lm

o
s
t

n
o
t 

m
u

c
h

a
t 

a
ll

（
加

重
3

2
1

0
-

平
均

）
II 1 (1

)

3
4

0
0

3
2
.4

3

3
0
%

4
0
%

0
%

0
%

3
0
%

2
6

1
0

1
2
.1

1

2
0
%

6
0
%

1
0
%

0
%

1
0
%

1
5

1
0

3
2
.0

0

1
0
%

5
0
%

1
0
%

0
%

3
0
%

2
6

0
0

2
2
.2

5

2
0
%

6
0
%

0
%

0
%

2
0
%

2

3
2

5
0

0
1
.8

0

3
0
%

2
0
%

5
0
%

0
%

0
%

3
5

2
0

0
2
.1

0

3
0
%

5
0
%

2
0
%

0
%

0
%

(2
)

成
果

1
（

D
U

W
R

M
T
が

R
B

O
の
研
修
を
行
う
た
め
に
必
要
な
能
力
を

備
え
る
。
）
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
時
ま
で
に
達
成
さ
れ
る
か
？

●
　
成
果

1
は
概
ね
達
成
さ
れ
る
と
思
う
が
、
ト
レ
ー
ナ
ー
の
数
が
不
足
し
て
い
る
こ
と
が
今
後
の
課
題
と
し
て
挙
げ
ら
れ
る
。
同
課
題
の
対

応
と
し
て
、
ま
ず
ト
レ
ー
ナ
ー
研
修
（

T
ra

in
in

g 
o

f 
T

ra
in

er
s:

 T
O

T
）
を
行
う
べ
き
で
あ
る

 。

●
　
研
修
の
実
施
施
設
を
提
供
し
て
い
る
河
川
研
究
セ
ン
タ
ー
（

B
al

ai
 S

un
ga

i ）
の
エ
セ
ロ
ン
格
付
け
が
低
い
こ
と
は
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の

有
効
性
の
阻
害
要
因
と
な
っ
て
い
る
。
河
川
研
究
セ
ン
タ
ー
の
格
付
け
が
エ
セ
ロ
ン

 I
II
で
あ
る
の
に
比
べ
、
い
つ
く
か
の

R
B

O
の
格
付
け
は

エ
セ
ロ
ン

II
で
あ
る
。
河
川
研
究
セ
ン
タ
ー
の
格
付
け
が
、
研
修
参
加
者
の
所
属
先
よ
り
低
い
こ
と
は
、
研
修
参
加
者
の
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の

低
下
の
要
因
と
も
な
っ
た
。

(2
)

本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
デ
ザ
イ
ン
は
、

D
U

W
R

M
T
の
ニ
ー
ズ
に
合
致
し

た
も
の
だ
っ
た
か
？

●
　

 本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
デ
ザ
イ
ン
は

D
U

W
R

M
T
の
ニ
ー
ズ
に
合
致
し
た
も
の
で
あ
る
。
パ
イ
ロ
ッ
ト
活
動
は
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
提
出
し

た
活
動
企
画
書
（
プ
ロ
ポ
ー
サ
ル
）
の
内
容
に
比
べ
る
と
規
模
が
小
さ
い
も
の
で
あ
っ
た
た
め
、
残
念
で
あ
っ
た
。

(3
)

本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
デ
ザ
イ
ン
は
、

R
B

O
の
ニ
ー
ズ
に
合
致
し
た
も

の
だ
っ
た
か
？

●
　
研
修
や
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
に
対
す
る

R
B

O
の
ニ
ー
ズ
は
高
い
。
地
理
的
な
問
題
で
研
修
参
加
が
こ
困
難
な

R
B

O
も
あ
る
た
め
、
全
て
の

R
B

O
へ
の
テ
レ
コ
ン
フ
ェ
レ
ン
ス
・
シ
ス
テ
ム
の
設
置
が
検
討
さ
れ
て
い
る
。

●
　

R
B

O
の
所
在
地
は
国
内
中
に
散
ら
ば
っ
て
い
る
。
ソ
ロ
や
バ
ン
ド
ン
で
研
修
を
開
催
す
る
場
合
、
遠
く
に
離
れ
て
い
る

R
B

O
が
研
修
に

参
加
す
る
の
は
困
難
で
あ
る
た
め
、
今
後
の
課
題
は
、
こ
の
物
理
的
な
距
離
に
ど
う
対
応
し
て
い
く
か
で
あ
る
。

(4
)

本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
最
終
裨
益
者
で
あ
る
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
地
域
住
民

の
ニ
ー
ズ
に
合
致
し
て
い
た
か
？

●
　
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
最
終
裨
益
者
で
あ
る
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
地
域
住
民
の
ニ
ー
ズ
に
合
致
し
て
い
る
。
住
民
の
多
く
は
、
水
資
源
管
理
に

お
け
る
彼
ら
自
身
の
役
割
を
理
解
し
て
い
な
い
た
め
、
啓
蒙
活
動
等
を
実
施
し
、
住
民
の
水
資
源
管
理
に
対
す
る
意
識
を
高
め
て
い
く
必
要

が
あ
る
。

有
効

性

(1
)

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
の
「

R
B

O
が
流
域
管
理
を
行
う
た
め
の
実
践
的

な
能
力
を
、

D
U

W
R

M
T
に
よ
っ
て
強
化
す
る
体
制
が
確
立
さ
れ
る
」

は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
時
（

2
0
1
1
年

7
月
）
達
成
さ
れ
る
か

?

●
　
水
資
源
管
理
は
幅
広
い
分
野
を
対
象
と
し
て
お
り
、
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
は
非
常
に
野
心
的
で
あ
る
。
そ
の
観
点

か
ら
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
期
間
の

3
年
は
短
い
と
考
え
る
。

●
　

D
U

W
R

M
T
の

R
B

O
に
対
す
る
サ
ー
ビ
ス
提
供
は
始
ま
っ
た
ば
か
り
で
あ
る
。

5
項

目
評

価

妥
当

性

本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
お
け
る
タ
ー
ゲ
ッ
ト
グ
ル
ー
プ
（
中
央
政
府
下

の
河
川
流
域
機
関
［

R
B

O
］
と
水
資
源
管
理
技
術
普
及
ユ
ニ
ッ
ト

［
D

U
W

R
M

T
］
）
の
設
定
は
適
切
だ
っ
た
か
？

●
　
中
央
政
府
下
の

R
B

O
を
タ
ー
ゲ
ッ
ト
グ
ル
ー
プ
と
し
て
設
定
し
た
こ
と
は
適
切
で
あ
っ
た
。

 イ
ン
ド
ネ
シ
ア
で
は
、
支
流
は
地
方
政
府

が
管
理
し
て
お
り
、
地
方
政
府
下
の

R
B

O
も
能
力
が
不
足
し
て
い
る
。
河
川
管
理
を
適
切
に
行
う
た
め
に
は
、
将
来
的
に
地
方
流
域
下
の

R
B

O
の
能
力
強
化
も
必
要
で
あ
る
。
日
本
で
は
、
本
流
が
中
央
政
府
の
管
理
下
に
あ
る
場
合
は
支
流
も
中
央
政
府
の
管
理
下
に
置
か
れ
て
い

る
と
聞
い
て
い
る
が
、
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
も
そ
の
河
川
管
理
の
方
法
を
取
り
入
れ
た
ほ
う
が
よ
い
と
思
う
。

質
問

回
　

答

主
要

な
理

由
・

コ
メ

ン
ト

(ス
コ

ア
)
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u
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a
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s
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n
o
t 

m
u

c
h

a
t 

a
ll

（
加

重
3

2
1

0
-

平
均

）

2
5

2
0

1
2
.0

0

2
0
%

5
0
%

2
0
%

0
%

1
0
%

1
3

3
0

3
1
.7

1

1
0
%

3
0
%

3
0
%

0
%

3
0
%

2
4

1
0

3
2
.1

4

2
0
%

4
0
%

1
0
%

0
%

3
0
%

3 (1
)

2
4

3
0

1
1
.8

9

2
0
%

4
0
%

3
0
%

0
%

1
0
%

(2
)

4
4

1
0

1
2
.3

3

4
0
%

4
0
%

1
0
%

0
%

1
0
%

5
4

1
0

0
2
.4

0

5
0
%

4
0
%

1
0
%

0
%

0
%

(3
)

（
研
修
参
加
者
へ
の
質
問
）
　
日
本
で
の
研
修
は
技
術
を
向
上
さ
せ

る
の
に
役
に
立
っ
た
か
？

●
　
日
本
で
の
研
修
を
通
し
て
、
現
場
活
動
を
重
視
し
た
ア
プ
ロ
ー
チ
の
重
要
性
を
認
識
し
た
。

●
　
日
本
の
技
術
は
非
常
に
進
ん
で
い
る
た
め
、
必
ず
し
も
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
の
水
管
理
に
応
用
で
き
る
も
の
で
は
な
い
。
見
学
し
た
技
術
の

中
に
は
、
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
で
は
予
算
や
イ
ン
フ
ラ
の
面
か
ら
応
用
で
き
な
い
も
の
も
あ
っ
た
。

●
　
日
本
に
お
け
る
水
資
源
管
理
で
は
多
岐
に
渡
る
機
関
の
連
携
・
調
整
が
適
切
に
行
わ
れ
て
い
る
の
で
、
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
も
日
本
の
事
例

に
学
ん
で
連
携
を
促
進
し
て
い
き
た
い
。

●
　
日
本
の
水
資
源
管
理
に
つ
い
て
学
べ
た
こ
と
で
、
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
で
は
水
資
源
管
理
を
ど
の
よ
う
に
進
め
て
い
け
ば
よ
い
か
と
い
う
ア

イ
デ
ィ
ア
が
湧
い
た
。

効
率

性

専
門
家
の
派
遣
人
数
、
専
門
分
野
、
派
遣
期
間
、
派
遣
タ
イ
ミ
ン
グ

は
技
術
移
転
の
た
め
に
適
切
だ
っ
た
か
？

●
　
専
門
家
の
専
門
分
野
や
能
力
は
適
切
で
あ
っ
た
。

●
　
短
期
専
門
家
の
派
遣
期
間
は
、
非
常
に
短
く
、
期
待
し
て
い
た
知
識
や
能
力
が
習
得
で
き
な
か
っ
た
。
で
き
れ
ば
、
す
べ
て
の
分
野
に

お
い
て
長
期
専
門
家
を
派
遣
し
て
頂
き
た
い
が
、
日
本
側
も
予
算
の
制
約
が
あ
る
と
思
う
の
で
、
第
三
国
か
ら
専
門
家
や
リ
ソ
ー
ス
パ
ー
ソ

ン
を
派
遣
す
る
こ
と
な
ど
を
検
討
し
て
は
頂
け
な
い
だ
ろ
う
か
。

日
本
へ
の
研
修
員
の
受
入
人
数
・
研
修
内
容
・
研
修
期
間
・
受
入
時

期
は
適
切
だ
っ
た
か
？

●
　
日
本
と
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
の
水
資
源
管
理
の
現
状
を
比
較
で
き
、
非
常
に
勉
強
に
な
っ
た
。

●
　
研
修
の
短
期
間
で
、
新
し
い
知
識
を
十
分
に
学
ぶ
こ
と
は
困
難
で
あ
る
。

(3
)

成
果

2
（

R
B

O
が
必
要
と
す
る
水
資
源
管
理
に
関
わ
る
優
先
分
野
の
ガ

イ
ド
ラ
イ
ン

/マ
ニ
ュ
ア
ル
が
整
備
さ
れ
る
。
）
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終

了
時
ま
で
に
達
成
さ
れ
る
か
？

●
　

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

/マ
ニ
ュ
ア
ル
の
整
備
は
順
調
に
進
め
ら
れ
て
お
り
、
パ
イ
ロ
ッ
ト
活
動
で
実
用
性
の
検
証
が
行
わ
れ
て
い
る
。

●
　

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

/マ
ニ
ュ
ア
ル
の
検
証
は
有
識
者
に
よ
り
行
わ
れ
て
い
る
が
、
検
証
時
間
や
有
識
者
の
人
数
が
非
常
に
限
ら
れ
て
い
る
た

め
、
十
分
な
検
証
が
行
わ
れ
て
い
る
か
、
不
安
が
残
る
。

●
　
予
算
と
時
間
の
制
限
か
ら
、
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

/マ
ニ
ュ
ア
ル
の
配
布
に
関
す
る
十
分
な
話
し
合
い
は
ま
だ
行
わ
れ
て
い
な
い
。

(4
)

成
果

3
（

D
U

W
R

M
T
が

R
B

O
に
対
し
て
行
う
水
資
源
管
理
に
つ
い
て

の
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
の
仕
組
み
が
構
築
さ
れ
る
。
）
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
終
了
時
ま
で
に
達
成
さ
れ
る
か
？

●
　

R
C

W
R
の
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
の
仕
組
み
を
拡
大
し
た
、
新
し
い
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
の
仕
組
み
を
構
築
す
る
こ
と
に
関
す
る
議
論
は
進
行

中
で
あ
る
。

●
　

D
U

W
R

M
T
が
エ
セ
ロ
ン
格
付
け
が
与
え
ら
れ
た
恒
常
的
な
機
関
で
な
い
こ
と
が
、
課
題
と
し
て
あ
げ
ら
て
い
る
が
、
十
分
な
技
術
基
盤

が
あ
れ
ば
、
必
然
的
に
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
依
頼
を

R
B

O
か
ら
受
け
る
で
あ
ろ
う
と
考
え
る
。

●
　
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
後
に
お
け
る
、
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
サ
ー
ビ
ス
の
方
向
性
に
関
す
る
情
報
は
あ
ま
り

C
/P
へ
共
有
さ
れ
て
い
な
い
の

で
、
よ
く
状
況
が
分
か
ら
な
い
。

(5
)

成
果
の
達
成
に
よ
っ
て
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
の
達
成
に
つ
な
が
っ
た

（
ま
た
は
今
後
、
つ
な
が
る
）
か
？

●
　
成
果
の
達
成
と
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
活
動
の
実
施
が
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
の
達
成
に
つ
な
が
る
に
は
、

D
U

W
R

M
T
の
組
織
と
し
て
の
位
置
づ

け
が
改
善
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

●
　

R
B

O
の
予
算
計
画
時
に
、

D
U

W
R

M
T
の
研
修
の
年
間
計
画
が
公
表
さ
れ
て
い
れ
ば
、

R
B

O
も
適
切
な
予
算
や
人
材
の
配
分
が
で
き
る
。

そ
の
た
め
、
今
後
の

D
U

W
R

M
T
の
課
題
と
し
て
研
修
に
関
す
る
事
前
の
情
報
発
信
が
挙
げ
ら
れ
る
。

質
問

回
　

答

主
要

な
理

由
・

コ
メ

ン
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ア
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（
加

重
3

2
1

0
-

平
均

）
(4

)

5
4

0
1

0
2
.3

0

5
0
%

4
0
%

0
%

1
0
%

0
%

1
4

0
0

5
2
.2

0

1
0
%

4
0
%

0
%

0
%

5
0
%

1
5

1
0

3
2
.0

0

1
0
%

5
0
%

1
0
%

0
%

3
0
%

4

2
4

4
0

0
1
.8

0

2
0
%

4
0
%

4
0
%

0
%

0
%

(2
)

●
　
住
民
参
加
分
野
に
お
け
る
パ
イ
ロ
ッ
ト
活
動
は
、
住
民
が
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
村
づ
く
り
に
貢
献
し
た
。

●
　
流
域
地
域
管
理
分
野
に
お
け
る
パ
イ
ロ
ッ
ト
活
動
で
は
、
流
域
に
住
ん
で
い
た
人
々
が
よ
り
安
全
な
場
所
に
移
動
す
る
た
め
の
住
民
と

地
方
政
府
等
の
つ
な
が
り
が
強
化
さ
れ
た
。
そ
の
結
果
、
地
方
政
府
が
対
象
住
民
を
強
制
的
に
移
動
す
る
の
で
は
な
く
、
自
主
的
に
移
動
す

る
よ
う
な
試
み
が
成
功
裏
に
実
施
さ
れ
た
。

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
成
果
分
野
（

D
U

W
R

M
T
の
研
修
実
施
能
力
の
育
成
、

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

/マ
ニ
ュ
ア
ル
の
整
備
、
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
の
仕
組
み

の
構
築
）
以
外
で
、
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が
も
た
ら
し
た
正
・
負
の
イ

ン
パ
ク
ト
は
あ
る
か
？

（
研
修
参
加
者
へ
の
質
問
）
　
日
本
で
の
研
修
で
習
得
し
た
技
術
・

ス
キ
ル
・
知
識
を
帰
国
後
、
他
の
職
員
と
ど
の
よ
う
に
共
有
し
た

か
？

●
　
日
本
で
習
得
し
た
知
識
・
技
術
を
モ
ジ
ュ
ー
ル
作
成
や
パ
イ
ロ
ッ
ト
活
動
実
施
に
活
用
し
た
。

●
　
日
本
で
習
得
し
た
知
識
・
技
術
は
、
報
告
会
を
開
催
し
て
、
同
僚
や
環
境
管
理
局
（

E
nv

ir
o
nm

en
ta

l M
an

ag
em

en
t 
A

ge
nc

y）
等
の
他
の
機

関
の
職
員
と
共
有
し
た
。

●
　

S
E

M
A

C
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
も
リ
ソ
ー
ス
・
パ
ー
ソ
ン
と
し
て
配
置
さ
れ
て
い
る
た
め
、
日
本
で
の
研
修
内
容
は

S
E

M
A

C
の
同
僚
と
も
共

有
し
た
。

(5
)

合
同
調
整
会
議
（

Jo
in

t 
C

o
o
rd

in
at

io
n 

C
o
m

m
itt

ee
：

JC
C
）
は
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
の
効
率
的
な
運
営
管
理
に
役
立
っ
た
か
？

●
　

JC
C
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
進
捗
状
況
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
や
情
報
共
有
に
効
果
的
な
役
割
を
果
た
し
た
。

(6
)

他
の
機
関
や
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
（

C
R

B
O

M
、

S
E

M
A

C
、

N
A

R
B

O
、

IC
H

A
R

M
な
ど
）
、
ド
ナ
ー
と
の
効
果
的
な
連
携
が
あ
っ
た
か
？
他

機
関
と
の
連
携
に
よ
っ
て
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が
よ
り
効
率
的
に
実
施
で

き
た
か
？

●
　
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
通
し
て
、

IC
H

A
R

M
が
実
施
し
た
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
に
参
加
す
る
こ
と
が
で
き
た
。

●
　
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
開
始
時
に

P
JT
１
と

D
U

W
R

M
T
と
の
間
に
覚
書
（

M
O

U
）
が
締
結
さ
れ
な
か
っ
た
た
め
、
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
又
は

D
U

W
R

M
T
が

P
JT

1
に
期
待
し
て
い
る
役
割
や
責
任
は
不
明
確
で
あ
っ
た
。

●
　
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は

C
R

B
O

M
と
連
携
を
図
っ
て
い
る
。

イ
ン

パ
ク

ト

(1
)

本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
上
位
目
標
（

R
B

O
の
実
践
的
水
資
源
管
理
の
実

施
能
力
が
流
域
レ
ベ
ル
で
強
化
さ
れ
る
。
）
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了

後
3
－

5
年
程
度
で
達
成
可
能
か
？

●
　
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で

D
U

W
R

M
T
の
技
術
の
基
盤
は
確
立
さ
れ
た
が
、

R
B

O
が
水
資
源
管
理
を
適
切
に
行
う
た
め
に
は
、
根
本
的
な
意
識

（
マ
イ
ン
ド
セ
ッ
ト
）
の
改
革
が
必
要
で
あ
る
。
意
識
の
改
革
に
は
時
間
が
か
か
る
の
で
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
後

3
－

5
年
程
度
で
の
上
位

目
標
の
達
成
は
難
し
い
。

●
　

R
B

O
間
に
お
け
る
能
力
の
差
は
大
き
い
。
能
力
強
化
に
は
時
間
が
か
か
る
の
で
、
上
位
目
標
が
達
成
さ
れ
る
に
は
、

D
U

W
R

M
T
の
実
務

経
験
の
蓄
積
が
必
要
で
あ
る
。

●
　

R
B

O
の
職
員
数
は
ま
だ
尐
な
い
た
め
、
適
切
な
人
材
が
研
修
に
参
加
で
き
な
い
こ
と
が
よ
く
あ
る
。

質
問

回
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主
要

な
理
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%
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1
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2
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6
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%

0
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2
0
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0
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0
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2
3

1
0

4
2
.1

7

2
0
%

3
0
%

1
0
%

0
%

4
0
%

2
4

0
1

3
2
.0

0

2
0
%

4
0
%

0
%

1
0
%

3
0
%

0
6

2
0

2
1
.7

5

0
%

6
0
%

2
0
%

0
%

2
0
%

2
3

1
0

4
2
.1

7

2
0
%

3
0
%

1
0
%

0
%

4
0
%

(5
)

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
後
も
、

D
U

W
R

M
T
が

R
B

O
の
流
域
管
理
実
施
能

力
を
強
化
す
る
た
め
の
人
材
が
十
分
に
確
保
さ
れ
る
か
？

●
　

 D
U

W
R

M
T
へ
の
人
材
配
置
は
優
先
事
項
で
あ
る
。

●
　
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
後
も
、

D
U

W
R

M
T
が

R
B

O
の
流
域
管
理
実
施
能
力
を
強
化
す
る
た
め
に
は
、
色
々
な
機
関
の
人
材
を
有
効
活
用
す

る
必
要
が
あ
る
。
戦
略
的
知
識
パ
ー
ト
ナ
ー
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
構
築
は

 D
U

W
R

M
T
の
今
後
の
課
題
で
あ
る
と
認
識
し
て
い
る
。

(6
)

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
後
も
、

D
U

W
R

M
T
が

R
B

O
の
流
域
管
理
実
施
能

力
を
強
化
す
る
た
め
の
予
算
が
十
分
に
確
保
さ
れ
る
か
？

●
　

 D
U

W
R

M
T
の
予
算
は

2
0
0
9
年

-2
0
1
4
年
の

5
ヶ
年
予
算
案
で
優
先
事
項
と
し
て
位
置
づ
け
ら
れ
て
い
る
。

●
　
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
に
お
い
て
、
水
資
源
管
理
は
非
常
に
重
要
な
課
題
で
あ
る
の
で
、

D
U

W
R

M
T
の
予
算
は

2
0
1
4
年
以
後
も
優
先
事
項
と
し

て
位
置
づ
け
て
い
く
つ
も
り
で
あ
る
。

自
立

発
展

性

(1
)

 D
U

W
R

M
T
は
公
共
事
業
省
内
の
恒
常
的
な
組
織
と
し
て
認
可
さ
れ
、

そ
の
位
置
づ
け
、
役
割
は
明
確
で
あ
る
か
？

●
　

D
U

W
R

M
T
が
ま
だ
恒
常
的
な
組
織
と
し
て
認
可
さ
れ
て
い
な
い
こ
と
が
、
今
後
の

D
U

W
R

M
T
の
方
向
性
を
不
安
定
な
も
の
に
し
て
い

る
。
こ
の
課
題
に
つ
い
て
は
、
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
側
も
十
分
に
認
識
し
て
お
り
、

D
U

W
R

M
T
を
河
川
研
究
セ
ン
タ
ー
（

B
al

ai
 S

un
ga

i）
と
統
合

し
、
エ
セ
ロ
ン

II
-b
を
持
つ
「
技
術
普
及
セ
ン
タ
ー
（

B
al

ai
 B

es
ar

 T
ek

no
lo

gi
 P

er
su

ga
ia

n 
［

B
B

T
P
］
）
」
に
再
編
す
る
こ
と
を
公
共
事
業
省
内

で
協
議
し
て
い
る
。

●
　
現
実
的
に
考
え
る
と
、

B
B

T
P
へ
再
編
さ
れ
る
に
は
尐
な
く
て
も

2
-3
年
は
必
要
で
あ
る
。

●
　
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
の
政
治
は
「
小
さ
な
政
府
」
を
確
立
し
て
い
く
方
向
に
向
か
っ
て
い
る
た
め
、
恒
常
的
な
政
府
機
関
は
容
易
に
は
増
や

せ
な
い
。

(2
)

水
資
源
管
理
の
支
援
組
織
間
に
お
け
る
協
力
や
連
携
を
促
進
す
る
体

制
が
確
立
さ
れ
て
い
る
か
？

 （
例
：

 C
R

B
O

M
や

T
K

P
S

D
A
、

C
K

N
et

-I
N

A
）

●
　
水
資
源
管
理
の
支
援
組
織
間
に
お
け
る
協
力
や
連
携
を
促
進
す
る
体
制
は
確
立
さ
れ
つ
つ
あ
る
。

●
　

D
U

W
R

M
T
研
修
の
受
講
経
験
が
人
事
で
評
価
さ
れ
る
よ
う
に
、
他
の
研
修
機
関
や
大
学
と
協
議
を
進
め
て
い
る
。

●
　

C
R

B
O

M
と

D
U

W
R

M
T
の
間
で
は
、
将
来
的
に
は
覚
書
（

M
O

U
）
が
締
結
さ
れ
、
よ
り
役
割
分
担
が
明
確
化
さ
れ
る
と
報
告
を
受
け
て

い
る
。

(3
)

D
U

W
R

M
T
か
ら

R
B

O
や
そ
の
他
関
係
組
織
へ

D
U

W
R

M
T
に
関
す
る
情

報
が
効
果
的
か
つ
定
期
的
に
発
信
さ
れ
る
仕
組
み
が
構
築
さ
れ
て
い

る
か
？

●
　

R
B

O
と
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
課
題
で
も
あ
る
物
理
的
な
距
離
を
解
消
す
る
た
め
に
、

2
年
か
ら

3
年
後
に
は
全
て
の

R
B

O
に
テ
レ

コ
ン
フ
ェ
レ
ン
ス
・
シ
ス
テ
ム
を
設
置
す
る
計
画
が
進
め
ら
れ
て
い
る
。

●
　
情
報
発
信
の
手
段
と
し
て
、

D
U

W
R

M
T
の
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
が
立
ち
上
げ
ら
れ
た
。
同
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
は
、

D
U

W
M

R
T
に
関
す
る
色
々
な

情
報
を
掲
載
し
て
い
る
。

●
　

2
0
1
1
中
に
、

D
U

W
R

M
T
が
現
在
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
で
掲
載
し
て
い
る
月
例
報
告
書
の
印
刷
物
を
配
布
す
る
予
定
で
あ
る
。

(4
)

D
U

W
R

M
T
の
組
織
・
運
営
能
力
を
継
続
的
に
強
化
し
て
い
く
た
め
の

組
織
的
体
制
が
構
築
さ
れ
て
い
る
か
？

●
　

D
U

W
R

M
T
の
組
織
・
運
営
能
力
を
継
続
的
に
強
化
し
て
い
く
た
め
に
、
「
実
践
的
水
資
源
管
理
技
術
普
及
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
案
」
が
作

成
さ
れ
た
。
同
案
に
は
、
内
部
人
材
能
力
開
発
の
課
題
や
対
応
が
含
ま
れ
て
い
る
も
の
の
、
ま
だ
具
体
的
な
時
系
列
に
沿
っ
た
活
動
案
は
設

定
さ
れ
て
い
な
い
。

●
　

D
U

W
R

M
T
の
組
織
・
運
営
能
力
が
継
続
的
に
強
化
さ
れ
る
に
は
、
水
資
源
総
局
と
の
連
携
の
強
化
が
必
要
で
あ
る
。

質
問

回
　

答

主
要

な
理

由
・

コ
メ

ン
ト

(ス
コ

ア
)
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平
均

Y
e

s
,

Y
e

s
,

N
o

,
N

o
t

そ
の

他
ス

コ
ア

ve
ry

 m
u

ch
a
lm

o
s
t

n
o
t 

m
u

c
h

a
t 

a
ll

（
加

重
3

2
1

0
-

平
均

）

1
7

1
0

1
2
.0

0

1
0
%

7
0
%

1
0
%

0
%

1
0
%

2
3

1
0

4
2
.1

7

2
0
%

3
0
%

1
0
%

0
%

4
0
%

C
/P
の
回
答
者
数
：

1
0
名

C
/P
の
回
答
者
内
訳
は
以
下
の
通
り
で
あ
る
。

　
- 
ソ
ロ
で
勤
務
す
る

R
C

W
R
職
員
：

 2
名

　
- 
バ
ン
ド
ン
で
勤
務
す
る

R
C

W
R
職
員
：

 5
名

　
- 

R
B

O
職
員
：

 1
名

　
- 

P
JT

2
職
員
：

 2
名

（
注
）

・
　
平
均
ス
コ
ア
（
加
重
平
均
）
の
計
算
に
お
い
て
は
、
「
そ
の
他
」
の
回
答
（
数
）
を
カ
ウ
ン
ト
し
て
い
な
い
。

・
　
「
主
な
理
由
・
コ
メ
ン
ト
」
欄
は
質
問
表
調
査
の
回
答
に
加
え
て
、
面
接
調
査
に
お
け
る
ヒ
ア
リ
ン
グ
内
容
を
含
ん
で
い
る
。

(7
)

中
核
と
な
る
人
材
は
質
量
と
も
に
十
分
に
育
成
さ
れ
、

D
U

W
R

M
T
に

よ
る

R
B

O
へ
の
効
果
的
な
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
が
期
待
で
き
る
と
思
い

ま
す
か
？
ま
た
、
移
転
技
術
の
定
着
や
発
展
が
期
待
で
き
る
か
？

●
　
ト
レ
ー
ナ
ー
の
研
修
（

T
O

T
）
を
行
っ
て
い
く
こ
と
に
よ
り
、
よ
り
移
転
技
術
の
定
着
や
発
展
が
期
待
で
き
る
。

●
　
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
通
し
て
、
ス
タ
ッ
フ
の
能
力
は
向
上
し
た
が
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
後
の

D
U

W
R

M
T
の
位
置
づ
け
が
不
安
定
な
の
で
、

移
転
技
術
の
定
着
や
発
展
は
十
分
に
期
待
で
き
る
と
は
い
え
な
い
。

●
　
ま
だ

R
B

O
へ
の
サ
ー
ビ
ス
提
供
は
始
ま
っ
た
ば
か
り
で
あ
る
た
め
、
技
術
の
定
着
に
は
よ
り
多
く
の
実
務
経
験
が
必
要
で
あ
る
。

(8
)

技
術
面
に
お
い
て
、
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
側
の

C
/P
と
ス
タ
ッ
フ
だ
け
で
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
後
も
機
材
の
維
持
管
理
・
更
新
を
実
施
で
き
る
と

思
い
ま
す
か
？

●
　
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
側
の

C
/P
と
ス
タ
ッ
フ
だ
け
で
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
後
も
機
材
の
維
持
管
理
・
更
新
を
実
施
で
き
る
と
考
え
る
。

質
問

回
　

答

主
要

な
理

由
・

コ
メ

ン
ト

(ス
コ

ア
)
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